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平成28年９月28日（水曜日）

午後１時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第22号 平成27年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（８人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員  原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 西 村 賢

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 江 藤 修 一

調 整 審 査 課 長 奥 野 厚 子

商工観光労働部

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

商工観光労働部次長 菓子野 信 男

企業立地推進局長 黒 木 秀 樹

観光経済交流局長 武 田 宗 仁

部参事兼商工政策課長 黒 木 義 博

経営金融支援室長 門 内 隆 志

産 業 振 興 課 長 野 間 純 利

産業集積推進室長 谷 口 浩太郎

雇用労働政策課長 天 辰 晋一郎

企 業 立 地 課 長 日 高 幹 夫

観 光 推 進 課 長 福 嶋 清 美

記紀編さん記念事業推進室長 米 良 勝 也

オールみやざき営業課長 酒 匂 重 久

工業技術センター所長 冨 山 幸 子

食品開発センター所長 水 谷 政 美

県立産業技術専門校長 久 松 弘 幸

事務局職員出席者

議事課主任主事 森 本 征 明

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

○清山主査 決算特別委員会の商工建設分科会

を開会いたします。

分科会日程については、お手元に配付の日程

案で御異議ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 そのように決定いたします。

次に、本日開催された主査会について、お手

元の分科会説明要領により報告いたしますが、

決算事項別の説明は（目）の執行残が100万円以

上のもの及び執行率が90％未満のものについて、

また、主要施策の成果については、主なものに

ついて説明があると思いますので、審査に当た

りましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合は、主査において、ほかの分科会との時間

調整を行った上で質疑の場を設けることが確認

されましたのでよろしくお願いします。

審査の進め方ですが、お手元に配付の分科会

審査の進め方案のとおりでよろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それではそのとおりに進めさせて

いただきます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

平成28年９月28日(水)
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午後１時３分休憩

午後１時４分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成27年度決算について執行部の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

○江藤労働委員会事務局長 労働委員会事務局

の平成27年度決算の概要につきまして御説明を

いたします。

お手元の平成27年度決算特別委員会資料１ペ

ージをお開きください。

（款）労働費（項）労働委員会費（目）委員

会費であります。

表の一番下、合計の欄をごらんください。

左から予算額9,836万6,000円に対しまして支

出済額9,763万9,215円、不用額が72万6,785円、

執行率は99.3％となっております。（目）の執行

残が100万円以上のもの及び執行率が90％未満の

ものはございません。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、決算審査意見書に掲載されました審査意見

及び監査における指摘事項はございません。

私からの説明は以上でございますが、２ペー

ジ以降の平成27年度業務実績の概要につきまし

ては、調整審査課長が説明いたしますのでよろ

しくお願いいたします。

○奥野調整審査課長 それでは、私から平成27

年度の業務実績につきまして御説明いたします。

委員会資料の２ページをお願いいたします。

説明につきましては、労働委員会が取り扱う

業務を（１）不当労働行為審査事件、（２）の労

使紛争あっせん事件、そして（３）労働相談の

３つに分けてそれぞれ御説明したいと思ってお

ります。

まず、（１）不当労働行為審査事件でございま

す。これは、労使関係における使用者側の行為

が労働組合法で禁止されている不当労働行為に

該当するか否かの審査を行うものでございます。

27年度は、新規で１件の申し立てがございま

して今年度に繰り越しとなりましたが、和解に

より解決をしております。

次に、（２）の労使紛争あっせん事件でござい

ます。まず①の集団的事件につきましては、労

働組合と使用者との間に生じた紛争について、

労働委員会の会長が指名したあっせん員が労働

組合と使用者側の間の調整を図りながら紛争の

解決に努めるものでございます。

27年度は新規で２件の審査がございまして、

このうち１件は今年度に繰り越しましたが、最

終的には２件とも打ち切りとなっております。

次におめくりいただきまして３ページをお願

いいたします。

②の個別的事件でございますが、これは労働

者個人と使用者との間に生じた紛争について、

先ほどの①の集団的事件と同じように解決を図

るためのあっせんを行うものでございます。

27年度は新規で４件の申請がございまして、

和解により解決した事件が２件、解決に至らず

打ち切りとなった事件が２件となっております。

次に４ページをお願いいたします。

（３）の労働相談についてでございます。労

働相談は、職場でのさまざまなトラブルに悩ん

でいる相談者に対しまして助言や情報提供を行

いますとともに、先ほど御説明いたしましたあっ

せん制度の利用をお勧めするなどいたしまして、

労使紛争の解決に努めているところでございま

す。

まず①の相談者別に見た相談件数についてで

平成28年９月28日(水)
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ございますけれども、27年度につきましては、

総数137件の相談がございました。このうち労働

者個人からの相談は122件と全体の９割を占めて

おります。

次にその下でございますが、②の相談の内容

についてでございます。年休や労働契約などの

いわゆる労働条件等に関する相談が64件と最も

多くなっております。次いで、賃金未払などの

賃金等、退職や解雇に関する経営・人事、そし

て、最後の人間関係ではパワハラ・嫌がらせが

多くなっております。

最後におめくりいただいて５ページをお願い

いたします。

（４）の処理件数の推移でございます。それ

ぞれの業務の過去３年間分の件数はごらんのと

おりとなっております。

説明は以上でございます。

○清山主査 執行部の説明が終了しました。こ

れより質疑を行います。質疑はございませんか。

○丸山委員 勉強不足でちょっと教えてほしい

んですけれども、結論が打ち切りとなってるん

ですが、その後はどうなるんでしょうか。せっ

かく相談に来られているのに、あっせんしても

結局不調整だったということだろうと思うんで

すが、その後はどのような形で労使間は進んで

いくのか、教えてください。

○奥野調整審査課長 例えばでございますけれ

ども、２ページに書いてございます（２）労使

紛争あっせん事件でまいりますと２件上がって

おります。

そのうちのＢ、あっせん事件でございますけ

れども、これは打ち切りということになってお

ります。これについては、労使との交渉が、ど

うしても詰まらなかったということなんですけ

れども、この方たちにつきましては、団体交渉

応諾を主な申請にしておりまして、あっせんで

いろいろな、ほかの案件についても整理しよう

としたんですが、それが打ち切りになったとい

うことで、そういうことであれば、上の（１）

不当労働行為審査事件、不当労働行為を行った

ということで公益委員会議がございまして、そ

の中で認められましたら不当労働行為是正の命

令書を労働委員会が出すことができますので、

使用者の方も必ず出ていただくということにな

るわけです。

ちょっとまたお話が戻りますけれども、Ｂの

あっせん事件につきましては、まず、あっせん

で協議をしようということで申請を出されまし

た。ところが、それがうまくいかずに打ち切り

となったわけなんですが、それでは、次の段階

である不当労働行為で申請をしようということ

でお話を聞いております。

今の状況を聞いていますと、動きはあるよう

ではありますが、労働委員会には、まだ申請は

上がっていないという状況でございます。

その下のＣのあっせん事件でございますけれ

ども、あっせん事件につきましても打ち切りと

いう結果になったわけなんでございますが、今

度は労働委員会ではなくて裁判といいますで

しょうか、法テラスとか、そちらのほうの準備

を進めたいと言ってらっしゃいました。

もちろん、私ども労働委員会としましても、

もう一度御相談に来られるんであれば、いつで

もお受けいたしますとか、あるいは定期的にお

電話等を入れまして情報の提供、そういったこ

とをいたしましてフォローをするようにしてお

ります。

○丸山委員 相談件数と実際に事案として上

がっている件数がなぜ違うのか。どう認識をす

ればよろしいですか。相談は137件と多いんです
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けども、本当に事案として労働委員会に上がっ

てきているといいますか、委員の中で協議をす

る差というのは、どこでどうなるのかをお伺い

したい。

○奥野調整審査課長 その差といいますのは、

使用者と労働者との認識の差ということでしょ

うか。

○丸山委員 そうじゃなくて、これで困ってい

るから改善してほしいとか相談があると思うん

ですけれども、このようにあっせん事案として

表に上がっているのは、実際は７件ぐらいです

よね。その差というのは、労使間で相談したら

うまく調整されて委員会の協議にはならなかっ

たのは、どう処理されているのかということを

教えていただきたいと思います。

○奥野調整審査課長 それにつきましては、ちょ

うどお知らせしたい案件がございまして、３ペ

ージをごらんになっていただけますでしょうか。

３ページにつきましては、②個別的事件という

ことでございます。

これにつきまして、一番下のＧのあっせんで

ございます。これにつきましては、労働者であっ

た申請者の方が、パワハラのない職場環境の整

備をお願いしたいのが１点。２点目は、この方、

精神的な疾患、病気になられましたので、精神

的、経済的損害による賠償金の支払いをお願い

したものでございます。

あっせんを行いました両者に御出席いただき

ました。しかしながら、今回につきましては、

やはり金額に折り合いがつきませんで、打ち切

りという結果になっております。打ち切りになっ

たのは２月29日なんですが、それから一週間も

たたないうちに使用者のほうから相談者のほう

に電話がありまして、労働委員会を通さずにも

う一度話し合いができないかと。そして、使用

者と当事者間で自主的に解決をしたという御報

告を受けております。

そのようなケースも幾つかあるだろうと思っ

ております。

○江藤労働委員会事務局長 お尋ねの件ですけ

れども、労働相談の件数が27年度137件とありま

して、集団的なあっせんと個別的なあっせん、

合わせて６件あります。その差というようなお

尋ねだと思いますけれども、基本的に労働相談

につきましては、単なる法令制度の問い合わせ

等、あるいは相談内容に上がっておりますよう

な退職とか、解雇とか、そういった職場でのト

ラブルについての相談があります。

その相談に応じまして、必要があれば労働基

準監督署への紹介をすることで解決を図ったり

とか、あるいはこちら側で助言をすることによっ

て、その段階で相談自体として終結ということ

が多々ございます。

ただ、中には一度の相談のみならず、何回も

相談される方がいらっしゃいます。その相談の

過程の中で、労働委員会のあっせん制度を活用

できるのではないか、あるいは活用してはどう

ですかという御案内もしております。そういう

中であっせんまで至ったものが結果として、集

団と個別と合わせて６件ということでございま

す。

○原委員 外国人技能実習制度というのがあ

りますよね。あの方達も当然、労働基準法が適

用されるわけですが、労働委員会への外国人労

働者の相談は可能なんですか。

○江藤労働委員会事務局長 労働相談につきま

しては、分け隔てなくといいますか、どなたに

でも門戸を開放しておりまして、労働相談には

必ず応じるようにしております。

これまで、そう事例があったというわけでは
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ないんですけれども、昨年度、個別のあっせん

の中に労使どちらかが外国人の方という例はご

ざいます。

○原委員 あるわけですね。

それと、聞こうかと思ったらさっきお話があっ

たんですけれど、労働基準監督署との連携。当

然、法に違反することはいかんわけであって、

使用者側と雇用者が認識不足というか、法律を

あまり知らないがために起きるトラブルみたい

なのもあったりして、それは実際に法的に詳し

い人が見ると法律違反だというのがあって、こ

れはもう労働委員会ではなくて、労働基準監督

署の話だということがあったりするのかなと思

うんですけれど、その割合はどうなんですか。

○江藤労働委員会事務局長 ４ページの、例え

ば相談内容というところで書いておりますけれ

ども、この中で特に労働条件等の区分のところ、

あるいは賃金等、こういった中で退職に関する

こととか、賃金の未払い、解雇に関することの

相談があります。相談をお受けする中で、その

相談の中身に応じてこちら側が労使、いずれか

の認識不足によるものとか、そういったものに

ついては助言をしております。

また、お話を聞く中で明らかに法令違反とい

うことであれば、基準監督署への案内もするわ

けですけれども、割合という統計的なものは、

手元でとっておりませんけれども、感覚的には

結構な件数はあると考えております。

○清山主査 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって労働委員

会事務局を終了いたします。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時21分休憩

午後１時23分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

これより商工観光労働部の審査を行います。

まず、部長より平成27年度決算の概要につい

て説明をお願いいたします。

○中田商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。本日はどうぞよろしくお願いいたし

ます。

では、座って御説明をさせていただきます。

まず、決算の説明に先立ちまして、１点だけ

御報告をさせていただきたいと思います。

先週、本県を直撃いたしました台風16号で被

災された多くの方々に、まず心よりお見舞いを

申し上げたいと存じます。

今回の台風では、県内各地で短時間に記録的

な豪雨となり、多数の家屋が浸水被害を受ける

など大きな被害が発生しておりますけれども、

商工観光労働部関係におきましても、若干被害

報告が上がってきています。商工関係施設、あ

るいは観光施設におきまして、軽微なものも含

めまして200件を超える被害報告が上がってきて

いるところでございます。

今後、国や市町村、商工団体等の関係機関と

連携しながら、経営相談や金融支援など、しっ

かりとした対応を行ってまいりたいと考えてい

るところでございます。

それでは、商工観光労働部の平成27年度決算

につきまして御説明をいたしたいと思います。

お配りしております決算特別委員会資料の１

ページをお開きいただきたいと存じます。

これは、県の総合計画「未来みやざき創造プ

ラン」のアクションプランにおける分野別施策

のうち、商工観光労働部に関連するものを体系

表として示したものでございます。
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あわせて主要施策の成果に関する報告書をご

らんいただきたいと思うんですけれども、主要

施策の概要につきましては、分野別の施策ごと

の関係事業を記載しておりますので、こちらの

ほうで概要を簡単に御説明したいと思います。

商工観光労働部分のインデックスがついている

と思うんですけれども、そのところの181ページ

をごらんいただきたいと思います。

まず、一番上の人づくりについてでございま

す。

１、多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重

される社会の（１）国際化への対応につきまし

ては、国際交流員等による各種国際交流活動や

広報誌等による情報提供によりまして、県民の

国際理解の増進を図りましたほか、県内に在住

する外国人を対象といたしまして日本語講座や

法律相談、生活相談などの支援を行ったところ

であります。

次に、その下の産業づくりについてでござい

ます。

１、多様な連携により新たな産業が展開され

る社会の（１）産業間・産学金官連携による新

事業・新産業の展開につきましては、県内中小

企業の太陽電池・半導体関連産業への参入促進

や技術力の向上を図りましたほか、東九州メディ

カルバレー構想に基づき、県内企業の医療関連

産業機器の研究開発や販路開拓の支援などに取

り組んだところでございます。

次に、その下、２の創造性のある工業・商業

・サービス業が営まれる社会の（１）工業の振

興についてであります。

これにつきましては、181ページから182ペー

ジに事業を記載しておりますけれども、宮崎県

産業振興機構のコーディネート機能やノウハウ

等を生かし、県内中小企業の新事業展開に向け

た技術開発や販路開拓・経営支援などに取り組

みましたほか、自動車産業が集積する北部九州

に本県自動車産業の拠点を設置し、自動車メー

カーとの取引拡大を図ったところであります。

また、工業技術センター及び食品開発センタ

ーにおきまして、研究開発や県内企業の技術支

援を行ったところでございます。

さらに、企業立地につきましても本県の地域

特性を生かした産業集積を目指し、フードビジ

ネス関連産業など、５つの重点分野に力点を置

き、誘致活動を展開したところでございます。

次に182ページですけれども、（２）商業・サ

ービス業の振興につきましては、県内の商店街

の活性化を図るため、空き店舗への出店支援や

若手リーダーを対象とした研修会等の開催によ

る人材育成に努めましたほか、ＩＣＴ企業経営

・技術力研修等を実施いたしまして、ＩＣＴ産

業の活性化に不可欠な人財の育成に取り組んだ

ところでございます。

また、県産品の輸出拡大を図るため、香港、

台湾、シンガポール及びＥＵにおける海外見本

市への出店や現地商談会への参加等によりまし

て、県内企業の販路開拓活動の支援に取り組ん

だところであります。

続きまして、183ページでございます。

３、活発な観光・交流による活力ある社会の

（１）観光の振興につきましては、ＭＩＣＥの

誘致を図るため、開催支援、誘致活動を行いま

すとともに、ＭＩＣＥ推進協議会を設立し、こ

れまで以上に官民が連携した誘致体制を構築し

たところでございます。

また、国内誘客対策といたしましては、旅行

会社等へのセールスプロモーションや東九州自

動車道の開通を生かしたセールス活動を実施い

たしました。
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国外誘客対策といたしましては、韓国、台湾、

中国、香港の東アジア地域を中心に、直行便を

活用したセールスプロモーションやクルーズ船

の誘致促進に取り組みますとともに、市町村等

とも共同利用できるＭＩＹＡＺＡＫＩ ＦＲＥ

Ｅ Ｗｉ―Ｆｉを構築するなど、環境整備にも

努めたところでございます。

さらには、スポーツランドみやざきの推進に

つきましては、合宿誘致セミナーの開催をはじ

めとしたスポーツキャンプ・合宿の積極的な誘

致に取り組んだことで延べ参加者数が過去最高

になるなど、着実に成果が上がってきていると

考えているところでございます。

次に、その下でございますけれども、（２）県

境を越えた交流・連携の推進につきましては、

南九州３県が連携し、観光情報の発信や教育旅

行の誘致セールを行いましたほか、大分県及び

ＮＥＸＣＯ西日本と連携した高速道の割引キャ

ンペーンを実施し、北部九州や四国等からの誘

客促進を図ったところでございます。

次に、その下の４、経済・交流を支える基盤

が整った社会の（１）産業を支える人財の育成

・確保につきましては、企業と学校が連携した

実践的なものづくり体験や熟練技能士を活用し

た技能講座等を実施することで次世代人財の確

保を図るなど、技能継承や技能尊重機運の醸成

に努めたところであります。

また、産業技術専門校におきましては、中学

校や高等学校の学卒者等に対する職業訓練を実

施しますとともに、離職者が再就職に必要な技

能・知識を習得できる委託訓練を実施したとこ

ろであります。

最後になりますけれども、184ページをお開き

ください。

（２）就業支援と職場環境整備につきまして

は、大学３年生等を対象としたインターンシッ

プや企業見学会を行うことによりまして、県内

企業の魅力を発信しましたほか、県内外での就

職説明会を実施し、県内企業と求職者とのマッ

チングに取り組んだところであります。

また、ヤングＪＯＢサポートみやざきにおけ

る個別相談によりまして、若者の就職活動の支

援にも積極的に取り組んだところであります。

さらに、働きやすい職場環境づくりとしまし

ては、仕事と家庭の両立応援宣言企業の登録推

進や啓発活動を行いましたほか、低利の教育資

金の融資などによる労働福祉の向上に努めたと

ころでございます。

主な施策の概要につきましては以上でござい

ます。

では、決算特別委員会資料に戻っていただき

たいと思います。２ページをごらんいただきた

いと思います。

平成27年度歳出決算の状況について御説明を

いたしたいと思います。

まず、一般会計でございますけれども、下か

ら５段目、計の欄をごらんいただきたいと思い

ますけれども、予算額591億9,976万1,000円、支

出済額580億9,340万6,167円、翌年度繰越額４

億8,110万9,000円、不用額が６億2,524万5,833

円で、執行率は98.1％、翌年度繰越額を含む執

行率は98.9％となっております。

次に、特別会計は下から２段目の計の欄にご

ざいますけれども、予算額５億6,886万2,000円、

支出済額５億6,633万2,627円、不用額252万9,373

円で、執行率は99.6％であり、一般会計と特別

会計を合わせました部の合計は一番下の部の合

計の欄にございますけれども、予算額597億6,862

万3,000円、支出済額586億5,973万8,794円、翌

年度繰越額４億8,110万9,000円、不用額６
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億2,777万5,206円、執行率は98.1％、翌年度繰

越額を含めます執行率は98.9％となっておりま

す。

次に、資料の一番最後のページになりますけ

ども22ページをごらんいただきたいと思います。

監査における指摘事項等の一覧でございます。

指摘事項等に関しましては、適正な執行につ

いて、職員への指導を徹底し、改善に努めたと

ころであります。このうち指摘事項につきまし

ては、後ほど関係課長から詳細を御説明させて

いただきます。

また、監査委員から提出されました別冊の印

刷物がございますけれども、平成27年度宮崎県

歳入歳出決算審査及び基金運用状況審査意見書

を別冊で印刷するとなっております。

これにつきましては、商工観光労働部の所管

する特別会計について２件の意見・留意事項等

がとございました。これらにつきましては、後

ほど各事業の詳細と合わせまして関係課長から

御説明をいたしますので、よろしくお願いいた

します。

私からの説明は以上でございます。

○清山主査 部長の概要説明が終了しました。

これより商工政策課、産業振興課、企業立地

課の審査を行います。

平成27年度の決算について、それぞれ各課よ

り説明を求めます。質疑は全て終了した後にお

願いします。

○黒木商工政策課長 商工政策課の平成27年度

決算につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

当課は一般会計と特別会計がございます。

まず、一般会計ですが、一番上の商工政策課

の欄をごらんください。

予算額518億3,328万2,000円、支出済額517

億3,416万2,056円、翌年度への明許繰越額6,081

万3,000円、不用額3,830万6,944円、執行率は99.8

％、翌年度繰越額を含む執行率は99.9％であり

ます。

次に特別会計ですが、下から４段目の商工政

策課の欄をごらんください。

予算額２億4,307万4,000円、支出済額２

億4,063万9,864円、不用額243万4,136円で執行

率は99.0％であります。

次に、（目）の執行残が100万円以上のもの、

執行率が90％未満のものについて御説明いたし

ます。資料の３ページをお開きください。

下のほうの（目）商業総務費であります。

不用額が109万6,514円となっておりますが、

これは主に連絡調整事務費の備品購入費等の執

行残であります。

次に４ページをごらんください。

ページの中ほどの（目）商業振興費でありま

す。

不用額が3,587万3,481円となっておりますが、

これは主に「県内津々浦々で消費を呼び起こす

～域内消費喚起等支援事業」などの実績確定に

伴う補助金等の執行残や、設備貸与機関損失補

償において補償補塡及び賠償金に執行残が生じ

たものであります。

次に５ページをお開きください。

下のほうの（目）工鉱業振興費であります。

執行率が83.1％でありますが、翌年度繰越額

を含めますとその上の括弧書きにありますよう

に93.1％であります。

次に７ページをお開きください。

特別会計の（目）小規模企業者等設備導入事

業助成費であります。

不用額が243万4,136円となっておりますが、
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これは貸付・償還指導等事務費の執行残であり

ます。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

平成27年度宮崎県歳入歳出決算書をごらんく

ださい。特別会計の１ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計であり

ますが、歳入合計はページの中段にありますと

おり、調定額５億6,280万4,906円、収入済額４

億5,538万5,453円、収入未済額１億741万9,453

円となっております。

特別会計の歳入決算は以上であります。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について御説明いたします。

この報告書の商工政策課のインデックスのと

ころ、185ページをお開きください。

産業づくりの２、創造性のある工業・商業・

サービス業が営まれる社会であります。ページ

中ほどの施策推進のための主な事業及び実績に

より御説明いたします。

まず、未来を拓く！みやざき経営者養成塾で

あります。

この事業では、宮崎県商工会議所連合会が開

催する経営者養成塾への支援を通して、中小企

業の経営力の強化を図るとともに、地域におい

て中核となるリーダーの創出に取り組みました。

27年度は延べ214人が養成塾に参加し、経営能

力の向上や地域リーダーとしての意識の醸成が

図られました。

次の中小企業融資制度貸付金ですが、これは、

金融機関、信用保証協会と連携し、低利の事業

資金を円滑に提供するためのもので、27年度

は292億7,577万9,000円の原資を金融機関に預託

しました。

なお、新規融資実績は1,196件、127億5,911

万9,000円でありました。

次の中小企業金融円滑化補助金は、県の中小

企業融資制度を利用する中小企業者の信用保証

料の負担軽減を図るため、信用保証協会に対し

て保証料の一部を補助するもので、27年度

は9,985万8,000円の補助を行いました。

186ページをお開きください。

信用保証協会損失補償金であります。これは、

県融資制度の代位弁済に係る信用保証協会負担

分につきまして、損失補償契約に基づき、信用

保証協会に対し2,544万5,000円の損失補償を

行ったものでございます。

次の新規事業「債権管理強化特別対策」は、

宮崎県産業振興機構の未収債権について、債権

管理回収業者に回収可能性等を調査、整理させ

ることにより、債権管理の強化を図りました。

次の中小企業団体中央会等補助金は、県の中

小企業団体中央会に対して、指導員等の人件費

や組合指導事業への補助を、また、その次の小

規模事業経営支援事業費補助金は、商工会、商

工会議所に対して、経営指導員等の人件費や経

営改善普及事業等への補助を行ったものであり

ます。

次の中小企業等経営基盤強化支援では、県内14

カ所の商工会議所等に設置した経営支援チーム

を通して、厳しい経営環境にある中小企業の資

金繰りや新分野進出等に向けた取り組みを支援

しました。

187ページをごらんください。

「未来を担うみやざきの起業人」応援では、

宮崎商工会議所に設置したみやざきスタート

アップセンターにおいて、創業セミナーやビジ

ネスプランコンテストを開催し、新規創業者や

ベンチャー企業の持つ商品・サービスのブラッ

シュアップから販路開拓まで一貫した支援を行
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いました。

次の新規事業「みやざき小規模企業者等設備

導入資金貸付金」でありますが、小規模企業者

等の創業や経営基盤の強化に必要な設備資金貸

付制度の原資として、産業振興機構に対し、１

億2,500万円を貸し付けたもので、機構において

９件、7,635万円の設備導入資金の貸し付けを

行っております。

189ページをお開きください。

まちなか商業再生支援でありますが、商店街

振興のための取り組みに対する助成及びまちづ

くりを担う若手商店街リーダーの育成を行うも

のであります。

27年度は、都城市や小林市など４市村の10事

業に対して助成を行い、リーダー成長支援研修

会等を計４回実施したところです。

次の新規事業「県内津々浦々で消費を呼び起

こす～域内消費喚起等支援」でありますが、国

の平成26年度補正予算に係る交付金事業を27年

度に繰り越したもので、県内各市町村で実施さ

れましたプレミアム商品券の発行等に係る事業

であり、域内消費喚起や生活支援の取り組みが

行われたものであります。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、別冊資料であります平成27年度宮崎

県歳入歳出決算審査及び基金運用状況審査意見

書の35ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計につき

まして、意見・留意事項がありましたので御説

明いたします。

一番下の意見・留意事項等の欄にありますと

おり、「貸付金の収入未済額については、前年度

に比べ減少しているものの、なお多額の収入未

済額があるので、今後も引き続き償還促進につ

いての努力が望まれる」との意見であります。

収入未済額につきましては、訪問、文書催告

等により、回収に努めているところであり、平

成27年度は70万円を回収したことにより、収入

未済額は１億741万9,453円となっております。

引き続き償還促進に努めるとともに、要件を

満たした債権については、不納欠損処理につい

ても検討してまいります。

なお、監査における指摘事項については、特

に報告すべき事項はございません。

商工政策課は以上であります。

○野間産業振興課長 産業振興課の平成27年度

決算につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

産業振興課は上から２段目であります。

予算額は17億243万3,000円、支出済額は14

億9,123万66円、翌年度への繰越額は7,351

万5,000円、不用額は１億3,768万7,934円で、執

行率は87.6％、翌年度繰越額を含む執行率は91.9

％であります。

次に資料の８ページ、産業振興課のインデッ

クスのところをお開きください。

（目）の不用額が100万円以上のもの、執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

まず、下から６段目の（目）工鉱業振興費で

あります。

不用額が１億3,587万3,239円、また、執行率

が76.7％、翌年度繰越額を含めた執行率は84.9

％となっております。

これにつきましては、９ページをお開きくだ

さい。

上から２段目の委託料や、その２つ下の備品

購入費における執行残及びその下の負担金・補

助及び交付金における国交付金の交付決定や県

補助金の実績確定に伴う執行残などによるもの
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であります。

次に、中ほどの（目）工業試験場費でありま

す。

不用額が153万2,510円となっておりますが、

これは旅費等の事務費の執行残であります。

次に、お手元の主要施策の成果に関する報告

書について御説明いたします。

報告書の産業振興課のインデックスのとこ

ろ、191ページをお開きください。

産業づくりの１の（１）産業間・産学金官連

携による新事業・新産業の展開であります。

まず、表の一番下の改善事業「東九州メディ

カルバレー推進加速化」であります。

医療機器産業への参入や販路開拓のコーディ

ネーターの配置、薬事専門アドバイザーの派遣

を行うなど、地場企業の新規参入から取引拡大

に向けた取組支援を行うとともに医療技術人材

の育成を推進するため、タイからの医療技術者

を招聘し、大学教員２名を現地に派遣するなど、

日本の透析機器の管理技術について研修指導に

取り組んだところであります。

192ページをお開きください。

表の一番上の新規事業「東九州メディカルバ

レー販路拡大ステップアップ」であります。

県内大学と県内企業の共同による医療機器改

良等への補助や医療現場ニーズを県内ものづく

り企業等の機器開発につなげるための医工連携

マッチングセミナーの開催や、展示会出展によ

る取引拡大に向けた支援を行ったところであり

ます。

次に194ページをお開きください。

２の（１）工業の振興であります。

表の一番上の東京フロンティアオフィス運営

・販路開拓支援であります。

東京都の市場に進出しようとする意欲のある

県内中小企業に、宮崎県東京ビルの２階をオフィ

スとして低料金で提供することにより、入居企

業の販路開拓を支援しております。

次に、一番下の新規事業「地域中核的企業育

成・強化」であります。

域内からの調達や県内企業との連携等により、

外貨を獲得し循環させる地域経済のけん引力を

持った中核的な企業の育成を図るため、産学金

官の専門家によるチームが国等の事業も活用し、

企業への集中的な支援を行っているところでご

ざいます。

次に195ページをごらんください。

表の上から４番目の改善事業「自動車関連産

業取引拡大・ネットワーク拡充支援」でありま

す。

自動車産業関連企業が集積する北部九州に設

置しましたフロンティアオフィスを県内企業に

提供するとともに、アドバイザーとして委嘱し

た自動車メーカー社員による支援により、本県

企業の取引拡大に取り組んだところであります。

一番下の新規事業「宮崎方式で安全・安心！

食品開発・取引拡大支援」であります。

食品製造企業の販路開拓及びマーケティング

力の向上を図るため、展示会への出展支援や県

外バイヤー等の専門家を招聘しての求評会の開

催などにより、マーケットニーズに即した商品

へのブラッシュアップなどを行い、新たな販路

開拓の支援に取り組んだところであります。

196ページをお開きください。

工業技術研究開発及び食品開発センター研究

開発であります。

工業技術センターにおいては、レアメタル等

の有価金属の回収技術に関する研究やＬＥＤの

利活用技術に関する研究など10テーマの研究開

発を、また、食品開発センターにおいては、機
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能性を付与した干したくあんに関する研究な

ど10テーマの研究開発を行ったほか、それぞれ

のセンターで企業からの依頼試験や技術相談等

に対応したところであります。

次に199ページをお開きください。

表にあります新規事業「ＩＣＴ産業総合力強

化推進」であります。

ＩＣＴ企業の在職技術者やコールセンターへ

の就職を目指す方を対象とした研修を実施する

ことにより、ＩＣＴ産業を担う人財の養成に取

り組むとともに、首都圏と本県企業による商談

会を開催し、販路拡大を支援したところであり

ます。

次に200ページをお開きください。

４の（１）の産業を支える人財の育成・確保

であります。

表にあります新規事業「ものづくりを担う次

世代「匠」育成支援モデル」でありますが、県

内ものづくり企業に対する高校生の理解・関心

を深めるため、企業と学校が連携して工業高校

生を対象に溶接や木工など実践的なものづくり

体験等を実施したところであります。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書及び監査報

告書に関しましては、特に報告すべき事項はあ

りません。

産業振興課は以上であります。

○日高企業立地課長 企業立地課の決算につい

て御説明をいたします。

決算特別委員会資料２ページをお願いいたし

ます。

企業立地課は上から４番目の欄ですが、予算

額は６億420万7,000円、支出済額は５億123万881

円、翌年度への繰越額は2,538万4,000円、不用

額は7,759万2,119円、執行率は83.0％、翌年度

繰越額を含む執行率は87.2％となっております。

次に、この資料の15ページをお願いいたしま

す。

（目）の不用額が100万円以上のもので執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

ページ中ほどの（目）工鉱業振興費でありま

す。

不用額が7,757万9,094円となっております。

主なものは、企業立地促進補助金で7,241

万7,000円の不用額となっております。

企業立地促進補助金につきましては、新規雇

用や設備投資などの実績に応じて支払うことと

しております。毎年度申請資格のある企業に対

し、できる限り申請の予定と金額の見込みを把

握して予算を計上しておりますが、平成27年度

に補助金の申請を予定しておりました立地企業

のうち、一部の企業について補助金の申請を翌

年度以降に見送ったこと、あるいは設備投資額

や情報通信費などの補助対象経費が企業の見込

みを下回ったことなどによりまして、補助金に

執行残が生じたものであります。

続きまして、主要施策の成果の主なものにつ

いて御説明をいたします。

主要施策の成果に関する報告書の企業立地課

のインデックスのところ、ページでいいます

と207ページをお願いいたします。

産業づくりの２の（１）工業の振興でありま

す。

施策推進のための主な事業及び実績の表のう

ち、まず、新規事業「「田舎で起業」働く拠点づ

くり推進」であります。

古民家や廃校などの未利用施設を企業の拠点

とするため、施設整備を行う中山間地域の市町

村に対しまして支援を行う事業であり、日南市
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が行った油津商店街の空き店舗改装事業に対し

て助成を行っております。

次に、企業誘致推進ネットワーク拡充であり

ます。

本県の企業立地環境を広く企業に理解してい

ただくことが立地に向けての第一歩と考えてお

ります。このため、私ども企業立地課並びに東

京、大阪、福岡の各県外事務所の職員に加えま

して、豊富な経験や幅広い人脈のある民間企業

経験のある方などを、企業誘致コーディネータ

ーとして東京に４人、大阪と愛知に１人ずつ配

置し、積極的な企業訪問、本県への誘致活動を

進めたものであります。

コーディネーターの訪問実績は延べ504企業と

なっております。

なお、複数回訪問した企業もありますので、

実際に訪問した実企業数、正味の企業数は348企

業となっております。

次に、新規事業「「投資呼び込み」みやざき企

業立地セミナー＆視察ツアー開催」であります。

本県への企業立地を促進するため、東京、大

阪、名古屋、福岡の４カ所において企業立地セ

ミナーを開催いたしまして、延べ185社の企業に

対し、本県の企業立地環境等をアピールいたし

ました。

また、企業関係者を本県に招き、県内の工業

団地、オフィスビル、既存立地企業などを視察

訪問していただいて、本県の事業環境を理解し

ていただくツアーを４回開催し、延べ24社の参

加があったところであります。

続きまして、208ページをお願いいたします。

改善事業「企業立地促進フォローアップ強化」

であります。

立地企業の地元への定着と事業拡大による新

規投資を促進するため、立地企業の県内事業所

や本社など延べ372企業、複数回の訪問を除いて

正味の企業数で申しますと、308企業を訪問いた

しまして、立地企業の状況を把握するとともに、

企業からの要望や相談に応じて、関係機関と連

携して対応するなど、フォローアップに努めた

ところであります。

次に、企業立地促進補助金であります。

補助金の申請がありました22企業に対しまし

て、設備投資額や新規の雇用者数などの実績に

応じ、補助金を交付したものであります。

その下の表、施策の進捗状況でありますが、

新規企業立地等について実績を記載しておりま

す。

先ほど御説明いたしました事業など、さまざ

まな取り組みを展開した結果、平成27年度の企

業立地件数が47件、うち県外企業が20件で、企

業立地による最終的な雇用の創出数は1,894人と

なっております。平成30年度までの４年間の目

標値に対しまして、初年度として４分の１を上

回る実績を上げることができたところでありま

す。

今後とも目標の達成に向けて、より一層積極

的に取り組んでまいることといたしております。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書及び監査報

告書に関しては、特に報告すべき事項はありま

せん。

企業立地課の説明は以上であります。

○清山主査 説明が終了いたしました。

委員の皆さんから質疑はありませんか。

○原委員 今の企業立地促進補助金です。

先ほど委員会資料の説明の中で、補助金申請

を翌年度に持ち越したがためにというのがあり

ましたけど、企業としてはすぐにでもお金が欲
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しいものじゃないかと思いますが、翌年度に持

ち越す理由はどういうことだったんでしょうか。

○日高企業立地課長 企業立地促進補助金の交

付の考え方について、まず簡単に御説明いたし

ますが、企業は立地後に段階的に成長をしてい

く、計画的に人を採用して投資も行っていくと

いう企業がほとんどなものですから、それに配

慮いたしまして、企業が立地認定後６年間にわ

たって申請を行える期間を設けております。

制度上につきましては、この期間の中で１回

だけの申請を行っていただくといたしておりま

して、企業としては最も従業員数がふえたとき、

あるいは設備投資額が大きくなったとき、そう

いうタイミングをねらって一番多くもらえる時

期を見計らうという傾向があります。

もちろん、中には今ほしいとおっしゃるよう

な企業がありますので、立地してから何年後に

申請を行うかという猶予期間の中で、企業が判

断して行われます。

私どもは、ことしどうですかということで、

毎回聞き取りをして予算を組むわけですけれど

も、「なかなか人の採用が最近順調にいっていな

い」、「来年にはふやせる予定だ」という企業が

ありますと翌年度にさせてくださいと、最終的

にそういう結論になるケースがあります。

○原委員 一番企業にとって状況がいいとき

に申請されるということですね。

それから、この主要施策の成果に関する報告

書の194ページ、東京フロンティアオフィス運営

・販路開拓支援、９企業となっていますが、こ

の業種はどういうものが東京への販路開拓を考

えていらっしゃるのでしょうか。

○野間産業振興課長 ９社の内訳を申し上げま

すと、サービス業が２社、食品製造関係が２社、

その他の製造業が３社、通信機器等の製造販売

業が１社、情報通信業が１社となっております。

○徳重委員 企業立地課にお尋ねしたいと思い

ますが、かなりの実績を収めていただいておる

ようであります。

ところで、コーディネーターを東京に４人、

大阪・愛知に１人ずつということでございます

が、この方々の実績が出ているものかどうか、

それをまず教えていただけますか。

○日高企業立地課長 コーディネーターによる

実績でありますけれども、企業をコーディネー

ターが回っていただきますけれども、コーディ

ネーターが行ってすぐに「じゃ、そこに行きま

す」となることはなかなかありませんで、脈が

ありそうなところを発掘して、そこに何度も通

うと。場合によっては、複数年にわたって通っ

て宮崎に誘致を図るといったケースもあります。

27年度にコーディネーターの活動に端を発し

て実際の立地認定に結びついた件数は、情報サ

ービス産業で１件になっておりますけれども、

コーディネーターは平成20年度からこの制度を

始めておりまして、平成20年度から平成27年度

までにつきましては、県外からの新規立地の件

数が全体で77件ありました。そのうちコーディ

ネーターを配置している東京圏、大阪圏、名古

屋圏、77件のうちその３つの圏域からは64件の

新規立地が20年度から27年度までの間に実現し

ております。そのうちコーディネーターによる

新規立地の実現件数は13件、増設まで含めます

と18件の認定を行ってきているところでありま

す。

県外からの誘致に対して、一定の割合でコー

ディネーターの発掘した企業が立地に結びつい

ていると考えているところであります。

○徳重委員 結果が出ているということで非常

にうれしいことですが、宮崎県全体、広いわけ
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でございまして、各市町村もそれぞれ企業立地

のお願いをして回っておると思うんです。市町

村の希望というか、うちにもこんな企業が来て

ほしいとか、いろんなことがあると思うんです

が、県のほうに市町村から上がってきている分、

あるいは一緒になって企業立地のお願いに行く

という形は、どういう形でとられておるものか。

県単独でやっていらっしゃるのか、あるいは市

町村との関係はどうなっているのか、教えてく

ださい。

○日高企業立地課長 おっしゃいますように、

市町村が独自に情報をつかんで、そこで接触し

ていきたいという場合、要望がありましたら、

まず県外事務所の職員と連携して、まず県外事

務所のほうで企業を訪問して情報をつかんでい

くといった活動があります。

そのほか、市町村がみずから、例えば東京に

行ってその会社を訪問したいというケースのと

きには、県外事務所からも同行をして一緒に企

業に対して当たるといったケースもございます。

また、年間を通しまして随時、市町村の職員

と県の職員と一緒になって、福岡ですとか、東

京ですとか、大阪ですとか、こういった企業に

訪問をしてみたいといったところに一緒に直接

行って誘致活動をするといったことも実際には

いたしております。

○徳重委員 市町村、それぞれ財政的にも、い

ろんな状況も違うと思うんです。例えば、都城

市が誘致したいということで、条件がいろいろ

あろうと思うんです。条件の整理っていうのは

非常に大事なことかと思うんですが、まず、土

地を無償で10年間提供しますとか、固定資産税

をとらないとか、いろんなケースがあると思う

んです。

そこら辺の考え方がうまく企業側とマッチす

るのかという心配もするんですが、そういうケ

ースが出てきたときに、皆さん方はどんな方法

で企業側に持っていかれるものかと。県は統一

されていると思うんですが、各市町村は違うん

じゃないかと思うんですが、そこら辺はどうなっ

ているんですか。

○日高企業立地課長 いろんな条件につきまし

ては、例えば、企業側から聞かれるケース、そ

れから、こちらから提案するケース、それぞれ

あろうかと思います。県が市町村と一緒にいき

ます場合には、県の制度の説明と合わせまして、

この市町村ではこんな制度があってこういうお

役に立てますといったことをあわせて説明をす

ることになっております。

宮崎県の場合は、県の支援制度と市町村の支

援制度については、両方とも並行して受けてい

ただいて結構ですという形をとっておりますも

のですから、県と特定の市町村が一緒に行動す

る場合には、そういう形で両方の制度をお示し

しております。

逆に企業側から「宮崎のどこかでこんな条件

のオフィスはないか」とか「こんな土地はない

か」とか、もし聞かれた場合ですが、詳しいこ

とを聞き取った上で、可能性があるかなという

市町村に対して、「こういう場所はありますか」

とか「こういうオフィスが空いているところは

ありますか」とか、そういったことを照会をい

たしまして、そこでぜひ取り組みたいという市

町村がありましたら、さらに一緒になって誘致

をかけていくという取り組みを進めております。

○横田委員 同じく企業立地課にお尋ねしたい

んですけど、コーディネーターが実数で348企業、

延べ504企業を訪問されているとか、セミナーや

ツアーもたくさん開催されているということで、

積極的に県外企業の誘致に取り組んでいただい
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てることはありがたいと思うんですけれど、県

外企業の宮崎県に対する関心度といいますか、

それをどのように感じておられるか。もし何か

ありましたらお聞かせください。

○日高企業立地課長 まず、宮崎県に関してと

いうことをちょっと越えまして、例えば東京の

企業が地方に対してどんな感触を持っているか

といいますと、とにかく人の確保が東京では難

しくなっていると。したがって、事業の拡大の

ためには人材を地方に求めていきたいというこ

とで、特に情報サービス産業の関係で、地方に

展開していくような企業がふえていると思って

おります。

そういうところの企業が─企業によってい

ろんなほしい人材というのはあるのかと思いま

すが─宮崎に対してよく言われることが、人

柄がいいと、定着率がよくてまじめにこつこつ

と、指示されたことに対して非常に誠実に働い

てくれると。ここに来て、せっかく教えてもや

めていく人があまりいない、そういう意味では

大変助かっている、そういう感想をいただくこ

とが多いです。

宮崎市、あるいは最近では日南市など、情報

産業の横の連携とか、情報の共有などによって、

ここは非常に前向きな取り組み、熱心な取り組

みをしてくれるといった情報を聞いたところが、

また企業が企業を呼ぶような形で、宮崎がどん

なところか見に行ってみたいとか、そういった

企業が最近非常にふえてきているという手ごた

えを感じているところであります。

○横田委員 県外企業を誘致する際に、宮崎の

人件費の安さもアピールの１つになるんでしょ

うか。

○日高企業立地課長 人手不足というのが最大

の関心事になってきていると言っていい状況か

と思っております。

もちろん、宮崎の最低賃金はどのくらいです

かと聞かれる企業は多いですけれども、このぐ

らいだったら確保できますでしょうかとか、最

低賃金で働いてもらおうということを目的に来

る企業は、ほとんどないと言ってもいい状況か

と思っております。

最低賃金だから宮崎でという思いで進出を考

えるところはほとんどないと思っております。

○横田委員 それを聞いてちょっと安心したん

ですけど、宮崎に若者が残らない大きな理由の

１つに給料の安さというのがあるじゃないです

か。だから、それをアピールして誘致するとい

うと、ちょっとつらいという思いもあったもの

ですから。

それと、東九州道開通のストック効果の１つ

で新しい企業がどんどん立地しだしていますと

いう説明があったんですけれど、北九州まで全

線開通して、その傾向というのは、またさらに

伸びていっているんでしょうか。

○日高企業立地課長 東九州自動車道そのもの

を実際に使うかどうかというのは、企業の物流

の判断の中で、使い方については温度差があろ

うかと思っておりますけれども、近年において、

流通・物流企業、いわゆる輸送関係の企業とか、

倉庫業とか、そういったものが都城圏域ですと

かを中心にふえてきているといったところがあ

ります。

実際、道路が開通したことだけをもって進出

を決める企業がそれほどあるわけではないんで

すけれども、いざ何かあったとき、例えば熊本

で地震があったときに東九州道があって助かっ

たとか、そういった企業が多く見られたところ

でもありますので、東九州道が通じることによっ

て、宮崎がどんどんインフラ的に便利になって
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いると、そういう企業さんのイメージの向上に

おいて、非常に役立っているんではないかと思っ

ております。

○後藤委員 196ページ、産業振興課の施策の進

捗状況。まさしくこの製造品出荷額等がいかに

ふえていくかというのが１つの大きな事業効果

であるわけですが、それを参考にしまして、商

工政策課の186ページ。中小企業団体中央会等補

助金、あるいは小規模事業経営支援事業費補助

金。商工会、中央会等々指導員の減と要望等で

よく言われているんですが、ここ辺の事業効果、

施策展開─やはり施策指標的に指導員さんた

ちの相談件数があって、新規事業を展開しまし

たという指標等が出ると、予算効果が見えてく

るんですが、そこのコメントを何かいただきた

いんですが。

○黒木商工政策課長 今お話のあった中央会、

あるいは商工会や会議所、こういう団体の成果

を測るものさし、そういった点でいうと、確か

に、どうしても近年は事業所そのものが減少傾

向の中にあって、実際に経営指導員等に寄せら

れる課題そのものは、むしろ難しくなってきて

いる状況にあります。

そういった中で、経営指導員等に対しても関

係機関との連携に努めて、そして、経営支援能

力を高めていく形で資質の向上を図り、可能な

限り、小規模企業の支援等を行っていくという

ことを努めているところです。

中央会や商工会、会議所等の職員たちの事業

の状況をあらわす指標はなかなか難しい面があ

るんですが、今のところ、難しい経営課題に可

能な限り対応していくということで進めている

ところであります。

○丸山委員 特別委員会の資料の中の８ページ

なんですけれども、説明があったかもしれませ

んが、不用額が１億円超しているものですから、

もう少し詳しく説明をしていただくとありがた

いかと。個別に少しわかりやすく、もう一回説

明をお願いしたいと思っております。

○野間産業振興課長 工鉱業振興費の１億3,500

万円等の内訳といたしましては、大きいのは、

ことしの２月の補正で計上いたしましたメディ

カルバレー国際競争力ＵＰ中小企業リーディン

グモデル事業が、8,200万円ほどの計上だったん

ですが、これは国の加速化交付金を財源として

おりましたけれども、これについての交付決定

がなかったということで、これを全額不用残と

しているものが一番大きいわけです。

それが一番大きいんですけれども、あと大き

い額といたしましては、地域中核的企業の補助

金が3,000万円ほど不用額があるわけですが、こ

れにつきましては、認定しました企業に対しま

して、企業にとって有利な国の交付金を活用し

ましたものですから、県の補助金が使われなかっ

たということで、その２つで１億1,000万円ほど

になりますので、それが一番大きなものだとい

うことでございます。

○丸山委員 ２月の補正予算のときに私はこの

委員会にいなかったものですから、そのときの

委員会の審議の内容がよくわからないんですが、

交付決定がなかったことによって、東九州メディ

カルバレーというのは、物すごく宮崎にとって

は大きな産業施策の１つであろうと思っている

んですけれども、なかったことについての影響、

その評価というのは、成果評価の中に、決算の

中に出てきているものなのか、それが見えない

もので、少しわかれば説明していただけるとあ

りがたいと思っているんですけれども。

○谷口産業集積推進室長 この交付金がつかな

かったことによりまして、今年度６月に補正予
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算で、新規事業「東九州メディカルバレー海外

展開戦略モデル事業」というのを、県単独の予

算で計上して可決していただいております。

予算額につきましては、当初の8,200万円から

比べますと1,600万円ということでかなり額は

減っておりまして、６月の議会の補正予算のと

きにも御説明しましたけれど、この交付金で考

えていました補助対象企業数を５社から２社に

減らすといった形で、コンパクトに縮小しまし

て、その上で事業を本年度実施しているところ

でございます。

影響といたしましては、先ほどお話しました

ように、対象企業が減ったということで、その

辺の効果は若干下がるのではないかと思ってお

りますが、本年度２社に対して支援をすること

にしておりますので、その２社の支援を通じま

して海外戦略展開、医療機器の開発促進は進め

ていきたいと思っております。

○丸山委員 ことしではなくて、27年度決算の

主要報告書に全くそういう説明がないものです

から、交付決定がなかったらなかったというこ

とで、つかなかったというのがはっきりわから

ないと、決算には今のは全然反映できてないと

いいますか、予算についての決算だと思ってい

ますので、今年度ではなくて、27年度の決算に

ついての審査中なものですから、この評価がわ

かりづらいなと。

つかなかったらつかなかったということで、

主要施策報告書にちゃんと明示をしていただき

たかったなと思います。そういうルールになっ

ていないのかわかりませんけれども、ちゃんと

主要施策報告書に書いていただいて、６月補正

のは私もわかっているんですけれども、この主

要施策報告書、何かわかりづらいと思いました

ので。２月の補正予算からの流れがあるんでしょ

うけれども、決算についての流れはわかりづら

いと思いますので、何らかの工夫なりをしてい

ただければありがたいと思います。

○黒木商工政策課長 ２月補正で上げておいて、

そして繰り越して、実際、採択にならないとい

う状況があったということで、その分につきま

しては、決算委員会資料の中で不用額として出

てきているところです。

一方で、委員のおっしゃった主要施策での表

記につきましては、基本的に主要な事業につい

て、その施策の実施状況と施策の内容を書くと

いうことでございまして、実際採択にならず、

その事業が行われなかったものについては記載

していないところでございます。

○丸山委員 記載されていないものですから、

決算の審査をするときに非常にわかりづらいと

思っています。

２月補正で削減されていればそこで議論して

わかるんですけど、２月議会で出していて、こっ

ちの決算の審査時に何も出ていない。やったこ

とに関しては書くんだけど、確かに今の課長の

説明でわかるんだけれども、非常にわかりづら

いなと。

６月議会で議論したかもしれませんけれども、

ことしは５社を２社にしてやっているんですと

いうことなんですけれども、本来は５社の予定

であれば、大分のほうはメディカル構想がかな

り生産額が伸びているのを、宮崎でもしっかり

やろうというのがあるはずなのに、それがうま

くいっていないんじゃないかと。評価としては

そうせざるを得ないと思っているものですから、

決算を見るときの形として、これは取れなかっ

たのは非常に残念だとか、そういうのでもいい

から、一番最初に少しでも説明してほしかった

ということです。
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○清山主査 今の件で何かありますか。

○原委員 関係ないけどいいかな。

主要施策の成果報告書の196ページ、先ほど後

藤委員からこの表について話があったんですが、

製造品出荷額が１年で800億円伸びて、成長企業

も５社、２社ということで非常に成長している

ようです。１年で800億円。この前、県際収支の

話をしましたけれど、県際収支も明らかに目標

を達成しているということなので、こういうこ

とが響いているのかなと。

800億円となるとかなり大きいんです。宮崎の

景気は、かなりいいなということになるんだけ

れど、この５社、２社、そして800億円の内訳を。

焼酎が伸びたのかと勝手に想像するわけだけど、

何がこんなに伸びたのかと。焼酎で伸びても全

部で1,000億円ですから。

○野間産業振興課長 まず、売上額が10億円、

５億円を超えた企業、５社、２社ということで

すけれども、これにつきましては、７社を業種

別でいいますと、機械金属関係が４社、食品加

工関係が２社、あと木材加工が１社という内訳

になっております。

それと、製造品出荷額の800億円のうちの224

億円が食料品でございます。あと153億円が電子

部品でございまして、飲料・たばこについては27

億円の増加という状況になっております。

○原委員 食料品が224億円伸びて、153億円

が何でしたか。

○野間産業振興課長 電子部品でございます。

○原委員 たばこと何が27億円。

○野間産業振興課長 産業中分類でいいますと

飲料・たばこが27億円の増加でございます。

○原委員 これは伸びたわけだから、木材も

ありましたけれど、誘致ということではなくて、

もともと立地していた企業が昨年に増してトー

タルで800億円製造品出荷額が伸びたということ

ですよね。

○野間産業振興課長 先ほど７社につきまして

は、もともと地場の企業でありますけれども、

製造品出荷額が26年から27年にかけて800億円増

加したと、この内訳で立地企業が幾らとか、地

場企業が幾らとかいうことはちょっとわからな

いものですから、トータルで800億円ということ

でございます。

○原委員 減ったところ、ふえたところあっ

て、合算して、誘致も全部含めて800億円という

ことですが、製造品出荷額については誘致の分

も入っているということでカウントしていいん

ですか。

○野間産業振興課長 この27年、１年間での出

荷額という統計になりますので、その地に立地

して操業を始めた企業が、その調査に含まれて

いれば、立地企業の分も含まれているというこ

とです。

○原委員 わかりました。

ということは、この５社と２社はいわゆる成

長株ということですね。既にここに立地してい

る企業が７社あったわけでしょう。

業種をもう一回確認します。機械金属と食料

品と木材だったということですか。

○野間産業振興課長 そうでございます。

○原委員 わかりましたが、800億円伸びたと

いうことはかなり大きいですね。本当ですか。

○野間産業振興課長 その数字は統計調査によ

る数字ですので、800億円増加したというのは間

違いないものと思っております。

その800億円伸びた要因まで考えますと、食料

品につきましては、県の施策でフードビジネス

の推進をしておりますので、その部分が大きかっ

たのではないかと期待も込めて思います。
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それと、電子部品につきましては、これはか

なり世界的な半導体の需要で増減があるもので、

聞くところによると、携帯電話関係のほうが大

きかったと聞いております。

○原委員 あと１件だけ。

県内ＧＤＰが３兆9,000億円ぐらいですか。そ

の中の800億円だから、かなり皆さん方の頑張り

が見えてきたと。これをこのまま信用しないと

いけないんですけども、評価すればかなり高い

評価、努力の成果が出ているなということにな

ります。

また、さらに分析されて、成長株は何なのか

ということをやっていくと、平成30年、あと２

年で100億円ちょっといけば目標達成ですから、

場合によっては目標を上げて頑張っていただく

ように。

私も、ちょっとここは個人的にも細かく突っ

込んで、どこがどうなのか調べてみたいと思っ

ています。

○西村委員 商工政策課の187ページ、「未来を

担うみやざきの起業人」応援ということで、宮

崎商工会議所に設置をされていてというのはわ

かるんですけれども。セミナーを10回で316名と

いう内訳の中で、どうしても宮崎市中心でセミ

ナーをされると、宮崎市から遠隔の人はなかな

か参加しづらいと思うんですが、その内訳とい

うのはわかっていますか。

○黒木商工政策課長 このスタートアップセン

ターにおけるワークショップセミナーを10回開

催しておりますが、県内のどの地域からやって

こられたというところまでは把握しておりませ

ん。

○西村委員 それでいいんでしょうか。その前

のは商工会議所連合会のほうに委託されている

事業もありましたけれども。どうしても宮崎市

のほうが起業しやすいのはあるかもしれません

が。やっぱり各地区、県北、県西も含めて、そ

れぞれの地区が頑張って何とか事業継承も苦し

んでやっている中で、集まりやすいという理由

で宮崎市にセミナー会場を設置するのはやむな

しとは思うんですが、宮崎市ばかりでやってい

ていいのかと。中心の方はいいかもしれません

けれど、しっかりと検証をしていかないと。

ことしは宮崎商工会議所でやった、そのかわ

り、次年度は延岡と都城にわかれてやりますと

か、そういうふうにしていかないと、ますます

宮崎県内の端っこはもっと弱くなっていくと思

います。新しく次世代をつくっていくため、も

しくは次世代の産業をつくっていくためのセミ

ナーの一つですから、これでいきなり大企業が

誕生するわけではないでしょうけれども、せめ

て意欲がある若者というか、経営者になりたい

という人がいらっしゃると思いますので、外部

に委託しているからそこに任せっきりではなく

て、しっかりと予算もかけて、この前のほうの

「未来を拓く！みやざき経営者養成塾」は、既

に若手経営者ということで既に起業されている

方なんでしょうけども、セットにして考えてい

かないといけないと思ったものですから。しっ

かりと内訳がどうなっているのか。316人のうち

の300人が宮崎地区だけだったら、全くこの事業

は効果がないと私は思いますんで、ぜひそのあ

たりもちょっと精査をしていただきたいと思い

ます。

これは、それぞれの市町村でも近いような支

援事業みたいなのをやっていると思うんです。

そういうものと連携していくということも必要

じゃないかと思います。そういうところに講師

派遣とか、県へ協力依頼があったらスムーズに

協力できるような体制も、今回の報告の中では
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なかなか見受けられないので、そのあたりもお

願いをしたいと思います。

○黒木商工政策課長 委員の今おっしゃった件

に関して、今年度もまた事業を進めていきます

けれども、実際にどういった方が来られている

のか、また、開催場所や開催方法等について、

改めて検討してまいりたいと思います。

○横田委員 商工政策課にお尋ねしたいんです

けども、先ほど企業立地課の「田舎で起業」の

説明の中で、油津商店街空き店舗のお話があっ

たんですけど、今、油津商店街、すごく話題に

上ります。その油津商店街の取り組みをどのよ

うに考えておられるのか、お聞かせいただきた

い。

○黒木商工政策課長 油津商店街、私も４月に

まいりまして、実際にあちらにおもむきまして、

市役所の方とあそこのコーディネーターの方、

商店街の会長さんと一緒にいろいろと意見交換

をさせてもらいました。確かに地域を挙げて、

地区を挙げて取り組んでいらっしゃって、空き

店舗対策事業につきましても、従来型の家賃補

助ではない新たな取り組みを導入したり。実際、

商店街の中にある誘致企業さんのところにもお

伺いしまして、商店街の中にそういうＩＴ企業

があるといった姿も拝見しまして、非常に意欲

的な取り組みだと思っております。

また、日南市に限らず県内の市町村に出向い

て行っていろいろお話をしておりますと、本当

にその地域に応じた独自の取り組みを市町村の

方々がなさっているんで、こういった取り組み

を他の市町村にもお教えしたり、広げていくこ

とが大切かとも思っております。

今後、市町村の方々と一堂に会した施策に関

する意見交換会とかをやる予定としておるとこ

ろでございます。

○横田委員 例えば、川南町の軽トラック市と

か、すごくいい取り組みがあちこちにあります。

この油津商店街の取り組みもそうですけど、ほ

かの市町村もみんな商店街は非常に厳しい状況

にあるわけですので、そういったいい例を参考

に、どうやって生かしていくのか、そこが大事

なことだと思いますので、ぜひよろしくお願い

したいと思います。

○丸山委員 特別会計の小規模企業の説明の中

で、さらっと収入未済額が１億円と出てきたん

ですが、これは毎年こんな感じなのか。特別に

こうなったのか。これはこれでいいのかという

のが少しわかりづらかったものですから、もう

少し説明していただくとありがたいかと思って

おります。

○門内経営金融支援室長 この収入未済金につ

きましては、小規模企業者等設備導入資金特別

会計において延滞となっている債権でございま

して、高度化資金、それから中小企業設備近代

化資金等の貸付金の延滞債権ということで、27

年度末が５件で１億741万9,453円となっている

ところでございます。

この延滞債権のうち１件につきましては、貸

付先が倒産してございますけれども、訪問とか、

文書催告等によりまして回収を進めているとこ

ろでございまして、平成27年度70万円、過年度

で収入が入ったところでございます。

残りの４件につきましては、残高が1,257

万5,000円ございますけれども、回収は今のとこ

ろ非常に難しい状態となっているところでござ

います。

○丸山委員 毎年、決算としてはこうなってい

るということでいいんでしょうか。

○門内経営金融支援室長 毎年このような形で

出てまいります。
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○丸山委員 経営が厳しいからなかなか回収が

できていない状況なんですが、それに対する説

明があったかもしれませんけれども、今後どの

ように対応していくと考えてよろしいでしょう

か。

○門内経営金融支援室長 まず、回収を実際に

行っている先が１件ございまして、そこにつき

ましては、訪問なり、文書催告なりを行ってさ

らに回収を進めてまいりたいと考えております。

また、回収が難しい案件、連帯保証人が死亡

していて、それから、その相続人が相続放棄し

たりとか、そういった事例もございまして、そ

ういったものにつきましては、不納欠損処理の

条件が整えば不納欠損処理をしていきたいと考

えております。

○丸山委員 ちなみに不納欠損処理するときの

条件というのはどのようなことと考えればよろ

しいでしょうか。

○門内経営金融支援室長 不納欠損処理につき

ましては、財務規則に規定があるわけでござい

ますけれども、客観的に回収が困難と認められ

る場合に行うということで、例えば、破産法の

規定によりまして債務が免責となった場合とか、

それから、連帯保証人等が死亡して法定相続人

が相続放棄、そういったものがはっきりした場

合でございます。

○丸山委員 この１億円近くのものは、何年ぐ

らいかけると不納欠損になる可能性が高いと認

識すればよろしいでしょうか。

○門内経営金融支援室長 まず、１億円近い債

権、一番大口の債権が9,400万円余の債権でござ

いますけれども、これについては、今、小額で

ございますが償還がなされておりますので、こ

れについては今後とも償還をお願いしたいと考

えております。

残りの1,200万円余でございますけれども、こ

れにつきましては、相手方と交渉をする部分も

ございまして、相続人なり、そういった方々の

債権放棄なりの条件が整ったり、時効が完成を

してその援用をするといった書面が取れた場合

に不納欠損の処理に進んでいくことになると思

います。

○丸山委員 いずれにしましても、できる限り

回収のほうは努力していただきたいと思ってお

りますけれども、企業の経営がよくならないと、

なかなか支払いも厳しいと思います。新しい産

業振興ということを含めて、しっかり経営指導

をやっていくのか。ただ単に回収だけをやって

いるのか。どのようにとればよろしいのかを教

えていただくとありがたいかと思っております。

○門内経営金融支援室長 この債権につきまし

ては、企業としてはもう倒産をしておりまして、

今、事業をやっていないので、基本的には回収

に努めているという状況にございます。

○丸山委員 いずれにしても、かなり厳しい状

況なのかと思っておりますけれども、逆にこう

いう形にならないように、いろんな団体を含め

て適切な支援をしていただくように、また、資

金がうまく融通できることによって倒産をしな

いようなことも含めて、しっかりと指導をやっ

ていただくことをお願いしておきたいと思いま

す。

○徳重委員 商工政策課にお尋ねします。

成果に関する報告書の188ページでございます

が、本県の景気については持ち直しの動きが続

いていると示されておるわけでありますが、結

果として、貸付状況を考えますときに、25年

は1,804件の件数があったのが、現在は27年

の1,196件、これを考えると五、六百件減ってい

ますし、新規融資額も約128億円ということで、
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景気が持ち直しておるといいながらも激減とい

う状況。このことについて、今後はどうなって

いくのかとちょっと心配なんですが、そこら辺

の考え方はいかがでしょうか。

件数はこれから若干でも持ち直すような形に

なるのか。あるいは融資ができないと判断され

て申し込みがあっても融資されないのか。経営

的にうまくいっていないからというのか。考え

方をちょっと教えていただきたい。

○門内経営金融支援室長 ここにお示ししてお

りますのは、中小企業融資制度の貸付状況でご

ざいまして、これにつきましては、今、委員おっ

しゃいましたとおり、新規融資額が平成23年度

の181億円から平成27年度は128億円と大幅に減

少してきているところでございます。

一方で景気の状況につきましては、非常に落

ち着いているのではないかと思っておりまして、

この融資制度の減少の要因でございますけれど

も、１つは景気が落ち着いておりまして、金融

機関が非常にリスクがとりやすい、プロパーで

融資しやすい状況にあるということがあろうか

と思います。

それから、また金融庁のほうも担保や保証人

によらない事業性評価の融資というものを非常

に言ってきておりまして、そういった流れが１

つございます。

さらに、日銀の金融緩和による金利低下等や、

加えて、銀行間の競争もございまして、県の融

資制度につきましては、金利のほかに保証料が

必要になるものですから、どうしてもプロパー

の融資と比べると割高になるということもござ

いまして、県の融資制度の新規貸し付けについ

ては減少の傾向にあるということでございます。

ただ、県内の貸付金の状況を見ますと、日銀

の発表では対前年比でふえている状況でござい

まして、資金については、きちんと県内の中小

企業者に回っているのではないかと考えており

ます。

○徳重委員 結局、いろんな形で融資はされて

いると。中小企業の金融制度はそれなりのリス

クもあって、今まで一番安定した融資制度だと

理解をしておったんですが、今おっしゃるよう

に金利が下がっていて、プロパーの資金もある

等々で、それ以上のものが出てきていると。だ

から少なくなっているという理解でいいんです

ね。

○門内経営金融支援室長 今、委員がおっしゃ

られたとおりでございまして、県の融資制度に

つきましては、不況時のセーフティネットといっ

た性格が非常に強うございまして、また、そう

いった意味で現在のところ、そういう新規融資

の落ち込みがあるということでございます。

○清山主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって商工政策

課、産業振興課、企業立地課の審査を終了いた

します。

暫時休憩をいたします。

午後２時54分休憩

午後２時58分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

これより雇用労働政策課、観光推進課、オー

ルみやざき営業課の審査を行います。

委員の質疑は全てが終了した後にお願いいた

します。

○天辰雇用労働政策課長 雇用労働政策課の決

算について御説明いたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。
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雇用労働政策課は上から３段目の欄でありま

す。

当課の平成27年度一般会計の決算額は、予算

額22億860万6,000円、支出済額19億6,416万3,011

円、翌年度への繰越額１億3,094万4,000円、不

用額１億1,349万8,989円、執行率は88.9％、翌

年度繰越額を含む執行率は94.9％であります。

次に、11ページをお開きください。

（目）の不用額が100万円以上のもの、執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

上から３段目の（目）労政総務費であります。

不用額は7,452万7,621円となっております。

主な理由でありますが、緊急雇用創出事業臨

時特例基金を活用し実施しました地域人づくり

事業におきまして、新規雇用者の中途退職等に

伴い委託料に不用額が生じたこと、また、お試

し就業支援・ＵＩＪターン助成事業において、

助成実績が見込みを下回ったことにより、補助

金に不用額が生じたことなどによるものであり

ます。

なお、執行率は84％でありますが、翌年度繰

越額を含めますと93.6％であります。

次に、下から３行目の（目）労働教育費であ

ります。

不用額は219万6,407円となっております。

主な理由でありますが、国の経済対策に伴う

地方創生加速化交付金の交付決定によりまして、

委託料に不用額が生じたことなどによるもので

あります。

また、執行率は16.1％でありますが、翌年度

繰越額を含めますと91.2％であります。

次に、下の12ページをごらんください。

下から７行目の（目）職業訓練総務費であり

ます。

不用額は1,853万4,406円となっております。

主な理由でありますが、国からの受託事業で

あります宮崎成長産業人材育成事業において、

委託料の確定等に伴い不用額が生じたことによ

るものなどであります。

次に13ページをお開きください。

中ほどの（目）職業訓練校費であります。

不用額は1,814万8,005円となっております。

主な理由でありますが、離職者等の再就職を

促進するための委託訓練におきまして、委託先

へ支払う、就職率に応じた報奨金が見込みを下

回ったことなどによりまして、報償費に不用額

が生じたこと、また、訓練の受講者数が見込み

を下回ったことによりまして、委託料に不用額

が生じたことなどによるものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

主要施策の成果に関する報告書の雇用労働政

策課のインデックスのところ、201ページをお開

きください。

まず、産業づくりの４の（１）産業を支える

人財の育成・確保であります。

主な事業について御説明いたします。

１段目の認定職業訓練助成事業費補助金であ

りますが、これは中小企業の事業主等がその従

業員に対する職業訓練を行う認定職業訓練校の

運営費の一部を補助し、従業員のスキルアップ

を支援したところであります。

次の技能向上対策でありますが、小中学生等

への技能体験教室や高校生等への熟練技能士に

よる技能講座などを行いまして、将来を担う若

者などのものづくりへの関心の醸成等に努めた

ところであります。

また、技能まつりを開催しまして、産業を支

える技能や技能士に対する県民の意識の高揚に

努めたところであります。
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左側の202ページをごらんください。

県立産業技術専門校でありますが、西都の本

校では、高等学校卒業者以上の方を対象に、電

気設備科など４学科で１、２年生合わせて127人

に対しまして職業訓練を行ったところでありま

す。

また、分校の高鍋校では、中学校卒業者以上

の方を対象に、建築科など３学科19人に対し、

１年間の職業訓練を行ったところであります。

委託訓練につきましては、パソコン事務等61

の訓練コースを設け、離職者や母子家庭の母な

どを対象としまして、合計1,048名の方に職業訓

練を実施し、早期の就職促進に努めたところで

あります。

次に204ページをごらんください。

（２）就業支援と職場環境整備であります。

２段目の就活アシスト！わかもの人財育成で

ありますが、ヤングＪＯＢサポートみやざきに

つきましては、業務を民間に委託し、若年求職

者に対しまして就職相談や職業紹介などを行う

とともに、就職活動に必要なマナーや基礎知識

を学ぶセミナーの開催などを通じ、就職支援を

行ったところであります。

その下の段の改善事業「宮崎で働こう！県内

就職支援」でありますが、ふるさと宮崎人材バ

ンクの運営やふるさと就職説明会の開催等によ

り、県内企業と求職者のマッチングに取り組ん

だところであり、また、大学３年生等を対象と

しましたインターンシップや企業見学会を実施

しまして、県内企業への理解を深める機会の創

出を図ったところであります。

205ページをごらんください。

１段目の緊急雇用創出事業臨時特例基金であ

りますが、地域における雇用・就業機会の創出

や在職者に対する賃金等の処遇の改善を図るた

め、市町村への補助を行い、70人の新規雇用や

６事業所における処遇の改善につなげたところ

であります。

その下の地域人づくりでありますが、地域の

実情に応じた雇用の拡大と在職者に対する処遇

の改善を支援しまして、124人の新規雇用や142

事業所の処遇改善につなげるなど、安定的な雇

用の創出等に努めたところであります。

最後に一番下の段の労働福祉でありますが、

九州労働金庫に貸付金の預託を行いまして、中

小企業労働者等を対象とした低利の教育資金な

どの融資を実施することによりまして、労働福

祉の向上に努めたところであります。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

次に、監査における指摘事項等についてであ

ります。

決算特別委員会資料のほうにお戻りください。

最後のページ、22ページをごらんいただきた

いと思います。

（１）契約事務の指摘事項についてでありま

すが、産業技術専門校におきまして、消防設備

保守点検等業務委託について、長期継続契約の

当年度執行に係る事務処理が大幅に遅れていた

という指摘であります。

これにつきましては、担当内におきまして、

業務全般で書類をチェックするだけでなく、節

目ごとに声かけを行うことで連携と情報共有の

強化を図るとともに、年間契約の委託業務につ

きましては、共有ファイルを利用しまして、予

算執行伺から契約、支払いまでの進捗状況を担

当リーダーほか、ほかの職員もチェックできる

体制をつくるなど、事務手続きの遅延防止を図っ

たところであります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし
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ては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上であります。

○福嶋観光推進課長 観光推進課の平成27年度

歳出決算について御説明をいたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きいた

だきたいと思います。

当課は一般会計と特別会計がございます。

まず一般会計ですが、上から５番目の観光推

進課の欄をごらんください。

一般会計予算額は17億7,099万8,000円、支出

済額は15億6,818万3,804円、翌年度繰越額は１

億3,545万3,000円、不用額は6,736万1,196円、

執行率は88.5％、翌年度繰越額を含む執行率

は96.2％であります。

次に特別会計ですが、下から３番目の観光推

進課の欄をごらんください。

えびの高原スポーツレクリエーション施設特

別会計と県営国民宿舎特別会計との合計になり

ますが、予算額は３億2,578万8,000円、支出済

額は３億2,569万2,763円、不用額は９万5,237円、

執行率は99.9％であります。

次に、資料の16ページをお開きください。

（目）の執行残が100万円以上のもの、執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

上から３段目の（目）観光費でありますが、

不用額が6,736万1,196円となっております。

まず、表の中ほどにあります委託料ですが、

これは、外国人観光客受入環境整備事業に係る

Ｗｉ―Ｆｉ環境整備委託などの入札執行残であ

ります。

３つ下の備品購入費は、主にスポーツランド

みやざきグレードアップ事業のキャンプ等の受

入環境整備に係る機器購入費が見込みより下

回った事によるものであります。

その下の負担金・補助及び交付金は、地方創

生加速化交付金の交付決定によるもののほか、

ふるさと旅行券誘客促進事業等の補助金の額の

確定に伴う執行残であります。

なお、執行率は88.5％でありますが、翌年度

繰越額を含めますと96.2％であります。

歳出決算の説明は以上でございます。

次に、特別会計の歳入決算について御説明を

いたします。

別冊になりますけれども、平成27年度宮崎県

歳入歳出決算書でございます。この中ほどの特

別会計の５ページをお開きください。

えびの高原スポーツレクリエーション施設特

別会計でございます。

中ほどの歳入合計の欄をごらんください。

調定額86万1,378円、収入済額86万1,378円で

収入未済額はございません。

次に８ページをお開きください。

県営国民宿舎特別会計でございます。

中ほどの歳入合計の欄をごらんください。

調定額３億2,493万395円、収入済額３億2,493

万395円で収入未済額はございません。

特別会計の歳入決算につきましては以上でご

ざいます。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

別冊の平成27年度主要施策の成果に関する報

告書の観光推進課のインデックスのところ、210

ページをお開きください。

産業づくりの３、活発な観光・交流による活

力のある社会の（１）観光の振興についてであ

ります。

まず、表の一番上、新規事業「観光みやざき

創生」であります。

これは官民一体となった観光戦略プロジェク

トチームを立ち上げ、食やアクティビティをテ
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ーマに滞在日数や観光消費額等を延ばすための

新しい取り組みの企画立案を行ったほか、クル

ーズ船などの経済効果調査を実施したものであ

ります。

次のＭＩＣＥ誘致総合対策では、これまでの

ノウハウを生かし、50件のＭＩＣＥ開催支援を

行うとともに、キーパーソンの招聘のほか、Ｍ

ＩＣＥ推進協議会を設置し、これまで以上に官

民連携した誘致体制を整備したものであります。

次のページをごらんください。

表の一番上、新規事業「ふるさと旅行券誘客

促進」であります。

これは県内の宿泊施設で利用できる旅行券の

発行やネット予約での割引等を実施し、本県へ

の旅行需要・消費喚起を図ったものであります。

２つ下の新規事業「外国人観光客受入環境整

備」であります。

これは市町村等とも共同利用できる「ＭＩＹ

ＡＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ」の構築や

アクセスポイントを設置したほか、外国人個人

旅行者向けの多言語パンフレットの作成やバス

停の英語表記、観光情報サイト旬ナビの外国語

ページを充実することにより、外国人観光客受

け入れのための体制整備を行ったものでありま

す。

次に、一番下の新規事業「クルーズ・ＬＣＣ

元年推進」は、油津港改修により、16万トン級

までのクルーズ船の受入環境が整備されたこと

や、関西国際空港からＬＣＣが就航したことか

ら、クルーズ船誘致やＬＣＣとタイアップした

プロモーションを実施し、訪日外国人や関西か

らの誘客促進に取り組んだものであります。

212ページをお開きください。

一番上の新規事業「東京五輪等海外代表チー

ム事前キャンプ誘致活動」は、2019年のラグビ

ーワールドカップやスポーツランドみやざきの

プロモーションビデオを制作し、2020年の東京

オリンピック・パラリンピックの開催を見据え

て、ドイツやイタリアの競技団体に対し誘致セ

ールスを実施したものであります。

次に、２つ下の新規事業「スポーツランドみ

やざきグレードアップ」であります。

これはスポーツキャンプ、合宿の誘致セール

スや企業・大学・エージェント等の訪問、さら

にはキーパーソン招聘事業などを実施したもの

であります。

その結果、平成27年度のスポーツキャンプ・

合宿の受け入れ状況につきましては、データを

取り始めた平成５年度以降、受入団体数、参加

人員、延べ参加人員いずれも過去最高の実績と

なりました。

次の新規事業「東京オリンピック・パラリン

ピック等おもてなし推進」では、2019年ラグビ

ーワールドカップや2020年東京オリンピック・

パラリンピックの開催を契機に参加国のキャン

プ地を本県に誘致するため、ＰＲパンフレット

やホームページを作成したほか、オリンピック

・パラリンピックの開会式セレモニーにおける

天岩戸開き神話の採用等に向け、提案・要望書

を作成し、関係者への働きかけや首都圏でのＰ

Ｒを行ったものであります。

次のページをごらんください。

表の一番上の宮崎の魅力再発見！県民総「語

り部」化推進であります。

これは県民に神話やゆかりの地をより深く

知ってもらうため、リレー講座や神話のふるさ

と講演会、小・中・高校における出前授業、記

紀みらい塾を実施したものであります。

次の、「神話のふるさとみやざき」ブランド定

着支援では、地域において県民自らが神話・伝
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説、伝統文化、史跡等を活用して企画実施する

取り組みに対し支援を行ったほか、神話のふる

さとみやざきのブランド確立を図るため、首都

圏や関西の大学と連携した講座や神話ゆかりの

県と連携したシンポジウム、ＰＲイベント等を

開催したものであります。

次に217ページをお開きください。

（２）県境を越えた交流・連携の推進につい

てであります。

まず、南九州広域観光ルート連絡協議会負担

金は、南九州への教育旅行の誘致セールスを行っ

たほか、香港マスコミ招聘事業を実施するなど、

国内外におきまして、南九州３県連携した誘客

活動を行ったところであります。

次の東九州自動車道を活用した観光誘客促進

は、大分県と共同で設立した東九州広域観光推

進協議会を通じて、北部九州や四国地方等を主

なターゲットに観光ＰＲを行ったほか、ＮＥＸ

ＣＯ西日本と連携して高速道路の割引キャンペ

ーンを実施したものであります。

このキャンペーンにつきましては、利用者実

績が１万651件となり、ＮＥＸＣＯ西日本でこれ

まで実施した同様のキャンペーンの中で最高の

実績となっております。

主要施策の成果に関する報告書につきまして

は以上であります。

次に、監査における指摘事項等についてであ

ります。

平成27年度宮崎県歳入歳出決算審査及び基金

運用状況審査意見書の42ページをお開きくださ

い。

（８）県営国民宿舎特別会計についてであり

ます。

下段の意見・留意事項等をごらんください。

「県営国民宿舎は、指定管理者制度を導入し

運営を行っている。えびの高原荘は、硫黄山の

噴火警報に伴う交通規制等により宿泊客数等が

減少したことから、損失を計上した。

また、高千穂荘は、宿泊客数が増加したもの

の宴会・披露宴等が減少したことから、収益は

横ばいとなっており、引き続き損失を計上して

いる。

このため、利用者の確保や適正な管理運営等

について、引き続き指定管理者と十分連携を図

りながら、効率的かつ安定的な施設の管理・運

営を行うことが望まれる」との意見をいただい

ております。

平成27年度は、えびの高原荘におきましては、

リピーター対策や閑散期対策などの各種の対策

を行ったものの硫黄山の影響が大きく、宿泊者

数が減少し損失を計上しました。

高千穂荘におきましては、東九州自動車道の

開通が進み、宿泊者数は増加しましたが、宴会

・披露宴等が減少したため損失を計上したとこ

ろであります。

県としましては、引き続き指定管理者と連携

を図り、誘客の強化や経費の削減等を行い、経

営の健全化を図るとともに、適宜指定管理者を

指導し、効率的かつ安定的な施設の管理運営に

努めてまいりたいと考えております。

観光推進課の説明は以上であります。

○酒匂オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の平成27年度の決算につきまして御説

明をいたします。

決算特別委員会資料にお戻りください。２ペ

ージをお開きください。

オールみやざき営業課は、上から６番目の欄

であります。

予算額は10億8,023万5,000円、支出済額は８

億3,443万6,349円、翌年度への繰越額は5,500万
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円、不用額は１億9,079万8,651円、執行率は77.2

％、翌年度繰越額を含む執行率は82.3％であり

ます。

次に、（目）の執行残が100万円以上のもの、

執行率が90％未満のものについて御説明をいた

します。

資料の19ページをお開きください。

まず、上から３段目の（目）計画調査費であ

ります。

不用額が146万2,413円となっておりますが、

これは旅費等の事務費や委託料などの執行残で

あります。

次に、同じ下から２段目の（目）商業振興費

であります。

執行率が85.3％でありますが、これは旅費等

の事務費に執行残が生じたことによるものなど

であります。

次に20ページをごらんください。

上から６段目の（目）貿易振興費であります。

不用額が657万3,009円でありますが、これは、

世界に広げよう！グローバル展開支援事業の実

績確定に伴う補助金等の執行残などであります。

なお、執行率が76.2％でありますが、翌年度

繰越額を含めますと95.3％であります。

次に７段下の（目）物産振興費であります。

不用額が１億8,132万6,409円で執行率が62.0

％となっております。これは、ふるさと名物商

品ＰＲ事業の国交付金の交付確定などに伴い、

委託料等に執行残が生じたものなどであります。

次に資料の21ページをお開きください。

上から３段目の（目）観光費であります。

不用額が100万2,674円でありますが、これは

旅費等の事務費や負担金の執行残などでありま

す。

次に、主要施策の成果に関する報告書につい

て御説明をいたします。

報告書のオールみやざき営業課のインデック

スのところ、218ページをお開きください。

人づくり１の（１）国際化への対応について

であります。施策推進のための主な事業及び実

績をごらんください。

まず、外国青年招致であります。

これはアメリカ、韓国、シンガポールから各

１名の国際交流員を当課に招致しまして、県民

との各種交流活動や通訳・翻訳等の業務を実施

したところであります。

次に、国際理解・国際交流促進では、国際交

流員等が県内の学校を訪問して国際理解講座等

を実施し、児童生徒の国際理解の促進を図った

ところであります。

次に219ページをごらんください。

一番上の多文化共生地域づくり推進でありま

す。

これは地域住民と外国人住民とがともに地域

の一員として協力しあう多文化共生社会づくり

を進めるため、公益財団法人宮崎県国際交流協

会に委託し、普及啓発事業として広報誌等によ

る情報提供のほか、在住外国人支援事業として

日本語講座や外国人住民法律・生活相談を実施

したところであります。

次に、東アジアとの交流促進でございます。

芸術・文化・スポーツ等の分野で活躍してい

る、本県と台湾の民間団体に、相互交流に向け

た話し合いや視察等を行っていただき、草の根

レベルの交流促進を図ったところであります。

次に、海外技術研修員・留学生受入交流では、

ブラジル、ベトナムから各１名の海外技術研修

員とブラジルから１名の留学生を宮崎大学等へ

受け入れ、修学・研修の機会を提供するととも

に、交流事業や地域行事への参加を通じて、県
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民との交流や国際理解の増進を図ったところで

あります。

続きまして221ページをお開きください。

産業づくりの２の（２）商業・サービス業の

振興についてであります。

まず、表の一番下、東アジアネットワーク拡

充であります。

これは海外交流駐在員を上海及び香港に、ま

た、台湾に貿易アドバイザーを配置しまして、

貿易・投資等に関する情報収集や本県企業の海

外活動の支援、観光・コンベンションの誘致促

進などに努めたところであります。

続きまして、222ページをお開きください。

一番上の改善事業「オールみやざき県産品輸

出拡大総合支援」であります。

これは、平成27年10月に開設されたジェトロ

宮崎貿易情報センターの運営負担を行うととも

に、ジェトロ等と連携しながら、香港・台湾な

どにおける海外見本市への出展などを行い、県

内企業の海外市場への県産品の輸出促進を図っ

たところであります。

次に、１つ飛びまして、新規事業「世界に広

げよう！グローバル展開支援」であります。

海外展開に当たっては、国際ビジネスに対応

できる人材が必要となることから、セミナー等

の開催や海外バイヤーを招聘した商談会を開催

するなど、企業のグローバル人材の育成などを

図ったところであります。

次に、223ページをごらんください。

一番上の、オールみやざきによる県産品定番

化・定着化促進であります。

これは県物産貿易振興センターに委託しまし

て、首都圏等で行われるスーパーマーケット・

トレードショーなど大規模商談会への参加や物

産展の開催、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥやみや

ざき物産館等のアンテナショップを活用した展

示・販売等を通じて、県産品の販路拡大と定番

・定着化を図ったところであります。

次に、新規事業「「ふるさと宮崎応援寄附金」

振興」であります。

これは、より多くふるさと納税による寄附を

本県にしていただけるよう、魅力的な県産品の

返礼品を用意し、そのＰＲを積極的に行ったと

ころであります。

続きまして225ページをお開きください。

３の（１）観光の振興についてであります。

まず、表の２番目「オールみやざき」発信で

あります。

これは本県の農畜産物や特産品、観光などの

魅力を効果的にアピールするため、首都圏、関

西、福岡の各都市圏におきまして、本県の魅力

を集中的にＰＲする「みやざきひなたｗｅｅｅ

ｅｋ！！」など民間企業等と連携し、プロモー

ション活動を実施したところであります。

また、本県のシンボルキャラクター、みやざ

き犬を活用したＰＲ活動や、さらに本県の食と

旅の魅力等を中心に紹介した情報誌「Ｊａｊａ」

を作成し、本県の魅力や旬の情報を全国に向け

発信したところであります。

最後に、新規事業「みやざきプロモーション

推進」であります。

これは本県の知名度・好感度の向上による地

域活性化を図るため、新たに作成したキャッチ

フレーズ「日本のひなた宮崎県」のもと、ポス

ターやＰＲ動画等の各種宣伝ツールを活用する

など、県内外に向けた効果的なプロモーション

展開に取り組んだところであります。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書及び監査報
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告書に関しましては、特に報告すべき事項はあ

りません。

オールみやざき営業課の説明は以上でありま

す。

○清山主査 説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑はありませんか。

○後藤委員 説明資料の206ページ。雇用労働政

策課の説明会、マッチング等により就職した人

数929名。その前の205ページの緊急雇用創出事

業臨時特例基金、地域人づくり、ここで新規雇

用者数が70名と124名。これが内数でないという

のをまず確認をさせていただきたい。

○天辰雇用労働政策課長 206ページの分につき

ましては、県を中心としたマッチング支援によ

りまして就職した数で、205ページは国の緊急雇

用の基金を使いました数字で、別の数字になっ

ております。

○後藤委員 地域人づくりの県単の部分も入っ

ていないということでよろしいですか。

○天辰雇用労働政策課長 この中には入ってお

りません。

○後藤委員 では、この説明会、マッチング等

にかかった事業経費というのが出てくるんです

か。

というのは、ある県で１人当たりの雇用人数

にかかった経費を出していまして、これが非常

に事業評価をする意味で大事じゃないかと思い

ましてお聞きした次第なんですが。

○天辰雇用労働政策課長 このマッチングの内

容なんですけれども、多岐にわたっておりまし

て、県外で行っておりますふるさと就職説明会、

県内での就職説明会、労働局と共催でやってお

りますいろいろな就職フェアによる決定件数、

さらには、ヤングＪＯＢサポート、ふるさと人

材バンク、そういったものによるマッチングの

数をトータルしておりますので、今の段階で全

体の数字が幾らになって、１人当たり幾らとい

うのはちょっと出していない状況です。

○後藤委員 決算を経て予算に生かすというこ

とで、これではっきり地方と都市部での１人当

たりの雇用の経費額が全然違う、特に東北か何

かが高くなってくるんですけれども、そういっ

た着眼点というのは大事かと思いまして。国の

事業、県の事業、あるいは市町村の事業をミッ

クスしながら、１人当たりの雇用にかかった経

費を出していくと、１つの費用というのが出て

くるんじゃないかと思ってお聞きしました。

次に観光推進課なんですけど、大分、そして

鹿児島と取り組んでいただきまして、特に東九

州自動車道の開通で非常に効果が高いんですが。

今、「ふっこう割」等々でお世話になっています

九州観光推進機構の負担金はどこの費用で出て

くるんですか。

○福嶋観光推進課長 費目でいいますと負担金

になりますけれども、主要施策の成果には、申

しわけございません、掲載しておりませんけれ

ども、上げるとしたら、主要施策の成果の217ペ

ージの県境を越えた交流連携に上がってくるべ

きものでございます。

○後藤委員 その負担金額を教えてください。

○福嶋観光推進課長 およそ3,500万円弱でござ

います。

○後藤委員 これは九州各県、例えば、福岡県

さんは多いと聞いているんですが、福岡県の場

合はどのくらいの額を。

○福嶋観光推進課長 平成27年度になりますけ

れども、福岡県が7,347万4,000円となっており

ます。ほかの県は全て3,500万円前後になってお

ります。

○後藤委員 実は観光推進課もそうなんですけ
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れど、オールみやざき営業課も、結構イベント

というか、福岡県に行っていまして。この3,500

万円の事業効果。海外から見るとどうも九州は

１つという捉え方をされていて、これは非常に

効果を発揮しているんであれば、この額的なも

の……。福岡は倍でありがたいんですが、機構

の内容を今まで数字で見ていないものですから、

当然、九州のＰＲイベント等に使われていると

思うんですが、どういう効果が。

○福嶋観光推進課長 ７県合同で取り組んでお

ります関係で、宮崎県にどれだけの効果を及ぼ

していただいているのかというのは見えづらい

ところはあるんですけれども、宮崎単県ではで

きないところを九州全体ということで、例えば、

ふっこう割にしてもそうなんですけれども、Ｐ

Ｒできているということ。それと、外国人など

遠くから来れば来るほど、宮崎というピンポイ

ントではなくて九州に行きたいと広く周遊され

ますので、そういう意味では、九州観光推進機

構の中で取り組んでおります広域観光ルートづ

くりですとか、外国からのファムツアーですと

か、キャリア・エージェントとタイアップした

商品造成、こういったものはなかなか単県では

取り組みにくいところの効果を出していただい

ているんじゃないかと認識をしております。

○原委員 主要施策の成果に関する報告書

の205ページ。働きやすい職場環境づくり整備と

いうのが県単であるんですけれど、中小企業労

働相談309件。先ほど労働委員会の説明を受けた

わけですが、これと必ず100％リンクはしていな

いんでしょうけれど、この労働相談はどういう

もので、労働委員会が受けている労働相談とい

うのは三百何件あるんですけれど、これとの相

関、あるいは連携はどうなっているのかを教え

てください。

○天辰雇用労働政策課長 これは当課及び県内

の商工センター３カ所におきまして、労働相談

所という形で相談を受付けております。その数

字をここに計上しておるような状況ですけれど

も。

○原委員 労働相談というのは労働問題です

か。就職の話なんですかね。

○天辰雇用労働政策課長 一般的には中小企業

の従業員、使用者、それぞれからの労働の相談

という形になります。

○原委員 例えば、労働条件がどうとか、給

料はどうすべきかとか、そういうお話ですか。

○天辰雇用労働政策課長 そういった賃金の問

題、もしくは雇用している方の状況、退職なり、

そういった問題についての相談が多うございま

す。

○原委員 経営者側からの相談ととっていい

んですか。

○天辰雇用労働政策課長 経営者側からの相談

もございます。

○原委員 その上に処遇改善事業所数という

のがあります。処遇改善、これはどういう意味

合いのものなんでしょうか。

○天辰雇用労働政策課長 地域人づくり事業の

話ということであれば、これは緊急雇用対策基

金で取り組んだ事業でありまして、県内の事業

所で新たに雇用する取り組みと、もう一つは、

実際に雇用している方の賃金なり、もしくは非

正規を正規にするといった処遇改善に取り組ん

だ事業所の数でございます。

○原委員 いわゆる働く人たちの処遇、賃金

をあげるとかの処遇改善を図るためのものだっ

たということですね。

続けて聞きます。

ずっと下の労働福祉、退職金共済制度普及促
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進事業というのがあります。これは退職金共済

制度というのは、国関与の、小さな中小企業が

加入して何年過ぎると社員の皆さんに退職金を

やるという制度のお話ですか。

○天辰雇用労働政策課長 従業員９人以下の小

規模事業所の事業主に対する掛け金の助成とい

う形になります。

○原委員 ９人以下の小規模企業のですか。

○天辰雇用労働政策課長 そういうことでござ

います。

○原委員 91事業所、249人というのは、その

ことによって91の事業所がそういう制度に加入

されて、改めてお勤めの249人の方々が退職金制

度の恩恵を受けるようになったと理解していい

んですか。

○天辰雇用労働政策課長 はい。これに加入し

た場合の掛け金につきまして、一部助成をする

ということになります。

○原委員 なぜこの話をするかというと、こ

の前の委員会のところでもお話しましたけれど、

若者がなぜ地元に定着しないかということにつ

ながることだろうと思うんです。

さきほど横田委員から賃金の話がありました

けれど、例えば、なぜ中国に日本の企業が出て

いったかというと、それはやっぱり一番経費の

かかる人件費が安いからなんです。中央からこ

ちらに来るのも、昔の誘致企業というのは、企

業がこっちに進出してくるのはいわゆる賃金が

安くて人件費が安いから、こちらに来てかなり

ペイするので、労働単価の安いところに行くと

いうのが、企業が進出する場合の一番の条件だっ

た。

しかし、先ほどの説明によると、人手不足が

一番にあって、必ずしも賃金が安いからではな

いと聞いたわけですが。

だから、若者の地元の定着率54％、２年連続

最下位というのは、労働条件というのが少しず

つよくなっていかないと、なかなか若者は─

先ほどの給料のお話、それと退職金のお話、い

ろんな福利厚生等々、あるいはお休みのことと

かもあるでしょう。

だから、時間はかかるけれども、そういうこ

とを少しずつ底上げを図っていかないと。この

前のアンケートもありましたけど、若者が地元

に就職したくないというのは、やっぱりそうい

うのが根底にあって親も地元で働きなさいと言

いきれないところがあって、最下位を続けてい

くんだろうと思うんです。そういう意味でも労

働政策課の政策というのは、息の長い仕事とし

て、これは中央との格差是正ということでもあ

ると思うんですけど。先ほど企業立地課長の話

で、必ずしも賃金が安いからくるという話では

ないということだから、そういうことを考えれ

ば、中央との格差を狭めていっても、誘致企業

も賃金が高くなったから来なくなるということ

でもない状況も生まれつつあるのかと思うので、

それで、その労働条件に関することを聞いたと

ころでした。

だから、経営者にしてみれば、小さな経営体

の中で切磋琢磨して、競争しながら生きていか

ないとという大変さはわかるんです。わかるん

だけれども、長いスパンの中で、労働政策を進

めてほしいなと。それが結果的に若者定着があっ

て地方創生につながるんだということなので。

あちらを立てれば、こちらが立たず非常に難し

い状況であるけれども、以上のようなことを聞

いたところでありました。課長にはこの実績を

踏まえて、今年度、来年度、さらに頑張ってほ

しいということを申し添えておきます。

意見の陳述になりましたけど、そんな質問の
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背景にはそんなことを考えていたということで

す。

○丸山委員 主要施策の203ページのところで、

認定職業訓練の生徒数がずっと減ってきている

んですけれども、これは普通と短期とわかれて

いるんですが、どのような形で減少しているの

かをもう少し詳しく教えていただけるとありが

たいと思っているんですけれども。

○天辰雇用労働政策課長 内容的には、ごらん

のとおり減少しているわけなんですけれども、

原因といたしましては、やはり技能職の仕事に

つく方が減少していることと、実際にそういっ

た従業員がいても、そういう訓練に出すことが

なかなか厳しくなっている状況があると。余裕

がないと。そういったことでこういった現象が

起こっているようであります。

○丸山委員 小規模だからなかなか出せないと

いうことだけなのか。人材育成をしっかりして、

人手がほしいという話は我々はよく聞くんです

けれども、実際、人がいないということのあら

われなのか。もしくはどうとればよろしいんで

しょうか。

○天辰雇用労働政策課長 まさしく人手不足と

いったことも背景にあるかと思います。また、

そういった技能職につく人そのものも減少して

いるのではないかと考えております。

○丸山委員 その中で、県立産業技術専門校の

定員率というのはどれくらいと認識すればよろ

しいでしょうか。

○久松県立産業技術専門校長 高校生以上を対

象とする西都で４つの科がございますが、各定

員が20名、２年で教育しておりますので160名の

定員といったところでございます。

なお、高鍋校については１年間の課程ですけ

れども、建築が20、塗装が20、それと販売実務

が10という定員でございます。

○丸山委員 定員160名の127名ということにな

ると90％ぐらいなんですかね。それが、毎年毎

年、生徒数が充足していないのかをお伺いでき

ればと思っているんですが。

○久松県立産業技術専門校長 当校は15年度に

開校しておりまして、15年からしばらくは定員

をほぼ満たしておりましたけれど、年々定員の

充足率が下がっております。

ことし入学でいきますと62名ということで、

今までの経緯からいいますと、順次下がってき

て、ことしが一番最低の充足率という状況になっ

ております。

背景としまして、当然、新規学卒者が多く、

約８割が新規学卒で、高校を卒業して入ってく

る現状がございまして、背景として少子化によっ

て人が少なくなっているという現状の中で、そ

れが一番大きな要因かと。

それと、我々の反省点については、少しＰＲ

が不足しているかなと。県民にちょっと周知が

不足している部分もあるのかなと思っておりま

す。

○丸山委員 産業技術専門校が人材を提供する

コアになっていると思っていますので、しっか

りＰＲをしながら、高校と連携しながら、また、

人材確保に取り組んでいただきたいと思ってお

ります。よろしくお願いしたいと思います。

○久松県立産業技術専門校長 我々もそれが一

番大きな課題だと思っております。

各定員が20名ずつありますので、それを充足

していくだけのスタッフ、それから施設の整備

も行ったわけでございますので、できるだけ定

員を満たして、県の産業界に送れるように、そ

れが一番最大の課題と思っておりますので、引

き続き努力していきたいと思っております。
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○丸山委員 今度は観光推進課にお伺いしたい

のですが、委員会資料の中の16ページに備品購

入費の中で600万円の不用額となっていて、キャ

ンプ用品の不用が出たからという説明だったん

ですが。主要施策のほうで見てみるとキャンプ

に来られている人数はふえているものですから、

本来は備品なんかを購入できるものであれば

しっかり購入していただきたいと。

特別委員会でいろいろ施設を回ると、非常に

老朽化していて、備品も足りないとか、大丈夫

なのかという思いがあるものですから。なぜ600

万円も不用になってしまったのかをもう少し詳

しく説明していただきたいと思います。

○福嶋観光推進課長 これはキャンプに来る方

の受入環境整備ということで、昨年度、高気圧

酸素カプセル、疲労回復に役に立つという─

ベッカムカプセルといわれたものですけれども

─これを７台導入したときの経費が1,900万円

の予算に対して1,300万円で購入できたと、ほぼ

７割の価格で購入できたということで、不用残

が600万円ほど出たということでございます。

○丸山委員 安く購入できて、せっかく600万円

残ったんであれば、もっと環境整備をしたほう

がいいと、ほかの団体からそういう要望があれ

ば、それにも使えたんじゃないかと思うんです

が、ほかにはなかったと認識してもよろしいん

でしょうか。

○福嶋観光推進課長 これは市町村に補助金と

して出すようなものではなくて、県のスポーツ

キャンプのための環境整備という、県が直営の

事業の中で実施したものですから、なかなかほ

かの目的には使えなかったということでござい

ます。

○丸山委員 よくわかるんですけど、予算があ

るのであれば、キャンプに来ていただいている

ところに何かないですかとか、ほかのものを購

入していただいたほうがよかったのかなという

気もするものですから。酸素の機械を安く買え

たからよかっただけではなくて、もう少しほか

にもないでしょうかというのも、あってもよかっ

たのかなということでお伺いさせていただきま

した。

○福嶋観光推進課長 この事業の財源が地方創

生交付金ということがありまして、国に申請し

た用途以外への転用ができなかったということ

でございます。

○丸山委員 地方創生交付金は、交付金といい

つつ非常に使いにくいというのが改めてわかり

ましたので、この辺も少し、今後議論させてい

ただこうかと思います。

○横田委員 観光推進課の報告書の214ページの

表ですけど、平成27年の実績と比べて30年の目

標が下回っているところが何カ所かあるんで

す。27年の決算審査だから30年の話をしてもしょ

うがないのかもしれませんけれど、数字が出て

いるから、下がっている理由をちょっと教えて

いただきたいんですが。

○福嶋観光推進課長 この主要施策の成果に掲

げている数値は、県のアクションプランに基づ

いて設定されたものでございます。アクション

プランの設定が平成26年の一番左端の数値の時

点で30年の目標値を掲げたということになって

おります。

結果的に27年度に頑張りまして、目標を達成

してしまったとなっているんですけれども、ア

クションプランの進捗状況を見るための数値に

なるものですから、ここの設定変更ができない

ということでございます。

○横田委員 もう既に目標を達成してしまった

ということで、モチベーションが下がらないよ
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うに、ぜひ維持して、さらにこの目標値を大幅

に上回るように頑張っていただきたいと思いま

す。

○原委員 ちょっと関連して。

なぜ決算を審査するかというのは過去を踏ま

えて将来に生かすわけですから、今のは非常に

良い指摘だと思っていまして。既に上回ってい

るところについては、注釈をつければ、そうい

う過去につくったプランによる目標だからとい

うことなんでしょうけれど。であるならば、こ

れは内部において総合政策課などとしっかり話

をして、このカーブに合わせて修正して、さら

に高みを目指して目標を設定していくと、そこ

にこの決算の意味があると思うんで、今、大事

な指摘を横田委員がしたと思うんですけど、そ

こは、ぜひ課長、前向きな御意見を。

○福嶋観光推進課長 目標をクリアしたからと

いってモチベーションを下げることのないよう

に取り組みたいというのはもちろんですし、ア

クションプランはこのようになっておりますけ

れども、そのあとに昨年度末につくりましたグ

ローバル戦略などでは、同じ項目があってもア

クションプランよりも、より高い目標値を掲げ

て、そこを目指すことにしております。

また、油断をすると、例えば円高の影響とか、

そういったことでまた下回ることもありますの

で、そこはもう常に全力で頑張っていきたい。

より高みを目指してということは思っており

ますので、よろしくお願いいたします。

○原委員 関連して。

今の214ページの表で、観光入込客数が1,590

万人で1,579億円、単価が１人１万円。１人当た

りの単価というのは、大体こんなものですか。

○福嶋観光推進課長 観光消費額が県内と県外

で違ったり、日帰りと宿泊で違ったりしており

まして、単純に１人当たり幾らということはな

かなか言えないところがございます。

また、外国人ですと高くなる傾向もあります

し、それぞれで単価は出している状況でござい

ます。

○原委員 宮崎が他県と比べて単価は安いの

か、低いのかと。ちょっとそこを聞きたかった

んです。

○福嶋観光推進課長 他県と比べますと、おお

むね低い方だと認識をしております。

１つは日帰り客が多いこと。それと、やはり

おみやげものとか、食事とか、そういったとこ

ろでもっと工夫が必要なんじゃないかと感じて

おります。

滞在時間を長くする。特に泊まってもらうと

いうことが一番消費額を引き上げることになり

ますので、いかに泊まっていただくか。夜メニュ

ーとか、朝メニュー、夜の催し物とか、朝にウ

ミガメが見れるとか、何かそういったもので工

夫をするとか、より魅力を高めるための方策を

考えなければいけないと日々取り組んでいると

ころです。

○清山主査 委員の皆様にお諮りいたしますが、

日程は午後４時までとなっておりますけれども、

このままもう少し継続してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○徳重委員 県立産業技術専門学校についてで

すが、施設内訓練ということで４科127名、ある

いは短期間で十数名ほか、たくさんあるわけで

ありますが、お金がかかるわけで、この人たち

は、ほとんど県内就職をされていると理解して

よろしいんですか。

○久松県立産業技術専門校長 27年度の実績で

申し上げますと72％が県内、二十数％が県外と

いうところで、27年度はそういう状況でありま
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す。１期から15期を通しましても大体７割が県

内に残っております。

○徳重委員 こういう訓練を受ける方には、そ

れなりに支援金が出ているんじゃないんですか。

どうなっているんですか。

○久松県立産業技術専門校長 基本、高校を卒

業してすぐの方です。約２割は既卒の方で、一

部は働いて一旦やめて、雇用保険を適用される

方はいらっしゃいます。

ただ、一般の既卒の方については、そういう

国の制度はございません。運営に関して、国庫

補助金等で機器整備とか、運営費、人件費等の

支援はございます。

○徳重委員 もう一つお尋ねしますが、203ペー

ジの成果の中の委託訓練生の就職率が84.7％と

いうのは、どのように理解したらいいんですか。

○天辰雇用労働政策課長 委託訓練の場合には、

仕事をされていない方が訓練を受けられていま

すので、その方の就職率ということで出してお

りますけれども。

○徳重委員 あとの15.3％というのはどういう

形になっていると理解してよろしいですか。

○天辰雇用労働政策課長 委託訓練終了後に就

職ができた方ですので、残りの方は、まだこの

段階で就職されていないと理解していただいて

いいと思います。

○徳重委員 せっかくお金をかけて訓練をされ

るわけです。その後の動きというのは掌握され

ていないんですか。もうそのままですか。

○天辰雇用労働政策課長 終了後、３カ月はフォ

ロー、後追いをしておりますけれども、その後

は確認はしていないような状況でございます。

○徳重委員 毎年こうして訓練をされるわけで

しょうから、訓練だけしてしまってそのままと

いうことになると、もったいない話だなと思う

んです。やっぱり、少なくとも半年、１年ぐら

いのフォローアップはすべきじゃないかと思い

ますが、そういう考え方はないもんですか。

○天辰雇用労働政策課長 現時点では３カ月と

いうことでやっております。それが適正なのか

どうか、今の御意見を参考にさせていただきな

がら、ちょっと考えてみたいと思っております。

○横田委員 雇用労働政策課にお尋ねしますけ

れど、先ほど認定職業訓練生の数がだんだん減っ

ているというところで人手不足の話もありまし

たけれど、人手不足があればなおのこと、従業

員一人一人のスキルアップをすることがその会

社の収益アップにつながると思うんです。

ですから、202ページに企業や労働者のニーズ

に応じた訓練のあり方と書いてありますけれど、

できるだけ多くの企業がこの職業訓練に参加し

ていただけるように頑張れたらと思いますので、

よろしくお願いします。

もし何かあれば。

○天辰雇用労働政策課長 委員のおっしゃると

おり、非常に重要なことだと思いますので、ど

ういう形でこれを進めていけばいいのか、十分

検討してまいりたいと思っております。

○原委員 222ページのジェトロの運営という

のは、県から半年分ですよね。県が幾ら出して

いるのかということだけ教えてください。

○酒匂オールみやざき営業課長 ジェトロ貿易

情報センターにつきましては、これまで福岡に

事務所がありましたときに、宮崎県を管轄して

いただいたこともございまして、その分の負担

金を払っております。

それと、解消されました後につきましては、

宮崎事務所の負担金ということで、昨年は両方

の分の負担金を支払っているところでございま

す。
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決算で申し上げますと、ジェトロ福岡貿易情

報センターの４月から９月分の負担金が50万円

と宮崎事務所の分につきましては10月から３月

分の半年間ということで733万円、合計の783万

円を県としては負担したところでございます。

○原委員 半年分ですか。福岡に４月から９

月。

○酒匂オールみやざき営業課長 ジェトロ福岡

の分が半年間の50万円、残りがジェトロ宮崎の

分が半年間で733万円ということでございます。

○原委員 ありがとうございました。

それから187ページ、創業支援事業による新

規14となっております。これはベンチャー企業

と新規創業者となっていますけれど、おおむね

どういう企業が新規、あるいはベンチャー企業

として創業になったのか。

○清山主査 審査グループが違いますが、せっ

かくなので答弁をお願いします。

○黒木商工政策課長 187ページに実績値14と上

がっております。これは創業、あるいは既に事

業をやっていらっしゃる方で新商品、新サービ

スで新たに新事業を立ち上げたいと、そういっ

た方であります。

ですから、新しいアイデアを持って新商品や

新サービスを展開されるというのが多くて、新

商品の小売関係とか、あるいはサービス業、そ

ういったのが多うございます。

具体的な例を挙げますと、従来よりも軽い力

で自転車がこげる、そういった製品を開発して

これを売っていきたいという方とか、サーフィ

ンにフィンという部分があるんですけれども、

これを簡単に取り外しできるということで、サ

ーフィン愛好家の方で人気をよんでおりまして、

そういうのを考えた方とか、そういった方々を

含めた14件ほどがここに挙がっております。

○西村委員 観光推進課の212ページ。プロスポ

ーツキャンプのスポーツターフの維持管理、こ

れは事業が出たときから非常に注目をしておっ

たんですけれども、これを見ると、管理アドバ

イザーの派遣が10回、実地研修の実地が10回と

いうのは10カ所なんでしょうか。同じところに

複数回行っているのかを聞きたいです。

○福嶋観光推進課長 維持管理実地研修につき

ましては、県総合運動公園の芝生について実施

をしているということ。それと、アドバイザー

の派遣については、10回となっておりますけれ

ども、県総合運動公園のほか、宮崎市、都城市、

日南市、小林市、日向市、門川町に派遣を行っ

て、そこの芝生について養生を行っているとい

うことでございます。

○清山主査 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって雇用労働

政策課、観光推進課、オールみやざき営業課の

審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後４時６分休憩

午後４時７分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

前半、後半の説明と質疑が終了いたしました

ので総括質疑に移ります。

商工観光労働部の決算全般について何か質疑

はございませんか。

○原委員 総括ですから、前のほうに返りま

す。

194ページなんですけれど、東京ビルのオフィ

スとしての県内企業への貸付なんですけれど、

４年先にオリンピックが始まります。全国の政

審会長会があったときに─私は政審会長じゃ
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ないんですけれど、代理で行ったときに、全国

皆集まっているわけですが、東京都議会の政審

会長さんが、その他の項の中で手をお挙げになっ

て、「いろんな仕事が東京に既にあって、これか

らますますふえてくる。やりきらん」と我々に

呼びかけだったんで、パンフレットがありまし

たけれど、地方の皆さん、東京のほうに目を向

けて仕事をされる方々を募りますみたいなお話

だったんです。

だから、このオフィス、ある意味、今ねらい

目というか、これは決算ですから来年の話ばか

りしてもいけないんですけれども。決算ですか

ら、今は９企業ということですけれど、傾向的

に東京オフィスを借りてやろうとしていらっ

しゃる宮崎県の企業の皆さん方のマインド、気

持ち、方向というのはどうなのかと。決算です

からそこの質問をしたかったんですけれど。

○野間産業振興課長 ３月現在時点での入居が

９企業ということなんですが、東京フロンティ

アオフィスは、個室とブースを含めますと13室

ございます。

空きがあるたびに募集をして、そのたびに応

募がございまして─今回ちょっと空いてます

けれども─だんだん埋まるということですの

で、東京に進出したいという企業のマインドと

いうか、そういう気持ちのある企業は潜在的に

あると思います。東京オリンピックを契機に積

極的に東京の市場に進出されるように、もちろ

んオフィスのＰＲ、それと企業の新しい展開を

されるような働きかけをしていきたいと考えて

おります。

○原委員 ですから、東九州自動車道ができ

て、北九州からの自動車関連の仕事をより取り

込んで、下請けをふやそうということなんです

けれど。ある意味、ここ数年間は東京がそうい

う北九州と並ぶ、あるいはそれ以上の宮崎県の

企業が受注できる─仕事によってはリスクも

あるでしょうけれど─そういうチャンスの時

期ではあるということなので、東京オフィスの

賃貸の事業は何年かになりますが、その経験を

生かして。意外と来年、再来年、急激に増える

可能性もあるので、過去の経験を生かして、何

かのプラン、心構えをしておいたほうがいいの

ではないかと。

決算ですから、また別のところで語りますけ

れども、過去のこの経験を生かして何とか将来

につなげられないのかと思ったもんですから。

そういう需要があるのは間違いない。感想があ

れば。

○野間産業振興課長 今、委員御指摘のように、

潜在的な需要はあると思いますので、そういう

県の貸しオフィスがあるというＰＲもして、積

極的に進出していただけるように働きかけ等を

行ってまいりたいと考えております。

○横田委員 記紀編さん事業が始まる前に、神

話では人は呼べないという議員さんがおられた

んですけれど、この214ページの表を見ますと、

神話ゆかりの主要な神社等の観光客数は555万人

で、もう既に30年の目標値を達成しているとい

うことですよね。

一番上の観光入込客数の３分の１は神社等に

訪れていただいているということですので、神

話でも十分人は呼べるんだと思うんですけれど、

そういう考えで大丈夫ですか。自信を持ちたい

もんですから。

○米良記紀編さん記念事業推進室長 517万人か

ら555万人ということで、事業を取り組んでから

着実に数字が伸びてきているとは思っておりま

す。記紀事業だけの成果ということではもちろ

んございませんけれども、いろんな事業の成果
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が徐々に出てきているんだろうと思っていると

ころでございます。

○横田委員 さらに頑張っていきましょう。よ

ろしくお願いします。

○丸山委員 商工観光労働部は、商工政策、ま

た、雇用対策、観光も含めて、いろいろ幅広く

やっていらっしゃるんですけれども、毎年度聞

いているんですが、各部に政策調整費があると

思うんです。平成27年度にはどういったものに

使って研究されていて、どういう成果が出てき

たのか。

それが、種をまくというか、開拓というか、

今後どうやっていこうとか、27年度はグローバ

ル戦略をつくったりとか、いろいろなことをやっ

ていらっしゃるんですけれども、いろんなこと

を27年度やっていただいたんじゃないかと思っ

ています。その辺を少し教えていただきたいと

思っております。

○黒木商工政策課長 政策調整費は、昨年度に

おいても300万円の予算措置がございまして、そ

れを活用しまして３件ほど調査事業等を行って

おります。

１つは、昨年度、当部において産業振興戦略

を策定しましたので、この関係で県内外の経済

動向等の調査などを行ったところです。

これとあわせて、もう１件は、県内の製造業

に関する売り上げとか、あるいは取引の状況、

そういったものを調査しまして、この２つの調

査につきましては、昨年度の産業振興戦略を策

定する基礎資料につながったと考えています。

３つ目の調査としまして、首都圏の情報発信

拠点のリニューアル調査事業を、首都圏の情報

発信拠点についての調査、検討ということで行

いまして、これは今年度検討しております情報

発信拠点の整備についての基礎資料として、現

在も活用しているところです。

○丸山委員 今言われたことも、調査したこと

を生かしていただいて。また、国においてはリ

ーサスというビッグデータも含めてありますの

で、それをうまく活用していただいて。宮崎県

はどうしても県際収支がマイナスなんです。だ

から、できるだけ県際収支を含めて改善するこ

とは、産業の広まりができるとか、雇用の場を

創出できるとかにつながっていくと思っており

ますので、ぜひ検討をしていただいて、結果を

いいように出していただきたくとありがたいと

思います。

○原委員 観光推進課長に。難しい話じゃな

いんです。

クルーズ船が来るじゃないですか。お金を日

本円にかえないといけませんよね、為替。これ

は今、クルーズで来られる方たちはどこで換金

をされているんですか。お金を日本円にかえて、

日本で買い物をされるじゃないですか。

ファーストポートであれば当然ここになきゃ

いかんが、セカンドであれば福岡でかえてくる

とか。

○福嶋観光推進課長 船から降りたところに仮

設の換金所を設けて、そこで換金をしていると

いうことでございます。

○原委員 臨時に金融機関が設けていらっ

しゃるということでしょうか。

済みません。突飛もない質問みたいにみえる

んだけど、ちょっと私しゃべります。

博多が恐らくことし300、400ぐらい、３箇所

泊まりますから来るというお話で、向こうの担

当と話をしたときにおもしろいなと。担当もお

もしろくお話になったのが、今は機械があるん

だそうです。例えば、元を入れて、自動で円が

ぽんと出てくる。外国の人はこれを結構おもし
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ろがって、使うんだそうです。

それが日南にあるのかという気持ちがあって

聞いたんでしたけど、今のお話でいくと、金融

機関が来て臨時でお設けになるのかと思うんで

すけれど。

先ほど1,500万人で1,500億円ですから、単価

は宮崎県で１人１万円ぐらいの観光消費額かと。

せっかく来られるわけだから、先ほどの県際収

支じゃないけど、できるだけ外貨を稼ぐという

意味では、いっぱいお金を使っていただいたほ

うがいいと。

福岡の担当がおっしゃったのは、そういう機

械が何個かあって、おもしろがって、あの人た

ちお金をおろして、帰っていくんですと。かえ

たものは、我々も外国に行ったときそうですけ

ど、そのまま使い切って帰るわけで。できるだ

け使っていただけるように、小さな話かもしれ

ませんけれど、そんな話をさっき思い出してい

たので、今、どこで換金されるのかと聞いたと

ころでした。

言いたいことは、そういう機械があるんであ

れば、あそこにつくと意外と面白いかなと。

以上です。感想があれば。

○福嶋観光推進課長 今は臨時で設置をしてい

るということですけれども、福岡のターミナル

みたいな立派なところであれば、そういう機械

の設置というのも可能だとは思うんですが、な

かなか露店の状況では難しいのではないかと考

えます。

ただ、今、現金よりはむしろカードのほうが

多いと考えておりまして、銀聯にしても、ＪＣ

Ｂにしても、そういったカードに対応できる体

制というのは、県内も今後整えていく必要があ

るのではないかと感じました。

○清山主査 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって商工観光

労働部を終了いたします。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時20分休憩

午後４時21分再開

○清山主査 分科会を再開いたしますが、皆様

にお伺いします。

本日の審査内容を踏まえて何か御意見があれ

ばお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、29日の分科会は午前10

時に再開し、県土整備部の審査を行うこととい

たします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、本日の分科会を終了し

ます。

午後４時21分散会
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午前10時０分再開

出席委員（８人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員  原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 西 村 賢

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県土整備部

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

県土整備部次長
川 畠 達 朗

（ 総 括 ）

県土整備部次長
大 谷 睦 彦

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
森 山 福 一

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 前 内 永 敏

部参事兼管理課長 佐 野 詔 藏

用 地 対 策 課 長 河 野 和 正

技 術 企 画 課 長 木 下 啓 二

工 事 検 査 課 長 甲 斐 重 隆

道 路 建 設 課 長 蓑 方 公

道 路 保 全 課 長 上 田 秀 一

河 川 課 長 阿 佐 真 一

ダ ム 対 策 監 矢 野 康 二

砂 防 課 長 永 井 義 治

港 湾 課 長 矢 野 透

空 港 ・ ポ ー ト
小 倉 佳 彦

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 巢 山 藤 明

建 築 住 宅 課 長 上別府 智

営 繕 課 長 山 下 幸 秀

施設保全対策監 宮 里 雄 一

高速道対策局次長 奥 泰 裕

事務局職員出席者

議事課主任主事 森 本 征 明

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

○清山主査 分科会を再開いたします。

県土整備部の審査を行います。

まず、部長より、平成27年度決算の概要につ

いて説明をお願いいたします。

○東県土整備部長 おはようございます。県土

整備部でございます。

御審議いただきます前に、台風16号につきま

して、若干御報告させていただきます。

座って説明させていただきます。

先週の台風16号につきましては、御存じのよ

うに、県内各地で記録的な雨量を観測しまして、

浸水被害など大きな災害が発生したところであ

ります。

河川におきましても、延岡市の北川や門川町

の五十鈴川など、県内の15の河川において、一

時氾濫危険水位を超過したところでありました。

また、道路におきましても、国道10号や269号を

初め多くの国県道が冠水や倒木などにより一部

通行どめとなりましたが、現時点では４路線５

箇所の通行どめとなっております。

道路や河川などの被害状況につきましては、

現時点で把握しているところでは、被害箇所は

県市町村を合わせまして約380箇所、被害総額は

平成28年９月29日(木)
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約47億円となっております。県民生活に多大な

影響を及ぼしましたことから、早期の復旧に努

めてまいりますとともに、引き続き防災・減災

対策を行っていきたいと考えております。

それでは、当分科会で御審議いただきます平

成27年度決算の認定について、その概要を御説

明いたします。

提出しております決算特別委員会資料の１ペ

ージをお開きください。

まず、主要施策の成果について、宮崎県総合

計画の分野別施策体系表により御説明いたしま

す。

表は左から、分野、将来像、施策の柱となっ

ております。

まず、１つ目の分野、くらしづくりについて

であります。

右の将来像の一番上の、自然と共生した環境

に優しい社会では、建設工事のリサイクルを支

援することで低炭素・循環型社会への転換を図

りますとともに、県民との協働による河川・海

岸の環境保全活動の推進や公共下水道整備促進

のための財政支援を行うなど、良好な自然環境

・生活環境の保全に取り組んだところでありま

す。

将来像２段目の安心して生活できる社会では、

沿道修景美化推進対策や都市公園等の整備によ

る、良好な景観と調和した地域づくりを進め、

快適で人に優しい生活空間づくりに取り組みま

すとともに、街路整備や土地区画整理などによ

り、まちづくりと一体となった道路の整備を進

め、地域交通の確保にも努めたところでありま

す。

さらに将来像３段目の安全な暮らしが確保さ

れる社会では、宮崎県業務継続計画に基づき、

非常時における行政機能を維持するため、県庁

舎の改修・整備を行い、多様化する危機事象に

的確に対応できる体制づくりに努めるとともに、

緊急輸送道路の防災対策や河川の改修、急傾斜

地の崩壊対策など、風水害等の自然災害を未然

に防止・軽減するための対策を実施しまして、

安全で安心な県土づくりに取り組んだところで

ございます。

また、通学路など、歩道の整備や区画線・ガ

ードレールの設置など交通安全対策の推進にも

努めたところであります。

次に、分野の２つ目、産業づくりについてで

あります。

右の将来像、経済・交流を支える基盤が整っ

た社会では、県政の最重要課題であります高規

格幹線道路の整備促進や地域高規格道路及びス

マートインターチェンジの整備、また重要港湾

の整備など、交通・物流ネットワークの整備・

充実に取り組んだところであります。

次に、平成27年度決算の状況について御説明

いたします。

お手元の別紙資料、１枚紙のものでございま

すが、平成27年度県土整備部決算概要をごらん

ください。

まず、一般会計についてでございます。

予算額804億1,206万9,243円、これに対します

執行状況は、支出済額が624億9,597万3,376円、

翌年度への繰越額が177億1,179万2,571円、不用

額が２億430万3,296円となっております。執行

率は77.7％で、翌年度への繰越額を含めます

と99.7％となります。

なお、繰り越しの主な理由といたしましては、

関係機関との調整や用地交渉に日時を要したこ

と、さらには国の補正の関係などにより工期が

不足したことによるものであります。

次に、特別会計であります。
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まず、宮崎県公共用地取得事業特別会計であ

りますが、予算額２億7,837万1,246円、これに

対する執行状況は、支出済額が２億4,580万2,889

円、翌年度への繰越額が3,232万7,866円、不用

額が24万491円であります。執行率は88.3％で、

翌年度への繰越額を含めますと99.9％となりま

す。

なお、繰り越しの理由は、用地交渉等に日時

を要したことによるものであります。

次に、宮崎県港湾整備事業特別会計について

でありますが、予算額13億6,287万円、これに対

する執行状況は、支出済額が12億7,412万2,530

円、翌年度への繰越額が1,230万円、不用額

が7,644万7,470円であります。執行率は93.5％

で、翌年度への繰越額を含めますと94.4％とな

ります。

なお、繰り越しの理由は、関係機関との調整

に日時を要したことによるものであります。

次に、監査における指摘事項についてであり

ます。

指摘状況を一覧にしたものを裏の面にまとめ

ておりますのでごらんください。

平成27年度県土整備部に係る監査では、指摘

事項が２件、注意事項が８件、合計10件の指摘

を受けております。このうち、指摘事項２件に

つきましては、改善状況とあわせて、後ほど関

係課長から御説明いたします。

以上、平成27年度決算状況等について説明い

たしましたが、決算の詳細につきましては、そ

れぞれ担当課から説明させますので、御審議の

ほどよろしくお願いいたします。

以上であります。

○清山主査 部長の概要説明が終了しました。

これより、まず、管理課、用地対策課、技術

企画課、道路建設課、道路保全課、高速道対策

局の審査を行います。

委員の質疑は、全てが終了した後にお願いし

ます。

○佐野管理課長 管理課であります。

それではまず、県土整備部予算に係る共通資

料について御説明いたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

平成27年度歳出決算事項別明細総括表であり

ます。

この表は、ただいま部長が説明いたしました、

予算額、支出済額、翌年度繰越額等を各課別に

整理したものであります。

次の３ページから４ページをお開きください。

この表は、２ページの表を款・項・目の科目

別に集計したものでありまして、説明について

は省略をさせていただきたいと思います。

それでは、次に、管理課の決算について御説

明いたします。

同じ委員会資料の７ページと８ページになり

ます。

まず、８ページの一番下の段、管理課計をご

らんください。

平成27年度の決算額は、予算額19億2,831

万4,000円、支出済額18億4,705万1,407円、不用

額8,126万2,593円で、執行率は95.8％となりま

す。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、また

は執行率が90％未満のものについて御説明いた

します。

７ページのほうをごらんください。

３段目、土木総務費であります。

不用額が7,522万7,722円、執行率は95.6％と

なっております。

不用額の主なものとしましては、職員の給料、
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職員手当等の人件費であります。これは、県費

で支出を予定していました人件費を、補助公共

事務費に振りかえたことによるものであります。

次に、８ページをごらんください。

４段目、建設業指導監督費であります。

不用額が603万4,871円、執行率は97.3％となっ

ております。

不用額の主なものとしましては委託料や補助

金でありますが、委託料につきましては、建設

業情報システムの改修費などに執行残が生じた

ものであります。また、補助金につきましては、

新分野に進出を図ろうとする建設業者に交付し

ております、建設産業経営力強化支援事業補助

金におきまして、申請のありました事業に１件

の辞退があったことなどに伴い、執行残が生じ

たものであります。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

主要施策の成果に関する報告書の管理課のイ

ンデックス、289ページをお開きください。

施策の目標は、（２）の安全で安心な県土づく

りであります。施策の推進のための主な事業及

び実績の表の建設業指導であります。

右側の主な実績内容等の欄をごらんください。

建設業法に基づき建設業許可や経営事項審査

を実施しましたほか、県内各地で研修会を開催

し、1,775人の参加があったところであります。

また、経営相談窓口を設置しまして、延べ22件

の相談に応じましたほか、新分野進出に取り組

む建設業者に対して４件の補助を行いますとと

もに、建設事業協同組合等への融資原資の貸し

付けを実施するなど、経営基盤の強化に取り組

む業者への支援を行ったところであります。

下のほうの施策の成果等でありますが、安全

で安心な県土づくりに重要な役割を果たしてお

ります建設業者に対しまして、先ほど申し上げ

ましたような、主な実績内容等で御説明した支

援を行うことによりまして、法令遵守の周知・

啓発や経営基盤強化の環境整備、また将来の建

設業を担う若年者に対し、建設業の役割や重要

性について理解や関心の促進が図られたものと

考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございませんでした。

管理課につきましては以上であります。よろ

しくお願いいたします。

○河野用地対策課長 用地対策課でございます。

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の９ページから11ページが当課で

ありますが、当課の予算は一般会計と特別会計

がございますので、まず一般会計から御説明い

たします。

９ページの一番下の段、一般会計、計の欄を

ごらんください。

平成27年度の決算額は、予算額２億1,698

万2,000円、支出済額２億1,652万5,504円、不用

額45万6,496円となっておりまして、執行率

は99.8％となります。

目の執行残が100万円以上及び執行率が90％未

満のものはありません。

次に、10ページをごらんください。

公共用地取得事業特別会計についてでありま

すが、決算額につきましては、先ほど部長が説

明いたしましたので省略させていただきます。

目の執行残が100万円以上のものはありません

が、執行率が88.3％となっております。これは、

繰り越しによるものでございます。

用地対策課の一般会計、特別会計を合わせま

した決算につきましては、10ページの一番下の
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段の用地対策課計の欄をごらんください。

予算額４億9,535万3,246円、支出済額４

億6,232万8,393円、翌年度繰越額3,232万7,866

円、不用額69万6,987円となっておりまして、執

行率は93.3％で、翌年度への繰越額を含めます

と99.9％となります。

次に、特別会計の歳入についてであります。

11ページをお開きください。

歳入合計の欄をごらんください。

予算現額２億7,837万1,246円、収入済額２

億7,837万1,963円となっておりまして、収入未

済額はありません。

次に、主要施策の成果についてであります。

報告書の用地対策課のインデックス、290ペー

ジをお開きください。

公共事業用地取得の推進であります。

これは、公共事業を円滑に推進するために、

特別会計において公共事業用地の先行取得を行

うものであります。平成27年度は、都市計画道

路の「木花通線及び中央西通線防災・安全交付

金事業」につきまして用地取得を行ったところ

であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

用地対策課は以上であります。

○木下技術企画課長 技術企画課でございます。

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の12ページをお開きください。

一番下、技術企画課計の欄をごらんください。

当課の平成27年度決算額は、予算額３億3,365

万円、支出済額３億3,221万1,624円、不用額143

万8,376円で、執行率99.6％となります。

次に、目の執行残が100万円以上、または執行

率が90％未満のものについて御説明いたします。

当課の（目）は土木総務費のみでありますが、

不用額の主なものといたしまして、下から４行

目の委託料で、公共工事の予定価格算出に必要

な資材単価調査を委託する経費の確定に伴う執

行残でございます。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の技術企画課のインデックス、292ペー

ジをお開きください。

３の（２）安全で安心な県土づくりでありま

す。

表の地域総合メンテナンスでありますが、こ

れは道路巡視業務や異常気象時などにおける緊

急時道路巡回・応急対策業務などの４つの業務

の包括契約を昨年度より試行的に導入したもの

であります。

施策の成果等をごらんください。

これまで個別に道路や河川ごとに契約をして

いたものを包括し、建設共同企業体などの共同

受注を可能とする契約方式を試行導入すること

によりまして、連携・サポート体制が充実する

など、異常発見時の対応の迅速化が図られ、効

率的・効果的な防災や減災対策につながるとと

もに、新たな雇用の創出につながり、地域の社

会インフラの維持管理や災害対応を行う建設業

者の担い手の育成・確保が図られるものと考え

ております。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

技術企画課は以上であります。

○蓑方道路建設課長 道路建設課でございます。

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の13ページから15ページでありま

すが、15ページの一番下、道路建設課の計の欄
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をごらんください。

平成27年度の決算額は、予算額が239億8,244

万1,000円、支出済額が167億349万1,535円、翌

年度への繰越額が72億7,894万8,000円、不用額

が1,465円で、執行率が69.6％、翌年度への繰越

額を含めますと99.9％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上及び執行率

が90％未満のものにつきまして御説明いたしま

す。

14ページをお開きください。

表の一番上、（目）道路新設改良費であります

が、執行率が65.4％となっております。これは、

翌年度への繰り越しによるものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書のインデックス、道路建設課のとこ

ろ、293ページをごらんください。

（１）の交通・物流ネットワークの整備・充

実についてであります。

まず、公共道路新設改良でありますが、この

事業は国の補助金や交付金により、県内国県道

の改築を行うもので、一般国道では、国道219号

外10路線25工区で整備を行い、2,438メートルを。

地方道では、飯野松山都城線外44路線59工区で

整備を行い、9,118メートルを供用開始したとこ

ろであります。

次に、直轄道路事業負担金でありますが、国

が整備する国道10号外２路線８工区の道路改築

事業に対し負担したところであります。

次に、295ページをお開きください。

施策の成果等であります。

①から⑤に掲げておりますように、地域連携

や都市部の渋滞緩和に資する道路整備、都城志

布志道路や高速道路におけるスマートインター

チェンジの整備を重点的に推進し、主な完成工

区としましては、②にありますように、県道宮

崎高鍋線那珂工区約２キロが、本年３月に開通

したところであります。

また、④にありますように、中山間地域の産

業、生活、医療を支援するため整備を進めてき

た西米良村の国道219号小春工区のうち、内之畑

トンネルにつきましても、本年２月に開通した

ところであります。

今後とも、計画的・効率的な事業の推進に努

めてまいります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

道路建設課は以上でございます。

○上田道路保全課長 道路保全課でございます。

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の16ページから19ページでありま

す。

19ページの一番下、道路保全課の計の欄をご

らんください。

平成27年度決算額は、予算額が175億3,101

万2,000円、支出済額が140億5,298万3,623円、

翌年度への繰越額が34億7,798万5,000円、不用

額が４万3,377円で、執行率が80.2％、翌年度へ

の繰越額を含めますと99.9％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上及び執行率

が90％未満のものにつきまして御説明いたしま

す。

17ページの中ほどの、（目）道路維持費であり

ますが、執行率は79.3％となっております。こ

れは、翌年度への繰り越しによるものでありま

す。

次に、18ページ下段の、（目）橋梁維持費であ

りますが、執行率は69.4％となっております。

これも、翌年度への繰り越しによるものです。
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次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の道路保全課のインデックス、296ペー

ジをお開きください。

（１）の快適で人にやさしい生活・空間づく

りについてであります。

沿道修景美化推進対策でありますが、沿道修

景樹木の維持管理や沿道修景地区の花の植栽を

行ったところであります。

次に、施策の成果等でありますが、宮崎県沿

道修景美化条例で指定された地区を重点に樹木

の管理や花の植栽を行い、道路環境の創出及び

保全に努めたところであり、今後は、樹木の高

木化・老木化などの課題に対応し、効率的な維

持管理の推進に努めていくこととしております。

次に、297ページをごらんください。

（２）の安全で安心な県土づくりについてで

あります。

まず、公共道路維持でありますが、この事業

は、国の交付金等により実施する事業であり、

橋梁補修を初め、災害対策や舗装補修等を行っ

たところであります。

次に、県単道路維持であります。県が管理す

る国道及び県道におきまして、路面・のり面等

の日常的な維持補修を行ったところであります。

次に、298ページをお開きください。

改善事業「「みやざきの道」愛護活動推進」に

ついてであります。地域住民等が行う道路美化

や草刈り活動について、支援団体に対して、活

動用具や活動奨励金の支給を行ったところであ

ります。

次に、299ページをごらんください。

施策の成果等についてであります。

①から③に掲げておりますように、橋梁等の

道路施設の点検及び補修、道路パトロール等に

よる日常的な道路の維持補修により、道路利用

者の安全確保に努めており、緊急輸送道路につ

いては、引き続き防災対策を進めて、その機能

確保に努めていきます。

また、④にありますように、地域住民等が行

う道路美化や草刈り活動については、広く県民

へ活動内容の周知を図るなど、地域の活動支援

に努めていきます。

次に、300ページをお開きください。

（３）の交通安全対策の推進についてであり

ます。

表の上段の公共道路維持でありますが、この

事業は、国の交付金等により実施する事業であ

り、歩道など交通安全施設の整備を行ったとこ

ろであります。

次に、人にやさしい沿道環境整備であります

が、小規模な歩道の整備等を行ったところであ

ります。

301ページをごらんください。

施策の成果等についてであります。

歩道等の整備については、通学路交通安全プ

ログラムを踏まえ、防護柵や歩道の設置等を行っ

てきたところであり、今後もこのプログラムに

基づく対策を実施し、一層の交通環境の充実を

図っていくこととしております。

主要施策の成果につきましては、以上でござ

います。

次に、監査結果報告であります。

委員会資料の５ページをお開きください。

（２）支出事務についてであります。

道路保全課におきまして、九州風景街道活動

支援事業補助金について、実績報告書の未提出

により、交付額の確定通知が行われていなかっ

たとの指摘であります。

これは、期限内に実績報告書の提出がなかっ
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たため、交付額の確定通知ができなかったこと

によるものであります。指摘後、直ちに実績報

告書を提出させまして、交付額の確定通知を行っ

ております。今後は、補助金交付要綱に基づき、

実績報告書の提出状況等を十分に確認し、再発

防止に努めてまいります。

最後に、監査委員の決算審査意見書につきま

しては、特に報告すべき事項はございません。

道路保全課につきましては以上でございます。

○前内高速道対策局長 高速道対策局でござい

ます。当局の決算について御説明いたします。

決算特別委員会資料の45ページ、最後のほう

になろうかと思います。ごらんいただければと

思います。

一番下の段、高速道対策局計の欄ですが、当

局の平成27年度の決算額は、予算額15億6,899

万5,000円、支出済額15億6,898万8,817円、不用

額6,183円、執行率は99.9％となっております。

なお、目の執行残が100万円以上あるいは執行

率が90％未満のものについては該当ありません。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の高速道対策局のインデックス、334ペ

ージをお開きください。

経済・交流を支える基盤が整った社会の（１）

交通・物流ネットワークの整備・充実について

です。

中段の表の施策推進のための主な事業及び実

績をごらんください。

まず、１段目の高速道路網整備促進について

は、高速道路網の早期整備に向けて、各種大会

及びシンポジウムなどの開催や国及び関係機関

などへの要望活動を実施するものですが、27年

度は、各種大会などを32回、要望活動を22回実

施いたしました。

次に、２段目の直轄高速自動車国道事業負担

金については、新直轄方式で整備するごらんの

２区間の整備に係る県の負担金であります。

続いて、下段の表の施策の進捗状況について

であります。

高速道路の整備でありますが、平成27年度末

におきまして70％の整備率となっております。

続いて、施策の成果等についてでありますが、

要約して説明いたします。

335ページの②をごらんください。

まず、１行目後半の東九州自動車道では、未

事業化区間の日南―油津間と夏井―志布志間に

おいて新規事業採択時評価の手続が完了し、事

業中区間の清武南―日南間では、事業用地の取

得が全て完了しました。

また、５行目の九州中央自動車道では、蔵田

―北方間が開通し、高千穂―日之影間では平底

トンネル工事に着手しました。

下から４行目からの今後の課題となりますが、

未事業化区間である東九州自動車道の日南―志

布志間、九州中央自動車道の蘇陽―高千穂間の

新規事業化に向けて、引き続き、隣県や県内市

町村などと連携し、国への要望活動などを展開

していく必要があります。

なお、東九州自動車道の日南―油津間と夏井

―志布志間におきましては、平成28年４月１日

に新規事業化が決定されたところでございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

高速道対策局は以上でございます。

○清山主査 説明が終了しました。委員の皆さ

んから質疑はございませんか。

○徳重委員 管理課にお尋ねしてみたいと思い

ますが、成果の289ページの新分野進出支援事業
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４件ということで、これはどういう業種、どう

いう分野に進出されてるか、教えてください。

○佐野管理課長 27年度は４件でありますが、

内容としましては、例えば、学術研究技術サー

ビス部門ということで、エタノール生産プラン

トの建設及び環境コンサルタント事業、これは

宮大との共同研究で開発された、焼酎廃液と食

物残渣からエタノールを抽出する技術、それの

事業化という中身になっております。

それですとか、農林関係ということで、オリ

ーブの栽培・加工品の販売、それから杉苗の育

成・販売、訪問介護事業の展開という内容になっ

ております。

○徳重委員 この業界においては、毎年こうし

て新分野に進出をされておると思うんですが、

過去の実績から、それぞれ新分野に移られた方

がうまく事業展開ができてるものか、経過は把

握されてるんですか。

○佐野管理課長 委員が御心配されているとお

り、なかなか新分野に進出してもうまくいかな

いという部分はあろうかと思いますが、管理課

のほうでもそういった実態状況を把握しようと

いうことで、毎年、事業を実施されたところに

アンケート調査を実施させていただいておりま

す。

そういった中で、例えば新分野における現在

の売上高等を教えてくださいというのもあるん

ですが、そういった中で、92社、うち100万未満

の売り上げしかないといったところが３割ほど、

それ以上は100万円から、多いところでは5,000

万円以上も売り上げているというようなところ

が10社ほどあるというデータはございます。

売上高のトップでいきますと、これまでも説

明させていただいたことがありますけれども、

例えば、パン製造業、販売、レストラン運営を

されているところとか、住宅用のソーラーシス

テムの販売、または日曜大工向きの加工しやす

い杉の加工販売、そういったところは年間の売

り上げが１億を超えている企業さんもございま

す。

○徳重委員 四、五年前のデータでもいいんで

すが、私の記憶では農業分野への進出がかなり

あったような気がしておりますが、それはその

まま続いておるもんでしょうか。わかってれば

教えてください。

○佐野管理課長 27年度までの事業実績でいき

ますと、支援した件数が累計で163件ございます。

そのうち、委員がおっしゃいます農業分野につ

いては最も多くて62社、38％、その次が製造業

関係ということで32社、20％近くです。それか

ら、飲食サービス業が30社、18％、それから卸

小売業29社、17.8％という状況になっておりま

す。

○徳重委員 その62社が農業関係の新分野に行

かれたということですが、これは、成功してる

というか、ずっと続いておるものかどうか、わ

かってれば教えてください。わかってなければ

いいですけれど。

○佐野管理課長 企業数としましては、実数

は121社ございますが、そのうち11社については、

事業を撤退されたり、廃業されたりしていると

伺っております。

○原委員 新分野進出支援の内容というのは

金銭的なもの、あるいはアドバイス的なもので

すか。

○佐野管理課長 基本的にこれは新分野進出に

対する補助金ということで、必要となる経費の

２分の１を、上限100万円のものと250万円のも

のがありますけれども、そういった金額を助成

している状況でございます。
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また、この補助金とは別に、経営相談という

ような形で、こういった新分野進出に展開する

場合の専門家からのアドバイス、そういったも

のは事業として展開しているところであります。

○原委員 昨年の廃業並びに倒産があったの

かどうか。恐らく３桁じゃないかなと思うんで

すが、どの程度の県内の業者さんが、廃業並び

に倒産したか。

○佐野管理課長 建設業の許可業者の状況とい

うことで御説明をしたいと思いますが、平成27

年度の廃業数は74となっております。また、許

可の失効が139ということでありまして、許可の

関係でいきますと、合わせて213が減少要因とい

うことになります。

また一方では、新規ということで許可を受け

られるのが120ほどございます。

○原委員 確認です。213がトータルとして減

少して、120が新しく許可業者として申請が上

がって、許可を受けたという理解でいいんです

か。

○佐野管理課長 はい、そのとおりでございま

す。

○原委員 100近い業者さんが少なくなってい

るということで、それで新分野進出が４件とい

うことですが、それは、いろんなお申し出があっ

た中で、これは具体性があるということで支援

をしたのが４件なのか。４件全てに対して助成

したのか。あるいは五、六十件あって、そのう

ちの４件をしたのか。その申請はどうだったん

ですか。

○佐野管理課長 新分野進出支援につきまして

は、平成27年度につきましては、申請そのもの

は６件ほどございました。ただ、そのうち２件

が取り下げ等を行われましたので、支援として

は４件となった状況であります。

委員がおっしゃるとおり、最近、新分野進出

に対する申請状況は減少傾向にございまして、

過去は、多いときは四十数件あったりしたこと

もあったわけですが、ここ２年、26年、27年に

つきましては１桁台の申請になっております。

○横田委員 技術企画課にお尋ねしますけれど、

昨年度から包括契約を試行していただいてるわ

けですけれど、その試行していただいた結果を

どのように判断しておられるかをお聞かせくだ

さい。

○木下技術企画課長 この包括契約につきまし

ては、平成27年度から試行ということで始めて

おりまして、昨年度の１年を踏まえまして、成

果としましては、１つはパトロールのときの異

常時の発見に対する初期段階の手当てが迅速化

されたと思っております。

また、資機材の融通などの情報共有で、これ

も迅速化ができたのかなと思っております。

また、共同受注によりまして、バックアップ

体制というのができましたので、これでサポー

ト業者さんがおられますので、不在のときにも

対応できるということで、対応体制が整ったと

思っております。

また、いろんな事務の関係が改善されたとい

うことで、この辺の手続関係の改善もされたと

思っております。そういった効果があったと思っ

ております。

○横田委員 今お聞きしますと、何かメリット

ばっかりのような気がするんですけれど、何か

デメリット面というのはなかったんですか。

○木下技術企画課長 デメリットといたしまし

ては、まず、ＪＶ方式、共同企業体方式をとり

ましたので、いわゆる代表構成員の方が各構成

員の方にいろんな伝達をされるとか、そういっ

た関係の事務的な手続がちょっと煩雑になった
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と。

それから、ＪＶですので、報告書とか契約の

そういった事務がちょっとふえたということが

ございました。

それから、支払いの関係です。各構成員の方

に支払うときに、大体四半期に１回ぐらいまと

めて支払うんですが、その関係の支払いの複雑

さが出たということで、これにつきましては、

昨年度、途中でいろいろ協議をしながら、改善

する方向で話をしておりまして、現在おおむね

改善されていると考えております。

○横田委員 デメリットはどっちかというと事

務的なことが多かったのかなと聞いたんですけ

れど、全体を見るとメリットのほうがちょっと

多いのかなと判断したんですけれど、そういっ

たことを含めて、本格導入の考え方、めどとい

いますか、それはどうなってるんでしょうか。

○木下技術企画課長 昨年度、試行を始めたわ

けなんですが、それまで、初めてということで

業界からもいろんな不安の声がございました。

昨年度、試行した結果、おおむね良好の意見を

いただいておりまして、今年度も引き続き試行

しておりますが、今回の災害も含めていろんな

検証を行いながら、今の試行を実施に移してい

きたいと考えております。

いつの段階で実施するかというのは、今回の

災害等の検証も含めてちょっと検討していきた

いと考えております。できるだけ早急に行いた

いと思っております。

○丸山委員 道路保全課にお伺いしたいんです

が、299ページの施策の進捗状況について、確認

を含めてなんですけれども、アセットマネジメ

ントに基づいての橋梁対策の率が13％で、目標

の30年度には72％ということなんですが、この

ような進捗状況で本当に大丈夫なのかと。かけ

算してもちょっと少ないのかなと思ってるんで。

初年度だったからこんな形なのか、その辺を含

めてお伺いしたいと思っております。

○上田道路保全課長 今、委員の御指摘のとお

り、実は予算の確保が非常に厳しかったという

のがあって、結果的にも、ここにあらわしたよ

うに13％ということで、もう少し全体枠もそう

なんですけれども、アセットというか、補修系

に関する予算の確保をしていきたいと考えてお

りますので、今後また努力すべきだと思ってお

ります。

○丸山委員 これも本当に非常に難しいのは、

宮崎県においては改良が必要なものが多いのと、

アセットでしないといけない補修の枠が非常に

なくて、全国的には補修系のほうがだんだん多

くなってるものですから、非常に難しい問題で

はあろうとは思いますが、改良と維持という両

方立てでしっかりやっていただくようにお願い

したいと思っております。

その中で一つ気になるのが、一番下のほうに

書いてあります、県民による道路環境の保全状

況は少し減少傾向なのかなと思っておりまして。

沿道修景を含めてだと思ってるんですが、でき

るだけ県民とともにきれいにしていこうと、今

度、県土美化条例も含めて考えているものです

から、この辺の減少傾向はどう理解すればいい

のか。県として、これにどう取り組んでいるの

かも含めてお伺いしたいと思っております。

○上田道路保全課長 言われるとおり、この活

動の実績については、活動団体等は一応登録は

されてるんですけれども、何せ皆さんが高齢化

されてることもありまして、人数的なものの把

握をすると、参加されてる人数が少なくなって

る傾向にあります。

そういう意味で、県土美化も含めて、沿道修
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景の中で、樹木、草、花含めていろんなところ

で、見直しを含めて今検討中であります。そう

していくことによって、少しでも効率的な、維

持管理の水準をより上げられるよう、県として

もそういう取り組みをしますということと、先

ほどお話ししました、もう少し裾野のほうを広

げていきたいということで、団体等含めてホー

ムページ等で周知をしながら、そういう意味で、

今後、県土美化条例の中でも民間との協働、そ

ういうのも工夫をしていきたいという考えは

持っております。

○丸山委員 宮崎の道路というのは、観光にも

非常に大きな役割を果たしてるものですから、

おもてなしの気持ちを含めて、しっかり県民全

体で取り組める形にしていかないと。これまで

の団体に呼びかけるだけでなく、もう少し何か

考えないと。高齢化だけじゃなくて、今の若い

人たちを─言うことは言うんだけれどもなか

なか協力してもらえないとか、学校現場や参観

日を見ても、本当に比率がかなりこうなってき

てるように感じてるものですから。できるだけ

早く、参加できるような仕組みづくりを。今ま

でのでなくて、もう一歩踏み込んだ形にしてい

ただくようお願いできればなと思っております。

○上田道路保全課長 先ほど説明をしました、

沿道修景の基本計画を策定中で、その中でモデ

ル事業を計画しております。県北、県央、県南

ということで３カ所ほど挙げて、その中で地元

の方を入れて、先ほど言われました沿道の美化

に関する検討会を現場のほうで一回やりながら、

いろんな仕組みづくりというんでしょうか、そ

ういうものを今後検討していきたいと思ってま

すので、どうぞよろしくお願いします。

○原委員 もう一回、新分野進出について。

４件ですよね。焼酎廃液からエタノール、オ

リーブあるいは杉の苗、介護ということですが、

専門は、焼酎廃液については商工観光労働部、

食品開発センターか工業技術センターかなと。

オリーブは農政水産部、杉苗は環境森林部、介

護は福祉保健部となります。

それで、きのう商工観光労働部の審査をした

ところですが、例えば、商工観光労働部であれ

ば「未来を担うみやざきの起業人」応援などと

いうのがあって、商工会議所に設置した、みや

ざきスタートアップセンターを通じて、新規創

業者やベンチャー企業に対する支援を実施とあ

るわけですよね。他産業への転換といいながら、

新規創業であり、あるいはベンチャーみたいな

起業を担う─起業というのは起こす起業です

よね─のかなと思うんで、さっきの４つを見

ても専門分野が違うんです。だから、県土整備

部よりもあちらの皆さんの専門分野が多いんで、

この支援をされる場合、金額は先ほどお聞きま

したけれど、ほかの部との連携はどうされてる

のかなっていう素朴な質問があります。ちょっ

と教えてください。

○佐野管理課長 補助金そのものにつきまして

は、県土整備部で交付をするという話になりま

すが、そういった事業展開に当たりましては、

おっしゃるように、専門家の意見と相談という

のが必要になろうかと思いますので、この経営

相談窓口の事業は別途持っております。それは

佐土原の工業技術センターの中にあります産業

振興機構のコーディネーターさん方を活用して

いただくような、そういった事業を実施するに

当たって、こういったところに相談してはどう

でしょうかとか、事前に相談を受けて補助金を

申請していただくとか、そういった工夫はさせ

ていただいてるところであります。

○徳重委員 用地対策課にお尋ねしますが、私
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が一般質問させていただきましたけれど、都城

志布志道路の県境部分の用地取得はどの程度

行ってるのか。この予算ではどこに計上されて

るのか、ちょっと教えてください。

○蓑方道路建設課長 都城志布志道路の用地に

つきましては、道路建設の予算の中で行ってお

りまして、用地の状況につきましては、今現在、

県境区間のところにつきましては、金御岳工区

を宮崎県側でやっておりますけれども、８月末

現在ですが、面積ベースで約85％の用地が取得

済みでございます。

○徳重委員 今、おっしゃいましたのは、金御

岳工区ということになりますと、諏訪山から金

御岳までですよね。金御岳から県境までじゃな

いですかね。

○蓑方道路建設課長 金御岳工区は、金御岳の

インターから県境までの間になります。

○徳重委員 それが、85％ということですね。

わかりました。

この区間で85％ということは、あと15％。も

うほとんど山とか畑とか田んぼかなと思うんで

すが、あと15％というのはどういう状態で残っ

てるのか、状況をちょっと教えてください。

○蓑方道路建設課長 今現在、任意交渉といい

ますか、順次交渉を進めておりまして、その中

で、今、交渉が成立したのが85％でありまして、

残りにつきましても順次交渉を続けていってい

る状況であります。

○徳重委員 残ってる分が、建物とか、あるい

は山とか畑とか田んぼとか、そういったことを

聞いておるんですが。どんなものが残ってるの

かということです。

○蓑方道路建設課長 土地に関しましては、あ

と残っておりますのは共有地関係が残っており

まして、あと用地以外としましては、建物等の

補償物件が残っている状況であります。

○原委員 295ページ、道路建設課の担当だと

思いますが、山之口のスマートインターができ

まして、大変地元の皆さんが喜んでおります。

私の個人的なことも言わせていただくと、かな

り便利になりました。

それで、これは三者協議会をおつくりになっ

たですね。市とＮＥＸＣＯと県だったと思いま

すが。大体15億円と聞いてますけれど、持ち分

はおおまかにどれぐらいだったのか。

○蓑方道路建設課長 約ですけれども、ＮＥＸ

ＣＯが約９億、都城市が約４億、宮崎県が約２

億という状況です。

○原委員 ありがとうございました。

それで、24日３時から開通してもう約１週間

になるんですが、ゲートです。ほかのインター

は、もう前もって検知して、すっとあくじゃな

いですか。10キロぐらいで、すっと通れますよ

ね。ここは、一旦停止しないといけないんです

よね。あそこの入りにそれぞれ２人、朝の８時

から夜の８時までずっと立ってらっしゃるわけ

です。聞いてみると、夜中はいらっしゃらない

そうなんですけれど。これは、何か予算の都合

ですか。それとも、施設的に、普通のインター

みたいに前もって検知してあくというのはでき

なかったのかなということなんですが、非常に

使い勝手が悪くて、いずれ誰かぶつかるだろう

なと思っているんですけれど。それは、何か理

由があったんですか。

○蓑方道路建設課長 スマートインターについ

ては、その前後の道路の線形が余りスピードを

出さなくてもいいような形で、全体的にスマー

トにつくるというところもありまして。そのた

めには、安全性を確保するためにも一旦停止し

てゆっくり出ていっていただくというような形
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で、全体的な構造をスマートにするという状況

とお伺いしております。

○原委員 それは、予算の都合ではなくて、

いわゆる構造的な制約から、そうせざるを得な

かったということですか。

○蓑方道路建設課長 スマートインターにつき

ましては、予算をできるだけ少なくするという

のも一つはあるわけですけれども、そういう中

で、道路の関係でいくとやっぱり一旦停止が多

い形になってると思います。

○原委員 今いらっしゃる人たちは、仕事は

できたでしょうけれど、予算を考えると、人件

費がかかるわけですよね。ずっとあそこに配置

されるんですか。

○蓑方道路建設課長 県内で初めてのスマート

インターで、ふなれなところもあるということ

がありまして、最初のうちは人がついて安全確

認もしていくということで、一定の時間がたっ

たら無人化になると聞いております。

○原委員 ＥＴＣのカードをつけてる方は、

今85％ぐらいですか。今から恐らく弾みがつい

て、残りの人たちもつけることになると思うん

ですけれど。すると全くの素人と言われる人た

ちが来るんで、新聞でも書いてくれてありまし

たけれど、むしろどこか手前のほうに一旦停止

をするとどうかなという気がするんです。スマ

ートというのは賢いという意味もあるわけです

から、そこに人がいて、「ちょっと待て、ちょっ

と待て、とまれ」というのは、どうもいま一つ

スマートじゃないなという気がしてるんで。あ

りがたいんだけれど、せっかくできたのに、そ

こがあと一つだったなという気がしてるんで申

し上げてみたところでした。何か標識でもされ

ればどうかなと思うんですけれどね。

○横田委員 用地対策課にお尋ねしますけれど、

成果報告書の290ページ。一番下の段に、繰り越

しの理由は、用地交渉等に日時を要したためと

書いてありますけれど、用地交渉で困難だった

事例といいますか、代表的なものだけでもいい

んですけれど、幾つか教えていただけないでしょ

うか。

○河野用地対策課長 用地対策課です。

用地交渉等に日時を要したためと記載をして

おります。基本的に契約が整ったところですけ

れども、整ったのが年度末だったということで、

そこにある物件の移転ができないとか、年度内

にできないということで繰り越しという形に

なっております。

用地交渉につきまして困難案件と申しますと、

土木事務所は、基本的には任意で契約を得るた

めに毎日、日夜、訪問をして説明をして頑張っ

ておるところであります。そういう中で、相続

がありながら相続登記がなされていないために、

登記名義人が10名だったとしたときに、そこに

相続人１人につき10名から20名つくというよう

な形で、総体で200、300という数になってしま

う。そういった中に、行方不明者もいたり、所

在不明者がいたりとか、そういうところで、ま

ず所在を確認することで時間を要する、労力を

要するというところで用地交渉がなかなかうま

くいかないという部分もあります。

また、最近よくあるのが、国外にいらっしゃ

るというところで、連絡をとって、そしてまた

契約書にサインをもらうという作業が発生して

おりますので、これからそういう案件につきま

しては時間を要してくるんではないかなとは思

いますけれども。ただ、事業を計画的に進めて

いくためには、そういう交渉も計画的に行って、

日夜頑張っていかなきゃいけないという状況で

はあります。
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○横田委員 すごく頑張っていただいてるとい

うのは、十分理解をしてるつもりです。

私が相談を受けてる事案で、交渉の最初の部

分でちょっとつまずいてしまって、相手方の心

証を悪くしてしまったと。もうそれでずっと長

引いている事例もあることはあるんです。です

から、いろんな人がおられますので、そんなこ

とはないとは思うんですけれど、例えば上から

目線とか、そんなのじゃなくて、その人に合わ

せた配慮といいますか、気配りのある交渉を心

がけていただければと思います。よろしくお願

いします。

○河野用地対策課長 当然、交渉事であります

ので、やはり人と人との誠実な対応、また説明

を心がけなきゃいけないとは思います。そのた

めに、用地担当職員に関しましては、そういう

ことも含めまして研修を行って、誠実に地権者

等に接するように、また１人ではなく、２人以

上で交渉に当たるようにということでお願いを

してるところであります。

○西村委員 高速道対策局に伺いますが、昨年、

東九州道も北方面は開通をして、当然、今、日

南、志布志方面に力を注いでいただいてると思

うんですけれど。いつも出ます中央分離帯の問

題等々がある中で、早期の４車線化を望む声が

あるんですが、昨年から見て、一度通ってしま

うと新たな４車線化の工事というのが全く進捗

してないようにも感じて。聞くところによると、

用地買収はもうほぼ終わってるから、土地の確

保はできてるけれども、新規着工には向かって

いないという現状があると思いますが、昨年の

１年間のお金の動きの中で、次の４車線化に向

けた予算執行というものがあったんでしょうか。

○前内高速道対策局長 御指摘のとおり、暫定

２車線区間の既開通区間の４車線化というのは、

非常に大きな課題であります。ですので、県と

いたしましては、これは当然、全線全て４車線

化していただくのが非常にありがたいお話では

ありますので、そういった要望活動をしてると

いうのが１点であります。

ただ、現実的に物を見ていきますと、国も予

算が厳しいという中で、一気に既開通区間の暫

定２車線区間を４車線化するというお金はなか

なかないだろうと。

次は、予算措置を伴わないところになるんで

すけれども、ＮＥＸＣＯ西日本と、例えば、ど

ういったところで事故が多いのかとそういった

ところの検討とか、優先順位というか、どういっ

たところだと４車線化ができそうなのかという

のは、これは予算を伴わない通常の行政内部の

検討として、ＮＥＸＣＯと一緒に検討している

ところでございます。

○西村委員 当然、調査とかそういう話し合い

があって、それからまた本格的な設計、図面的

なものはあると思うんです。それにさらに詳し

い調査設計であったり、事故が多いところはな

るべく次の段階では早く四車線化にしたほうが

いいというところがあるんですが、そういった

ものが見えにくい現状があって。当然、次の予

算にもそういうものは反映していかなくちゃな

らないんですけれども、ＮＥＸＣＯもかかわっ

てくる案件だし、国もかかわってくる案件であ

ると。

一度終わってしまうと、毎日私たちも利用す

る中で、もしかしたらこれでずっと終わるんじゃ

ないかという諦めが出てきたり、逆に、もう危

ないから使いたくないという声を女性のドライ

バーの方を初め非常によく聞くことがあるもの

ですから。

これが少しでも進捗しているように見せてい
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くことも県として必要だと思います。まだ通っ

てない地区から見たら少し贅沢かもしれません

けれど、決まりきった時間にちゃんと先方に到

着できるというのもありますんで、九州道なん

かを走ると非常にうらやましくも思うし、やっ

ぱり快適ですよね。県民に対して見せていくと

いうところがあれば、利用、活用も広がってい

くと思いますので、まずその辺を次の予算にしっ

かりと出していくようにお願いをしたいと思い

ます。

○前内高速道対策局長 暫定２車線区間の４車

線化については、実際、事業をやるのがＮＥＸ

ＣＯ西日本であったり、また新直轄の区間であ

れば、ということになるわけですけれども、当

然彼らは日本全国の中でどうしていったらいい

のかっていうのを考えているところでありまし

て。実際、例えば、走行性能が落ちるのではな

いかと思われる区間に全国で４箇所、試行的に

付加車線をつけて、言ってみればその区間だけ

４車線化をしてみて、どういった効果があるの

かというのも調べてるような取り組みがなされ

ております。例えば、そういった全国での取り

組みを、どういった形で県民にお伝えをしてい

くのかというところはちょっと検討してまいり

たいと思っております。

あと、一般道と高速道路を比べれば、仮に暫

定２車線であったとしても、いわゆる死傷事故

率と我々呼んでおるんですけれども、事故に遭

う確率というのは、これは圧倒的に下道のほう

が事故に遭う確率は高いので、高速道路が危な

いといったところもある意味事実ではないとこ

ろがありますので、そういったところについて

もどうしたらいいのか、また検討していきたい

と思っております。

○清山主査 ほか、ございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって前半の６

課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時13分休憩

午前11時15分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

これより、河川課、砂防課、港湾課、都市計

画課、建築住宅課、営繕課の審査を行います。

委員の質疑は、全てが終了した後にお願いい

たします。

○阿佐河川課長 河川課でございます。当課の

決算について説明いたします。

委員会資料の20ページからでございますが、

まず25ページをお開きください。

一番下の欄、河川課計をごらんください。

当課の平成27年度決算額は、予算額148億3,811

万5,000円、支出済額114億1,048万722円、翌年

度繰越額33億3,851万1,571円、不用額8,912

万2,707円、執行率76.9％で、翌年度への繰越額

を含めますと99.4％となります。

次に、目の執行残が100万円以上のものと執行

率が90％未満のものについて御説明いたします。

20ページをお開きください。

３行目の（目）河川総務費でありますが、不

用額が456万4,365円となっております。これは、

主に下から３番目の委託料で、台風等に伴う流

木等の海岸漂着物の処理や、廃川敷地の払い下

げ処分に伴う測量費等の執行残であります。

次に、21ページをお開きください。

４行目の（目）河川改良費でありますが、執

行率が74.4％となっております。これは、広域

河川改修事業などの翌年度への繰り越しによる

ものであります。
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次に、22ページをごらんください。

中ほどの、（目）海岸保全費でありますが、執

行率が78.2％となっております。これは、海岸

老朽化対策事業などの翌年度への繰り越しによ

るものであります。

次に、24ページをお開きください。

３行目の土木災害復旧費でありますが、不用

額が8,450万1,635円、執行率は74.8％となって

おります。不用額につきましては、事業費の確

定に伴うものでありまして、執行率につきまし

ては、主に翌年度への繰り越しによるものであ

ります。

次に、主要施策の成果について説明いたしま

す。

主要施策の成果に関する報告書の河川課のイ

ンデックス、302ページをお開きください。

（２）良好な自然環境・生活環境の保全につ

いてであります。

表の一番上の、次代へつなげよう！魅力ある

川・海づくりでは、河川や海岸での美化清掃を

行う59のボランティア団体に対し、資材の貸し

出し等の支援を行うとともに、河川愛護に関す

るシンポジウムを２回開催いたしました。また、

川や海での水難事故防止のための安全教室に、

ライフセーバー団体等による講師をサポーター

として28回派遣したところであります。

２番目の河川パートナーシップでありますが、

県民と行政が協働して堤防の草刈り等を行うも

ので、610団体に参加していただいたところです。

303ページをごらんください。

施策の成果等であります。

まず、①でありますが、河川や海岸の美化清

掃を行う愛護ボランティア活動の延べ参加人数

につきましては、下のボランティア活動の状況

の表にありますとおり、平成27年度は、前年度

を上回る9,060人となりました。

さらに、河川パートナーシップ事業への参加

団体数につきましても、平成27年度は前年度を

上回る団体数となり、県民との協働による河川

・海岸管理が進展しているところであります。

②でありますが、これまでの官民協働による

河川・海岸の環境保全の取り組みにより、県民

の河川・海岸愛護意識は着実に高まってきてお

り、引き続き、魅力ある川づくり・海づくりに

取り組んでまいりたいと考えております。

304ページをお開きください。

安全で安心な県土づくりについてであります。

まず、表の一番上の、広域河川改修でありま

す。これは、平成17年の台風14号などにより浸

水被害を受けた耳川ほか８河川におきまして、

河道掘削や築堤などを行っております。

305ページをごらんください。

２番目の津波・高潮・耐震対策河川でありま

すが、これは、津波被害が想定される河川にお

きまして、樋門の自動閉鎖化や堤防かさ上げな

どの対策を行うもので、延岡市の沖田川ほか13

水系で、河川における津波の遡上検討、耐震性

能照査などを行っております。

306ページをお開きください。

１番目の公共海岸でありますが、これは、老

朽化した海岸施設の機能回復及び津波等に対す

る強化を図るもので、日南市の伊比井海岸ほか

２海岸において、護岸のかさ上げなどを行って

おります。

次の、県単河川改良であります。これは、御

手洗川ほか47河川におきまして、河道掘削や築

堤、護岸整備などを行っております。

次に、308ページをお開きください。

１番目のダム施設整備でありますが、祝子ダ

ムの放流設備の改造や立花ダムのゲート水密ゴ
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ム取りかえなどを行っております。

309ページをごらんください。

施策の成果等であります。

まず、①でありますが、平成17年台風14号な

どにより、甚大な浸水被害が発生した河川を中

心に改修事業を実施しているところでありまし

て、平成27年度は耳川の恵後の崎地区の工事が

完成し、洪水に対する安全性の向上が図られた

ところであります。

しかしながら、河川整備率は48.8％といまだ

低い水準にあることから、今後とも、より一層

重点的に河川改修を推進していく必要がありま

す。

また、②でありますが、県民へわかりやすい

防災情報の提供を行うために、雨量局、水位計

及び監視カメラを計画的に配置しており、平成27

年度は市木川において、津波状況も監視できる

位置にカメラを設置し配信できるよう、接続工

事を実施しているところであります。

次に、③の地震津波対策でありますが、比較

的発生頻度の高い津波、いわゆるレベル１津波

対策を平成26年度から実施しておりまして、平

成27年度は、事業実施に必要となる河川整備計

画の変更を行うとともに調査・設計を推進した

ところであります。

次に、④でありますが、宮崎海岸では、突堤

建設や埋設護岸等による対策が進められており、

平成27年度は、住吉地区の補助突堤等の工事が

実施されたところであります。

次に、⑤の災害復旧事業でありますが、平成27

年度に被災した箇所の97.5％に着手し、早期復

旧に努めているところであります。

最後に、⑥でありますが、本県は自然災害の

リスクが高いことから、県土の強靱化を着実に

推進していく必要があります。今後も引き続き

必要な予算確保に努めるとともに、効果的な事

業執行を行い、ハード・ソフトの両面から防災

・減災対策を推進してまいります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

河川課は以上でございます。

○永井砂防課長 砂防課でございます。当課の

決算について御説明いたします。

委員会資料の26ページをお開きください。

27ページまでが当課の決算事項別明細でござ

います。

27ページの一番下の欄、砂防課計をごらんく

ださい。

当課の平成27年度決算額は、予算額78億5,596

万4,000円、支出済額60億3,444万8,000円、翌年

度繰越額18億2,151万6,000円、不用額はござい

ません。執行率76.8％で、翌年度への繰越額を

含めますと100％となります。

次に、目の執行残が100万円以上のものと、執

行率が90％未満のものについて御説明いたしま

す。

26ページをごらんください。

ページの中ほどの（目）砂防費でございます

が、執行率が76.6％となっております。これは、

繰り越しによるものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の砂防課のインデックス、310ページを

お開きください。

（２）の施策、安全で安心な県土づくりであ

りますが、主な事業について御説明いたします。

表の一番上の通常砂防でございます。日之影

町の綱ノ瀬川外16渓流において、堰堤工などを

実施しております。
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311ページをごらんください。

表の一番上の地すべり対策でございます。椎

葉村の大藪地区外４地区において、排水ボーリ

ング工などを実施しております。

次に、２番目の急傾斜地崩壊対策でございま

す。串間市の舳３地区外40地区において、擁壁

工及びのり面工などを実施しております。

次に、３番目の総合流域防災です。これは、

流域一体となった防災対策を進める事業でござ

います。日向市の中の別府地区外３地区におい

て、急傾斜地崩壊対策のための擁壁工及びのり

面工を実施しており、またえびの市の山内川外19

箇所において、既存の砂防関連施設の緊急改築

事業としまして、堰堤工などを実施しておりま

す。

さらに、基礎調査につきましては、土砂災害

警戒区域等指定のための調査を県内一円で実施

しております。

312ページをお開きください。

表の一番上の県単砂防でございます。小林市

の洗出川外28渓流において、水路工及び護岸工

などを実施しております。

313ページをお開きください。

表の一番上の県単自然災害防止急傾斜地崩壊

対策でございます。これは、市町村が実施する

工事に対する補助金でございます。宮崎市の浮

田鳥越地区外16地区において、擁壁工及びのり

面工を実施しております。

314ページをお開きください。

施策の成果等についてであります。

まず、①ですが、土砂災害危険箇所の整備を

進めていますが、平成27年度末の整備率は29.2

％と依然として低い状況にあることから、今後

とも要配慮者利用施設がある箇所の整備を進め

るなど、計画的・重点的に土砂災害防止対策を

推進してまいります。

また、②のソフト対策でありますが、土砂災

害防止法に基づき、平成27年度は3,031箇所の土

砂災害警戒区域を指定したところです。

③の土砂災害防止に対する県民への啓発活動

として、小中学生を対象とした土砂災害防止教

室を初め、地域住民や自治会長などを対象とし

た土砂災害防止講座を開催し、平成27年度

は4,498名の参加があったところです。

最後になりますけれど、今後とも安全で安心

な県土づくりを目指し、危険箇所の整備を推進

するとともに、土砂災害警戒区域等の指定推進

や防災情報の提供に取り組むなど、ハード・ソ

フト両面からの総合的な土砂災害防止対策を推

進してまいりたいと考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

砂防課は以上でございます。

○矢野港湾課長 港湾課でございます。当課の

決算につきまして御説明いたします。

委員会資料の28ページから34ページでありま

す。

港湾課には、一般会計と特別会計がございま

すが、まず一般会計から御説明いたします。

31ページの一番下の段になります。

一般会計の計の欄をごらんください。

平成27年度決算額は、予算額55億8,871万7,000

円、支出済額47億7,793万4,057円、翌年度繰越

額８億452万9,000円、不用額625万3,943円、執

行率85.5％、翌年度繰越額を含めますと99.9％

となります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、また

執行率が90％未満のものについて御説明いたし

ます。
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28ページをごらんください。

下段の（目）海岸保全費でありますが、執行

率が68.5％となっております。これは、長寿命

化計画策定事業の翌年度への繰り越しによるも

のであります。

次に、29ページをお開きください。

中段の（目）港湾管理費でありますが、不用

額が531万9,863円となっております。これは、

主に港湾施設の管理に係る維持・修繕費の執行

残であります。

次に、30ページをごらんください。

中段の（目）港湾建設費でありますが、執行

率が74.2％となっております。これは、主に港

湾改修事業の翌年度への繰り越しによるもので

あります。

次に、31ページをお開きください。

下段の（目）港湾災害復旧費でありますが、

平成27年度は災害がなかったことにより、50万

円が未執行となっております。

次に、32ページをごらんください。

港湾整備事業特別会計の決算についてであり

ます。

決算額等につきましては、先ほど部長が説明

いたしましたので省略させていただきますが、

一般会計と同じく、目の執行残が100万円以上の

もの、また執行率が90％未満のものについて御

説明いたします。

上段の（目）港湾管理費でありますが、不用

額が909万9,123円となっております。これは、

主に荷役機械や引船に係る維持・点検費の執行

残であります。

次に、下段の（目）港湾建設費でありますが、

不用額が6,440万円、執行率が45.8％となってお

ります。これは、細島港多目的国際ターミナル

ふ頭整備事業において、埠頭用地の利用計画を

見直したことによる舗装整備費の執行残であり

ます。

次に、33ページをお開きください。

下段の（目）予備費でありますが、200万円が

未執行となっております。

次に、一番下の港湾課の計の欄をごらんくだ

さい。

当課の一般会計、特別会計を合わせました平

成27年度決算額は、予算額69億5,158万7,000円、

支出済額60億5,205万6,587円、翌年度繰越額８

億1,682万9,000円、不用額8,270万1,413円、執

行率87.1％、翌年度繰越額を含めますと98.8％

となります。

次に、34ページをごらんください。

港湾整備事業特別会計の歳入について御説明

いたします。

一番下の段の歳入合計ですが、予算現額13

億6,287万円に対しまして、収入済額が13億559

万2,397円となっております。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたします。

報告書の港湾課のインデックスのところ、315

ページをお開きください。

１、経済・交流を支える基盤が整った社会の

（１）交通・物流ネットワークの整備・充実に

ついてであります。

主な事業及び実績でありますが、港湾改修は、

細島港及び油津港におきまして、港内の静穏度

を確保するための防波堤の整備等を行ったもの

であります。

316ページをお開きください。

一番上の統合補助は、細島港及び宮崎港にお

きまして、津波避難施設の整備を行うとともに、

県内の各港湾において岸壁の補修等を行ったも

のであります。
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次に、317ページをごらんください。

上から２段目の、改善事業「油津港利用・大

型客船誘致支援」であります。油津港では、チッ

プ船などの大型船が利用する際に、他港からタ

グボートの回航が必要な状況となっております。

このため、日南市が実施しているタグボート回

航経費の支援事業に対しまして県が助成を行い、

港の利用促進を図ったものであります。

次に、一番下の細島港整備（多目的国際ター

ミナルふ頭整備）であります。

この事業は、国と県が連携して整備を行って

おり、国が岸壁を、県が背後の埠頭用地を整備

し、昨年６月に細島港国際物流ターミナルとし

て供用を開始しております。平成27年度は、繰

越予算により、埠頭用地に波が上がることを防

止するための消波ブロックの設置などを行って

おります。

318ページをごらんください。

施策の成果等についてでありますが、港湾整

備につきましては、海上輸送コストの低減や港

湾の安全性・信頼性を確保するため、既存施設

の有効利用を図りつつ、重点的・効率的な整備

に努めました。

あわせまして、県内港湾の利用促進を図るた

め、県内外におきまして、港湾セミナーの開催

や企業訪問等のポートセールス活動を実施した

ところであります。

また、地震、津波対策といたしまして、宮崎

港の避難高台や細島港の避難階段の整備に着手

したところであります。

さらに、細島港におきましては、水深15メー

ター岸壁や工業用地の整備等を盛り込んだ港湾

計画の改訂を行っております。また、港湾整備

や港を核としたこれまでの官民一体の取り組み

が評価され、ポート・オブ・ザ・イヤー2015に

選定されております。

油津港におきましても、平成26年度に実施し

た整備等により、大型クルーズ船の寄港が実現

しております。

本県の港湾は、地域の経済や産業を支える重

要な役割を担っており、今後ともさらなる利用

促進を図るため、港湾機能のより一層の充実・

強化を図ってまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

次に、監査結果報告についてであります。

当課の指摘要望事項はありませんでしたが、

出先事務所において１件の指摘を受けておりま

す。

委員会資料の５ページをお開きください。

（１）収入事務の１段目であります。

北部港湾事務所の「港湾使用料の徴収事務に

ついて、財務規則に定める督促状を発行せず、

また、滞納整理票も作成していないものがあっ

た」との指摘であります。今後は、複数職員に

より、収納状況のチェック体制を強化するとと

もに、未納者に対しましては、財務規則等の規

定に基づく督促状の発行や滞納整理票の作成を

行うなど、適正な事務処理に努めることとして

おります。

最後に、監査委員の決算審査意見書につきま

しては、特に報告すべき事項はございません。

港湾課につきましては、以上でございます。

○巢山都市計画課長 都市計画課でございます。

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の35ページから38ページで当課の

決算について記載しておりますが、まず38ペー

ジをお開きください。

一番下の都市計画課計の欄をごらんください。

当課の平成27年度決算額は、予算額34億4,364

万4,000円、支出済額26億8,618万6,311円、翌年
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度繰越額７億5,018万9,000円、不用額726万8,689

円となっておりまして、執行率は78.0％、翌年

度繰越額を含めますと99.8％となっております。

次に、目の執行額が100万円以上のもの及び執

行率が90％未満のものについて御説明いたしま

す。

36ページをお開きください。

上から４段目、（目）街路事業費でありますが、

執行率71.4％につきましては、繰り越しによる

ものであります。

次に、37ページをごらんください。

中ほど、（目）公園費でありますが、執行率86.2

％につきましても、繰り越しによるものであり

ます。

また、不用額が662万1,172円となっておりま

す。これは、主に事業費が確定したことに伴う

不用額であります。

次に、主要施策の成果について、主なものを

御説明いたします。

報告書の都市計画課のインデックス、319ペー

ジをお開きください。

まず、１の（２）良好な自然環境・生活環境

の保全であります。

水質が良好で、安心・安全な生活環境の保全

に資することを目的として実施しております下

水道事業に対しまして、表の１番目にあります

ように、公共下水道整備促進により、都城市ほ

か４市４町に対して、下水道普及のため財政支

援を行うとともに、表の２番目、流域別下水道

整備総合計画では、下水道整備のマスタープラ

ンともいえる現在の総合計画が平成27年度に終

期を迎えることから、改訂作業を行いました。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、320ページをお開きください。

中ごろの表に記載してありますとおり、県全

人口に占めます下水道施設による生活排水処理

率、平成27年度末で51.4％であり、年々、下水

道が普及している状況にございます。

また、②にありますように、流域別下水道整

備総合計画は、河川等の水質基準等を達成する

ため、効率的な下水道整備の方針や計画を示す

ものでありまして、平成26年度から27年度にか

けまして、大淀川流域及び志布志湾流域におけ

る計画を改訂いたしました。

今後とも、実施主体の市町村に対しまして、

地域の実情に応じた効率的・経済的な下水道整

備が図られるよう助言を行ってまいります。

次に、321ページをお開きください。

２の（１）快適で人にやさしい生活・空間づ

くりであります。

表の３番目、改善事業「おもてなしの景観ま

ちづくり推進」でありますが、これは、地域住

民や行政職員を対象としました景観研修の開催、

地域での景観に関する検討会などへの景観アド

バイザーの派遣等を行ったものであります。

次に、322ページの表の２番目、スポーツ施設

等おもてなし環境整備でありますが、これは、

県総合運動公園のサンマリンスタジアムにおい

て、和式トイレから洋式トイレへ改修するなど、

環境の整備を行ったところであります。

表の３番目、第26回全国「みどりの愛護」の

つどいでありますが、これは、皇太子殿下の御

臨席を賜り、平成27年５月30日に、県総合文化

公園において、式典及び記念植樹の運営及び演

出、植栽会場の整備、プランター設置等を行っ

たところであります。

323ページをお開きください。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、①にありますように、平成27年度は、

都市計画審議会を３回開催しまして、都市計画
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道路の変更などの３つの案件について都市計画

の決定等を行いました。

また、③のおもてなしの景観まちづくりにつ

きましては、景観啓発の研修や景観アドバイザ

ーの派遣により啓発活動に取り組んだ結果、景

観計画の策定も13団体と広がり、一定の成果が

見られたところであります。

なお、⑤にありますように、昨年度は、市町

村マスタープランの策定や都市公園整備におい

ても一定の成果が見られたところでありますが、

平成28年度も引き続き施策を推進するとともに、

市町村との連携を一層深め、快適で人に優しい

生活・空間づくりに努めてまいりたいと考えて

おります。

⑦にありますように、第26回全国「みどりの

愛護」のつどいについては、県内外から緑の関

係者約1,000人が参加し、都市緑化意識の高揚が

図られたところであります。

次に、325ページの（２）地域交通の確保であ

ります。

表の１番目、人と環境にやさしいくらしづく

りのための交通戦略でありますが、平成27年度

は、公共交通利用に関する意識の啓発のため、

公共交通マップを作成しております。

次に、表の３番目、公共街路でありますが、

これは宮崎市街地の中村木崎線や、延岡市街地

で整備を進めています延岡西環状線の一部とな

る富美山通線など、計12路線で街路の整備を行っ

たものであります。

次に、326ページをお開きください。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、②にありますように、街路事業等の推

進により、地域交通ネットワークと連携した放

射・環状道路や交通結節点へのアクセス道路、

通学路の交通安全に資する道路整備など、まち

づくりと一体となった都市計画道路の整備を進

めたところであります。

今後とも、都市部における安全で円滑な交通

を確保するとともに、安心で快適な交通空間の

整備に取り組んでまいりたいと考えております。

次に、327ページ、３の（２）安全で安心な県

土づくりであります。

表の公共都市公園整備でありますが、県総合

運動公園の武道館空調設備改修工事や老朽化し

た施設の機能更新工事を行ったものであります。

施策の成果等でありますが、老朽化した施設

の更新に伴い、安全で快適に利用できるよう整

備を図ったものであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

都市計画課については以上であります。

○上別府建築住宅課長 建築住宅課でございま

す。当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の39ページからでございますが、

まず42ページをお開きください。

表の一番下、建築住宅課の計をごらんくださ

い。

平成27年度決算額は、予算額が24億8,504

万6,243円、支出済額が22億3,277万241円、翌年

度への繰越額が２億4,011万4,000円、不用額

が1,216万2,002円、執行率89.8％で、翌年度へ

の繰越額を含めますと99.5％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上、または執行

率が90％未満のものについて御説明いたします。

資料の39ページへお戻りください。

表の中ほどの（目）建築指導費でありますが、

不用額が526万7,237円、執行率が71.5％となっ

ております。これは、大規模な民間建築物の耐

震診断及び耐震改修を促進する建築物耐震化促
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進事業において、建物所有者が事業を見送った

ことや、翌年度への繰り越しなどによるもので

あります。

次に、40ページをごらんください。

表の下から４行目の（目）住宅管理費であり

ますが、不用額が513万3,183円となっておりま

す。これは、県営住宅の修繕費として、突発的

な災害への対応や、緊急修繕のための経費が想

定を下回ったことなどによるものであります。

次に、41ページをごらんください。

表の下から３行目の（目）住宅建設費であり

ますが、不用額が169万7,805円、執行率が88.3

％となっております。これは、事業費の確定に

よる執行残や、翌年度への繰り越しによるもの

であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明いたします。

報告書の建築住宅課のインデックスのとこ

ろ、328ページをお開きください。

（１）快適で人にやさしい生活・空間づくり

であります。

表の公共県営住宅建設でありますが、平成27

年度につきましては、住宅整備事業として、宮

崎市の平和ヶ丘団地４号棟42戸の建てかえを進

めたほか、新富町の新田麓団地１号棟12戸が完

成し、入居を開始したところであります。

その下の環境整備事業では、日向市の三ツ枝

Ｂ団地の高齢者改善工事と、延岡市の一ヶ岡団

地の外壁改修工事を実施したところであります。

次に、329ページの下のほう、施策の成果等で

ありますが、県営住宅については、計画的な建

てかえや外壁改修など、既存ストックの長寿命

化を図るとともに、高齢社会に対応する住戸改

善を行うなど、居住環境の向上やバリアフリー

化への取り組みを進めたところであります。

今後とも、県民の多様なニーズを把握しなが

ら、県営住宅の適切な整備を行ってまいりたい

と考えております。

次に、331ページをお開きください。

（２）安全で安心な県土づくりであります。

表の改善事業「木造住宅耐震化リフォーム推

進」でありますが、市町村に対しまして、アド

バイザー派遣80件、耐震診断121戸、耐震改修設

計11戸、耐震改修25戸の補助を実施したところ

であります。

１つ飛びまして、建築物耐震化促進でありま

すが、耐震診断が義務づけられた大規模な民間

建築物の所有者に対して、平成26年度から補助

を行っており、平成27年度につきましては、耐

震診断と耐震改修設計、それぞれについて１棟

の補助を行いました。

次に、332ページの中ほどの施策の成果等であ

ります。

木造住宅の耐震化につきましては、各種イベ

ントへの出展等により、所有者等の防災意識の

高揚を図るとともに、木造住宅の耐震化に対す

る補助を行う市町村を支援したところでありま

す。

この補助制度につきましては、先日の常任委

員会でも申し上げましたとおり、今年度に制度

の拡充を行ったところでありまして、今後とも

一層、木造住宅の耐震化の促進に取り組んでま

いりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

建築住宅課は以上でございます。

○山下営繕課長 営繕課でございます。当課の

決算について御説明いたします。
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委員会資料の43ページから44ページでありま

すが、まずは44ページの一番下の段の営繕課計

の欄をごらんください。

当課の平成27年度の決算状況は、予算額が６

億3,918万9,000円、支出済額が６億3,290万1,535

円、不用額が628万7,465円であり、執行率は99.0

％となっております。

次に、目の執行率が90％未満のものはござい

ませんので、執行残が100万円以上のものについ

て御説明いたします。

43ページをごらんください。

上から３段目、（目）財産管理費でありますが、

不用額が584万396円となっております。これは、

主に組織改正に伴う執務室改修等や庁舎、公舎

等に係る営繕工事等の執行残によるものであり

ます。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

主要施策の成果に関する報告書の営繕課のイ

ンデックスのところ、333ページをお開きくださ

い。

（２）多様化する危機事象に的確に対応でき

る体制づくりについてであります。

表の延岡総合庁舎電気設備ＢＣＰ対策につき

ましては、浸水対策として、同庁舎の受電設備

と非常用発電機の設置場所を屋外架台上に変更

し、あわせて設備機器の改修を行ったものであ

ります。

次に、施策の成果等についてであります。

この事業の実施により、万が一の浸水等の際

にも、延岡総合庁舎の電源供給の安定確保を図っ

たところであります。今後とも、宮崎県業務継

続計画に基づき、非常時における行政機能を維

持するため、県庁舎の改修等を推進してまいり

たいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

営繕課は以上であります。

○清山主査 説明が終了しましたが、12時にな

りますので、委員からの質疑は午後１時から再

開として、休憩することでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、そのようにいたします。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時２分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

先ほど説明があった事項に関して、委員より

質疑がございましたらお願いします。

○横田委員 建築住宅課にお尋ねしたいんです

けれど、建築物耐震化促進事業のところの説明

で、先ほど１施設が事業を見送ったために不用

額が発生したという説明だったと思うんですけ

れど、これはホテルでしょうか。

○上別府建築住宅課長 ３件ございまして、そ

のうちの１件が見送ったということでございま

す。用途としましては、ホテルでございます。

○横田委員 耐震診断は受けたんだけれど、そ

の結果、その次の改修設計を見送ったというこ

となんですか。

○上別府建築住宅課長 耐震診断を予定してい

た方が見送ったということでございます。

○横田委員 ちょっと年度は忘れたんですけれ

ど、何年度までに診断を受けんといかんという

のがあったですよね。それは、何年度までだっ

たですか。

○上別府建築住宅課長 昨年度の12月までに診
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断を行い、その診断結果を行政庁のほうに報告

をするということになっておりました。

○横田委員 ということは、もう営業を諦める

ということにつながるんですか。

○上別府建築住宅課長 耐震診断の結果を報告

をしてもらいまして、行政庁のほうでそれを公

表するということになっております。

診断につきましては、自費でされたところも

ありまして、補助を使われる計画のところが見

送った件数を今回は上げていますので、自費で

されたところ等はその結果の報告が上がってい

るという状況です。

○横田委員 ということは、補助を申請はされ

たんだけれど、自費でされたかもしれないとい

うことですね。

○上別府建築住宅課長 ここの１件につきまし

ては、聞いている範囲では自費でもされていな

いところでございます。

○横田委員 この耐震診断の話が出たときに、

一番不安に感じたのがそこだったんです。経営

的にすごく負担になって、もうこの際やめてし

まおうということで、廃業するホテルがいっぱ

い出てくるんじゃないかとすごく不安に思って

たんですけれど、何となくその方向に行きつつ

あると考えていいんでしょうか。

○上別府建築住宅課長 対象建築物が複数あり

ますけれども、今回の耐震診断の義務づけで廃

業とかをされたというところは聞いておりませ

ん。

この一件だけが耐震診断の結果の報告が上

がっていないということでありまして、あとの

対象建築物の方からは報告が全部上がっており

ます。

○横田委員 名前を言っていいかどうかちょっ

とわかりませんが、プラザホテルとかサンホテ

ルとか、あそこあたりも耐震化がちょっと負担

になって廃業されたという話を聞いたことが

あったものですから。宮崎県も観光誘致とかキャ

ンプ誘致とか、人を呼ぶためのいろんな施策を

やっているんだけれど、それを受け入れるキャ

パがだんだん少なくなったらどうなるのかと。

政策の整合性をちゃんととっていく必要がある

んじゃないかなと思ってたものですから、もし

このことでホテルが廃業になるということにな

ると、すごく残念だなと思うものですから。

○丸山委員 関連なんですが、行政庁に具体的

に何件上げて、そのうち耐震が必要だというの

はどれくらいと認識すればよろしいでしょうか。

○上別府建築住宅課長 耐震診断の結果の対象

建築物が、民間建築物に関しまして12棟ござい

まして、うち11棟から耐震診断の報告が上がっ

ております。

そのうちの３棟が、耐震性があり、あるいは

改修済みでございます。あとの８棟については、

改修工事に向けて設計等を行ってまして、前向

きに取り組んでいただいてるところでございま

す。

○丸山委員 この耐震化の補助制度自体は、設

計まではあって、工事に際してはどれぐらいあ

るんでしょうか。

○上別府建築住宅課長 診断、設計、改修工事、

全部に対しまして制度は対象としてあります。

今年度に実際の改修工事等の事業に取り組んで

もらってるところもございます。

○丸山委員 できるだけ速やかに、安全安心な

県づくりのためにも、また適切なアドバイスを

していただくようにお願いしたいと思っており

ます。

○徳重委員 河川課にお尋ねしますが、県単で

すが、河川パートナーシップ事業、毎年、団体
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数もふえておりまして、参加人数もふえており

ます。いいことだなと。ありがたいことなんで

すが、これは、参加される人たちが刃物を使う

というか、いろんなものを使っての作業になる

と思うんです。けが等が発生する可能性も考え

られるんですが、もし、そういう場合は、保険

なんかが掛けてあるのか、ちょっと教えてくだ

さい。

○阿佐河川課長 このパートナーシップのほう

には、保険を掛けております。参加していただ

く方をあらかじめ名簿で提出いただいたら、河

川課のほうで、事務所のほうになりますけれど、

保険にちゃんと入っておりますので、参加され

る方の名簿をもとに保険会社に提出して、けが

があった場合には保険がおりるという形になっ

ております。

○徳重委員 もし、名簿に載ってない方が、同

じ仲間だから俺も行って加勢しようというよう

な形で参加された場合、その人がけがされた場

合はもう全く対象にならないんですか。

○阿佐河川課長 やはりあらかじめ名簿に登録

していただかないと、それにかわって出た場合、

ケース・バイ・ケースにはなると思うんですけ

れど、保険会社のほうでその辺は査定して判断

するということになると思います。

○徳重委員 けがのないようにしてほしいし、

また、そこ辺は最初からしっかりと関係者に周

知徹底してほしいなと思ってます。

それと、5,122万6,000円も使われておるわけ

で、面積も約403ヘクタールとすごい面積ですが、

これを造園屋さんなんかの専門家に発注した場

合は、金額的にどうなるものでしょう。

○阿佐河川課長 約倍ぐらいの金額がかかりま

すので、今現在はこのパートナーシップ自体で

していただくことで、業者に委託してする分よ

りはかなり割安でできるということで、今後、

予算についてもふやしていきたいとお願いをし

てるところでございます。業者に委託する分を

少しずつでも減らして、その分だけ草刈りの面

積をふやしていけるんじゃないかと考えており

ます。

○徳重委員 平坦で割と刈りやすいところはい

いでしょう。ちょっと大変だなというところは

残してしまうことになって、中途半端な整備に

なる可能性もあるのかなと。そういう話を聞く

んです。ここまでしかやってくれないんだと、

もうちょっとやってくれれば、きれいにしてく

れればいいのにというケースが出てくる可能性

もあるんじゃないかなと。あちこち出てくるん

じゃないかなと思いますが、それに対してはど

ういうお考えでしょうか。

○阿佐河川課長 この河川パートナーシップの

場合には、その近隣の自治会のほうから、この

区間を自分たちで草刈りをするという申し出が

あってしていただいております。その場合に、

ここ辺を刈ってほしいとか、刈り残してる場合

には、事務所のほうから後で確認に参りますの

で、次のときにはこの辺まで刈ってほしいとか

いうような要望はいたしてるところでございま

す。なかなかそこまで手が回らなくて、実際に

堤防の管理用通路のところから脇だけをすると

か、そういった場合もあります。そういった場

合は、やむを得ず、必要がある場合には業者に

委託を出して刈ってる状況でございます。

○岩切副主査 関連になりますが、299ページの

道路美化活動と似たような流れになると思うん

です。地元の方々、ボランティアの参加。こち

らの道路のほうは減少傾向ということなんです

が、対象者が同じ地区住民ということで、土木

事務所さんのほうで、現場のほうで、こういう
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河川愛護という流れと道路愛護という流れでの、

その辺の調整がうまくいってないとか、作業内

容でこういう状況になっているとか、そういう

ものがあるんでしょうか。

○上田道路保全課長 道路の草刈りについては、

愛護団体ということで、活動の計画を出しても

らってます。これについては、新規で参入され

る方も結構いらっしゃいます。その方々につい

て、河川のほうとの調整と言われましたけれど、

それについては自分のたちの家の前とか、そう

いうところに向かって作業をされてる状況にあ

ります。河川との調整はなかなかちょっと厳し

いのかなと。先ほど言われた、地区では、道路、

河川という分野ですみ分けは余りされてないと

思いますけれども。結果的に、道路のほうにつ

いては人数的には若干減ってるというような状

況にあるんですけれども。

事務所的にはそういう状況だと思ってます。

○岩切副主査 私の生まれ里のほうは、道路を

掃除した後に、河川に集まって河川の土手をし

て終わるという流れでございましたが、いろい

ろ地域によって、必ずしも環境美化という形で

道路も河川もというような流れではないかなと

思うんですが、うまくコーディネートすると、

面的に川の土手から道路まで一緒にやれるのか

なという思いがあるんです。それぞれがこの事

業というのは行われているということなんです

か。

○上田道路保全課長 先ほど委員が言われたと

おり、もし国道、県道、あと河川の管理道路に

ついて、連続性があるところであれば、地域の

方々は面的に作業はされると思います。土木事

務所のほうでは管理という部署のところに全て

計画が上がりますので、管内図にそういうのを

落としていろんな情報提供をしてますから、多

分、そういう調整とかはできると思いますけれ

ども。

○原委員 314ページですけれど、土砂災害危

険箇所の整備率29.2％。何回もこのことについ

ては一般質問もしたり、実際、過去には多くの

人が亡くなったりしてますから。

いろいろ予算も伴うだろうし、対策としては、

ソフト面で早く避難情報を出すとか、そういう

ことしか今のところはないんでしょうが。

とはいうものの、雨の降り方も、この前の台

風を見ても、北川あたりは圧倒的に従来の被害

と違ってきてますから、大変でしょうが、この

進捗率を上げる努力をしていかないと、また多

くの被害を出してしまうということにもなりか

ねない。今、この時代になっても災害で人が亡

くなるというのは、本当に残念だなと思うんで

すけれど。

どうなんですかね、この29.2％の見通し。そ

れは努力してますといえばそこまでなんだけれ

ど。大変でしょうけれどね。

○永井砂防課長 おっしゃるように、危険箇所

の整備率が29.2％と低い状況ということで、毎

回話しているように、ハードだけでは追いつか

ないということで、ソフト対策で土砂災害警戒

区域の指定とかを進めますという話はさせても

らってるんですけれど。

整備する中で、限られた予算でどこを重点的

に進めるかという中で、毎回説明してるのは、

今回被害も受けましたけれど要配慮者施設とか、

そういう避難が困難な方が住んでる場所の整備

をする必要があるんじゃないかというのが一つ。

もう一つは避難場所ということで、結構、中

山間地、椎葉とかになると避難場所がなかなか

ないということで困ってると。避難場所が安全

な場所につくれないということで、そういう場
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所を優先的に整備していこうということで、予

算がない中では、そういう重点的な整備に努め

ることによって、できるだけ人命の被害が少な

いように努めていきたいと思っているところで

す。

○岩切副主査 委員会資料の５ページの収入事

務の注意事項にある、北部港湾事務所の水域占

用料の過徴収や徴収不足というものなんですが、

金額はお幾らなのか。善処するということで、

どういうやりとりがあったのかをお聞かせくだ

さい。

○矢野港湾課長 ここの過徴収の分につきまし

ては、1,080円です。それから、徴収不足につき

ましては60円となっております。

過徴収の内訳をちょっとお話ししますと、占

用面積で徴収するわけですけれど、1,739平米と

いう、この「39」のところを「93」と誤って計

算したために起こったものであります。単純ミ

スでしたので、今後このようなことがないよう

に、二重チェックとかに努めていきたいと思っ

てるところです。

○徳重委員 河川課にお尋ねします。

河川敷の広いところで、ゴルフ場もやってい

ますが、一般の方が畑や田んぼ─もう、田ん

ぼにはしてないですね。畑が多いようですが、

野菜類、いろんなものをつくってらっしゃると

ころもあちこち見かけるんですが、これはどう

なってるんですか。許可を出してらっしゃるの

か、あるいは使用料を取ってらっしゃるのか。

ちょっと教えてください。

○阿佐河川課長 河川はもともと堤外民地とい

うのを認めてまして、治水上守るために堤防と

かを築いてますので、そのときには民地があっ

ても堤防を築くということを昔はされてますの

で、川の中に民地は認めてるということで、堤

防を築くところにつきましては、新たに築堤す

るときに買収させていただいておりますけれど、

川の中の民地についてはもう残ったままで、今

みたいに耕作とかは自由にされてて。

ただ、工作物として何かをつくる場合には、

占用工作物ということで治水上支障が出ますの

で、そういった場合には許可が必要になってま

いります。普通に、何か収穫物をつくるのに

ちょっとした竹とかを立ててるというようなこ

とでは、後で流れてしまうということで、治水

上、それほど支障がないので、そういった場合

に畑で使われてる状況でございます。

○徳重委員 そうしたら、固定資産税なんかを

払ってらっしゃると理解していいんですか。

○阿佐河川課長 その分は、固定資産税として

課税されてると理解しております。

○矢野港湾課長 先ほどの過徴収、徴収不足に

ついて、ちょっと補足ですが、その処理に関し

ましては、事務局監査当日、その日のうちに払

い戻し及び追加徴収の手続を行って、是正は既

に済んでいるところでございます。

○清山主査 よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 以上をもって河川課、砂防課、港

湾課、都市計画課、建築住宅課、営繕課の審査

を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時24分休憩

午後１時26分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

前半、後半の説明及び質疑が全て終了しまし

たので、総括質疑に移ります。

県土整備部の決算全般について、何か質疑は

ございませんか。
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○蓑方道路建設課長 午前中の質疑の中で、ス

マートインターチェンジに関しての御質問があ

りまして、その中で、ちょっと補足説明をさせ

ていただきたいと思いますけれども。スマート

インターチェンジにつきましては、全国の高速

道路株式会社のスマートインターチェンジにお

いて、全国的に一旦停止となっております。

普通のインターチェンジですと、やはり用地

が大きくなったりとかはするんですけれども、

それをコンパクトにつくろうということでスマ

ートインターをつくるということで、料金所や

その前後の道路も含めてコンパクトに行うとい

うことで、その一環として一旦停止を全国的に

されているということでございます。

○原委員 東京あたりに行くと、東京の環状

線があるじゃないですか。簡単な乗りおりで、

いわゆる簡易スマートインターチェンジじゃな

いかなと思ってるんです。ああいうのもありま

すよね。距離も短くて、すっと乗れるやつがあっ

て、あれを見ると、前もって50メーター先で感

知しといてというのが今の技術でできるのかな

という、そんな気がしたもんですから。

そういう規格になってるんでございますね。

一応、納得したつもりです。使い勝手は悪いで

す。

○西村委員 建築住宅課にしても、港湾課にし

ても、施策の進捗状況といういろんな項目があっ

て、例えば、318ページの港湾の平成30年度の目

標が7,803メートルと。それが今、7,573に進捗

しているという状況があったり、ほかにもいろ

んな目標値というのが平成30年度まであると思

うんですが、公共事業の場合、その間に新規着

工が決まったりとか、整備しなきゃいけない部

分がふえたりした場合は、その都度、この目標

値自体も修正されていくのかどうか、教えてい

ただきたいと思います。

○上別府建築住宅課長 資料の329ページの県営

住宅のバリアフリー化について申し上げますと、

平成32年度までの県営住宅の長寿命化計画とい

うものをつくっておりまして、終期であります

平成32年の数値を40.6％と設けております。そ

の数値に向かって、毎年度計画しておりまして、

その結果、平成30年度が39.4％という数値を出

してるところでありまして、毎年度、高齢者改

善工事あるいは建てかえ等でバリアフリー化率

を上げていくということで取り組んでいるのが、

ここの数値の例でございます。

○西村委員 今、非常にわかりやすく、建築住

宅課はそういうことなんですが、その年度の途

中でもっと必要だとか、例えば、もう少し予算

がふえたからもっと進捗のスピードを上げれる

といった場合の目標値改定というのはあり得る

んでしょうか。

○上別府建築住宅課長 県営住宅の場合につき

ましては、先ほど申し上げました長寿命化計画

を10年スパンでつくっておりまして、５年単位

で計画の見直しを行っております。社会情勢あ

るいは交付金の配分の状況とか、そういうこと

を総合的に勘案しまして見直しを行っておりま

す。

○矢野港湾課長 防波堤でございますけれど、

これはやはり委員のおっしゃられたように、新

規事業で取り込んだときは、それは目標値に加

えると考えてるところです。

ただ、ここにもう一つ進捗状況で挙げている

コンテナにつきましては、これは目標を設定し

たときの推計で書いてますので、その目標に向

かって努力していくとしているところでござい

ます。

○徳重委員 また、都城志布志道路をお尋ねし
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ますけれど、都城志布志道路は国交省の直轄部

分と宮崎県側の県施行区間、鹿児島県は全部県

の施行区間ということになっておるわけで、宮

崎県のほうも一生懸命やっていただいて順調に

進んでいるんですけれど、直轄部分については、

国交省に直接いろんな地域の要望なり、また進

捗の推進なりをお願いするわけですが、直接し

かないのか。推進あるいは進捗を図っていただ

くためのいろんなお願い、あるいは問題があっ

たときの相談は直接になるわけですか。

○蓑方道路建設課長 都城志布志道路の宮崎県

側につきましては、直轄事業もございますけれ

ども、県と一体的な事業でもございますし、あ

と都城市さん、地元の企業さんの地域振興とか

もありますし、そういう地元、それから、県、

国とでその辺の調整等は行っております。具体

的に県と国における調整会議とかいうのもござ

いますので、そういう中でも連携をとりながら

行っているところでございます。

○徳重委員 ぜひ調整をしっかりとってやって

いただきたいと思います。

もう一つ、私も今回一般質問でもさせてもらっ

たんですが、県境部分が全く同じ距離数が残っ

てるわけです。うちは、きょうのお話によりま

すと85％の用地買収が済んでると。非常に喜ん

でおるところですが、鹿児島県がどれだけ進ん

でるのかちょっとわかりませんが、予算の状況

からすると、決して鹿児島県は進んでないと、

私はそう思ってるんです。そうであれば、宮崎

だけ進んでも、鹿児島がつながらなければ全く

意味のないことで、同じ距離、同じ2.9キロずつ

残ってるわけですから、同時に開通できるよう

に、完成できるようにしなければ、もう１年お

くれただけでも相当な損失が出てくると思うん

です。そこ辺の考え方はどうなのか、教えてく

ださい。

○蓑方道路建設課長 同じく鹿児島県との連携

も非常に大事でありまして、国、鹿児島県、宮

崎県等で一体的にやる必要があるということで、

鹿児島県とも、都城志布志道路の行政連絡会と

いうのを設けてまして、その中でも調整をとっ

ております。今、鹿児島県側の末吉道路のほう

につきましても、ことしの８月末現在で用地の

取得率が約55％という形で伸びてきて、鹿児島

県さんのほうも大分努力されてきておりまして、

当然、インター間で県境を挟んでおりますので、

一緒のペースで頑張っていきたいなと考えてお

ります。引き続き連携をとりながらやっていき

たいと思います。

○丸山委員 決算に対する質疑で好ましいかど

うかわからないんですけれども、高速道路がよ

うやく北九州につながりまして、平成27年のと

きのことを考えたときに、ストック効果がこれ

ぐらいありますと想定してたものがあったとし

ますよね。本当にそれだけ出てきたのか。もし

くはそれ以上のものがあったんだよという評価

は、27年度を振り返ってみて、そういうことは

やってないのか。また、もしくはここがもう

ちょっと足りないから、この辺をもう少し伸ば

したほうがいいよねというのを27年度中に議論

をしていないのか等含めて、そこら辺を少しお

伺いしたいなと思ってるところなんですけれど

も。

○前内高速道対策局長 今、御指摘がありまし

たストック効果といったもの、これは難しい専

門用語でいきますと、外部経済効果という言い

方をしてます。何に対して内部、外部なのかと

いいますと、道路の外という意味でございます。

ですから、それは具体的に何なのかといわれま

すと、これは幅広い概念があるんですけれども、
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例えば、域内の総生産が上がったとかいろんな

項目があるんですが、県土整備部の所管かとい

われるとあながちそうとも言えないところがあ

りまして、そういったところは恐らく県庁全体

で少し議論していくところではないかなと考え

ております。

○丸山委員 議会の中とか、陳情要望するのに

ストック効果がという話をよくしているもので

すから、ぜひ調整といいますか、できれば県土

整備部がもっと積極的に検証もして、さらにこ

こが足りないから伸ばすべきだとか。もしくは、

これ以上あったからもっと整備促進をやってほ

しいとかいう話を、ぜひ具体的なものとして、

何か調査といいますか、検討を。わかりやすい

形で県民に、また国のほうに働きかけるような

形を。高速道路がつながったことによって、例

えば、企業誘致がふえたとか、医者が延岡の県

立病院に行きやすくなったとか、いろんな話が

あるんです。それをもう少し何かうまく表現で

きるようにしてもらえれば。事業獲得の武器と

してしっかり検証をしていただくとありがたい

のかなと思っておりまして、よろしくお願いし

たいと思っております。

○清山主査 ほか、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上をもって県土整備

部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後１時39分休憩

午後１時41分再開

○清山主査 分科会を再開いたします。

皆様にお伺いしますが、本日の審査内容を踏

まえて、御意見があればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 採決についてでございますが、30

日の午後１時30分に採決を行いたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 そのように決定いたします。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了します。

午後１時42分散会
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午後１時29分再開

出席委員（８人）

主 査 清 山 知 憲

副 主 査 岩 切 達 哉

委 員  原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 西 村 賢

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 森 本 征 明

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

○清山主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、採決の前に、各議案につきまし

て、賛否も含めて御意見をお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、これより本分科会に付

託されました議案の採決を行いたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 それでは、議案第22号についてお

諮りいたします。

原案どおり認定することに御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 御異議ありませんので、原案のと

おり認定すべきものと決定いたしました。

次に、主査の報告骨子案についてでございま

すが、主査報告の内容として、何か御要望等ご

ざいませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時31分再開

○清山主査 分科会を再開します。

主査報告につきましては、正副主査に御一任

いただくということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 そのようにいたします。

その他で何かございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山主査 何もないようですので、以上で分

科会を終了いたします。

午後１時32分閉会

平成28年９月30日(金)


